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津波災害対策編 
 

第１章 総則 
 

 第１節 津波防災地域づくりの推進に関する対応方針 
 

 

１ 基本方針 

本節ࡣ、津波防災地域づくࡾに関ࡍる法律㸦平成 23年法律第 123号ࠋ以下、本章にお

いてࠕ法ࠖというࠋ㸧及び法に基づくࠕ津波防災地域づくࡾの推進に関ࡍる基本的࡞指針ࠖ

㸦以下、ࠕ基本指針ࠖというࠋ㸧等を踏まえた県及び市の対応方針について記載ࡍるࠋ 

(1) 津波災害対策の検討にあたࡾ、科学的知見を踏まえ、あらゆる可能性を考慮した最大

クラスの津波を想定し、その想定結果に基づき対策を推進ࡍるものとࡍるࠋ 

(2) 津波の想定にあたってࡣ、地震調査研究推進本部が行っている地震活動の長期評価、

地震動及び津波の評価を踏まえ、古文書等の資料の分析、津波堆積物調査、海岸地形等

の調査࡝࡞の科学的知見に基づく調査を通ࡌて、できるࡔけ過去にさかのぼって津波の

発生等をよࡾ正確に調査ࡍるものとࡍるࠋ 

(3) 自然現象ࡣ大き࡞不確定要素を伴うことから、想定やシナリオにࡣ一定の限界がある

ことに留意し࡞がら、被害の全体像の明確化及び広域的࡞防災対策の立案の基礎とࡍる

ため、具体的࡞被害を算定ࡍる被害想定を行うものとࡍるࠋ 

(4) 津波災害対策の検討にあたってࡣ、次の二つのレベルの津波を想定ࡍることを基本と

 ࠋるࡍ

ձ 発生頻度ࡣ極めて低いものの、発生ࡤࢀࡍ甚大࡞被害をもたらࡍ最大クラスの津波 

ղ 最大クラスの津波に比べて発生頻度が高く、津波高ࡣ低いものの大き࡞被害をもた

らࡍ津波 

(5) 最大クラスの津波に対してࡣ、市民等の生命を守ることを最優先として、市民等の避

難を軸に、そのための市民の防災意識の向上及び海岸保全施設等の整備、浸水を防止ࡍ

る機能を有ࡍる交通インフラ等の活用、土地の嵩上ࡆ、避難場所・津波避難ビルや避難

路・避難階段等の整備・確保等の警戒避難体制の整備、津波浸水想定を踏まえた土地利

用・建築制限等ハーࢻ・ソフトの施策を柔軟に組み合わせて総動員ࡍるࠕ多重防御ࠖに

よる地域づくࡾを推進ࡍるとともに、臨海部の産業・物流機能への被害軽減࡝࡞、地域

の状況に応ࡌた総合的࡞対策を講ずるものとࡍるࠋ 

(6) 比較的発生頻度の高い一定程度の津波に対してࡣ、人命保護に加え、市民財産の保護、

地域の経済活動の安定化、効率的࡞生産拠点の確保の観点から、海岸保全施設等の整備

を進めるものとࡍるࠋ 

 

 

㸰 基礎調査の実施 

    県ࡣ、津波対策の基礎と࡞る、法に基づく津波浸水想定の設定等のため、海域・陸域の

地形、土地利用の状況等の調査㸦以下、本節においてࠕ基礎調査ࠖというࠋ㸧を国や市と

連携・協力して計画的に実施ࡍるものとࡍるࠋ 

ࡍものとして国が実施࡞見地から必要࡞広域的、ࡾ基礎調査の実施にあた、ࡣお、県࡞

る調査㸦航空レーザ測量等㸧の成果をできる限ࡾ活用ࡍるものとࡍるࠋ 

 

 

３ 津波浸水想定の設定 
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(1) 県ࡣ、基本指針に基づき国が県に示した断層モࢹル等を踏まえ津波浸水想定を設定し、

公表ࡍるものとࡍるࠋ 

(2) 津波浸水想定ࡣ、基礎調査の結果を踏まえ、最大クラスの津波を想定して設定ࡍるも

のとࡍるࠋ 

また、海岸保全施設等の整備を進めるための基準と࡞る発生頻度の高い一定程度の津

波についても、国の動向を踏まえて浸水シミュレーションを検討ࡍるࠋ 

(3) 津波浸水想定の公表にあたってࡣ、県の広報、༳ๅ物の配ᕸ、インターネット等によ

 ࠋるࡍるよう努めるものとࢀ周知が図ら࡞十分ࡾ

 

 

４ 津波災害警戒区域等の指定 

県ࡣ、津波浸水想定を踏まえ、津波による危険の著しい区域についてࡣ、人的災害を防

止ࡍるため、津波災害特別警戒区域や災害危険区域の指定について検討を行い、県及び市

 ࠋるࡍ措置を講ずるものと࡞必要ࡣ

 

 

５ 津波防災地域づくりを総合的に推進するための計画の作成等 

(1) 市ࡣ、基本指針に基づき、かつ、津波浸水想定を踏まえ、津波防災地域づくࡾを総合

的に推進ࡍるための計画㸦以下、本節においてࠕ推進計画ࠖというࠋ㸧を作成し、海岸

保全施設等、海岸防災林や避難施設の配置、土地利用や警戒避難体制の整備等について

の総合ビジョンを示ࡍことに努めるࠋ 

(2) 市ࡣ、津波災害警戒区域の指定のあったときࡣ、市地域防災計画において、当該区域

ごとに、津波に関ࡍる情報、予報及び警報伝達に関ࡍる事項、避難場所及び避難経路に

関ࡍる事項、津波避難訓練に関ࡍる事項、地下街等又ࡣ主として防災上の配慮を要ࡍる

者が利用ࡍる社会福祉施設、学校、医療施設の名称及び所在地等について定めるࠋ 

(3) 市ࡣ、市地域防災計画において、津波災害警戒区域内の主として防災上の配慮を要ࡍ

る者が利用ࡍる社会福祉施設、学校、医療施設についてࡣ、津波発生時に当該施設の利

用者の円滑かつ迅速࡞避難の確保が図らࢀるよう、津波に関ࡍる情報、予報及び警報の

伝達方法を定めるよう努めるࠋ 

(4) 市ࡣ、津波災害警戒区域の指定のあったときࡣ、市地域防災計画に基づき、津波に関

事࡞る上で必要ࡍ警戒避難を確保࡞る情報の伝達方法、避難場所及び避難経路、円滑ࡍ

項について住民に周知ࡍるため、こࢀらの事項を記載した༳ๅ物の配ᕸその他の必要࡞

措置を講ずるよう努めるࠋ 

(5) 市ࡣ、津波災害警戒区域内の避難促進施設に係る避難確保計画の作成又ࡣ避難訓練の

実施に関し必要࡞助言又ࡣ勧告等を行い、施設所有者又ࡣ管理者による取組の支援に努

めるࠋ 

(6) 市ࡣ、津波災害警戒区域内等において、津波浸水想定に定める水深に係る水位に建築

物等への衝突による津波の水位の上昇を考慮して必要と認めらࢀる値を加えて定める

水位㸦県が定める基準水位㸧以上の場所に避難場所が配置さࢀ安全࡞構造である民間等

の建築物について、津波避難ビル等の避難場所として確保ࡍる場合にࡣ、管理協定の締

結や指定をࡍること࡝࡞によࡾ、いࡊという時に確実に避難できるよう࡞体制の構築に

努めるࠋ 

(7) 県及び市ࡣ、津波災害特別警戒区域や災害危険区域において、要配慮者が利用ࡍる施

設等の建築物の津波に対ࡍる安全性の確保を促進ࡍるものとࡍるࠋ 

(8) 市ࡣ、津波災害警戒区域内でࡣ、市地域防災計画に定める要配慮者が利用ࡍる施設の

所在地等の情報も活用して、救助・救急活動に努めるものとࡍるࠋ 



津波災害対策編 第 1章 総則 第 2節 津波浸水想定.doc 
               

1-2-1 

 第㸰節 津波浸水想定 
 

  津波災害対策編の策定にあたってࡣ、平成 23年から平成 25年にかけて県が実施したࠕ新

潟県津波浸水想定調査 にࠖ基づく想定地震及び浸水想定及び、津波防災地域づくࡾに関ࡍる

法律㸦平成 23年法律第 123号㸧㸦以下、ࠕ法ࠖというࠋ㸧に基づき設定さࢀた津波断層モࢹル

を踏まえた浸水想定を津波浸水想定とࡍるࠋ 

同法及び津波対策の、ࡾ本章第１節の記載のとお、ࡣお、法に基づく対応方針について࡞

推進に関ࡍる法律(平成 23年法律第 77号)の趣᪨に沿って、必要࡞津波対策を検討ࡍるもの

とࡍるࠋ 

 

１ 県独自の津波浸水想定 

    県でࡣ、東日本大震災を踏まえ、学識者、国、県、市町村等による津波対策検討委員会

を平成 23年５月に設置し、津波を発生させる地震の断層モࢹル㸦以下、ࠕ断層モࢹルࠖと

いうࠋ㸧、津波の規模、浸水範囲等について、技術的見地から検討を行い、津波浸水想定図

の見直しを行ったࠋ 

(1) 断層モࢹル㸦想定地震㸧 

想定地震として、震源域が海域にある地震ࡔけで࡞く、震源域の一部が海域にかかる

地震のほか、複数の領域による連動発生地震についても検討を行い、次の６地震を想定

地震としているࠋ 

 

ࠝ想定地震・規模ࠞ 㸦単位 Mwࡣ、モー࣓ントマࢢニチューࢻ㸧 

ձ 佐渡໭方沖地震㸦Ａパターン㸧  Mw 7.80 

ղ 佐渡໭方沖地震㸦㹀パターン㸧 Mw 7.80 

ճ 新潟県南西沖地震 Mw 7.75 

մ 新潟県໭部沖地震㸦粟島付近の地震㸧 Mw 7.56 

յ 長岡平㔝西縁断層帯地震㸦弥彦㸫角田断層㸧 Mw 7.63 

ն 高田平㔝西縁断層帯地震 Mw 7.10 
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(2) 断層モࢹル㸦参考地震㸧 

連動発生地震についてࡣ、その発生に関して科学的根拠ࡣ乏しいものの、津波対策を

検討ࡍる上で┳過でき࡞いことから、予測の不確実性を考慮し、連動地震そのものࡣ参

考扱いとし、３連動地震を含めて津波対策の検討を行っているࠋ 

 

ࠝ参考地震・規模ࠞ 㸦単位 Mwࡣ、モー࣓ントマࢢニチューࢻ㸧 

շ 連動発生地震㸦同時㸧㸦秋田、山形、新潟県໭部沖㸧 Mw 8.09 

ո 連動発生地震㸦時間差㸧㸦秋田、山形、新潟県໭部沖㸧 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 断層モࢹルの緒元 

想定地震及び参考地震の諸元ࡣ、そࢀࡒࢀ次のとおࡾであるࠋ 

䝰ー䝯ン䝖

マグニチュー䝗

緯度 経度 深さ 走向 傾斜角 滑䜚角 長さ 幅

食い㐪い㔞

䠄すべ䜚㔞䠅

ｄ θ δ λ L W U

䠄Mｗ) 䠄°䠅 䠄°䠅 (km) 䠄°䠅 䠄°䠅 䠄°䠅 (km) (km) (cm)

䐟 7.80 㻟㻤°㻞㻜’ 㻝㻟㻤°㻟㻝’ 2 16 30 90 140 34 384

䐠 7.80 㻟㻣°㻡㻤’ 㻝㻟㻤°㻝㻡’ 2 16 30 90 140 34 384

䐡 7.75 㻟㻣°㻝㻝’ 㻝㻟㻣°㻠㻡’ 2 0 35 90 100 38 400

䐢 7.56 㻟㻤°㻠㻠’ 㻝㻟㻥°㻞㻡’ 0 189 56 90 80 30 330

䐣 7.85 㻟㻤°㻜㻠’ 㻝㻟㻤°㻡㻟’ 0 180 45 90 60 28 600

䐤 7.25 㻟㻣°㻝㻣’ 㻝㻟㻤°㻝㻡’ 0 178 45 90 30 18 300

䐥 8.09

秋田県沖䛾地震、山形県沖䛾

地震、新潟県北部沖䛾地震䛾

地震䝰ー䝯ン䝖䛾和䛸し䛶算定

䐦

秋田県沖䛾地震 7.43 㻟㻥°㻠㻟’ 㻝㻟㻤°㻡㻡’ 2 22 45 90 70 24 296

山形県沖䛾地震

䠄南側断層䠅

7.86 㻟㻤°㻟㻜’ 㻝㻟㻤°㻡㻠’ 0 40 60 119 70 40 795

山形県沖䛾地震

䠄北側断層䠅

7.76 㻟㻤°㻡㻥’ 㻝㻟㻥°㻞㻡’ 0 11 60 90 50 40 795

新潟県北部沖䛾地震 7.48 㻟㻤°㻠㻠’ 㻝㻟㻥°㻞㻡’ 0 189 56 90 60 30 330

そ䛾他備考

秋田県沖䛾地震、山形県沖䛾地震、新潟県北部沖䛾地震䛜同時䛻発生した場合

䠄個別䛾地震䛾諸元䛿、下記䛾䛸お䜚䠅

断層位置䛻つい䛶䛿、調査等

䛻よ䜚位置䛜特定さ䜜䛶い䜛も

䛾䛷䛿䛺く、津波夜影響を考慮

し、影響䛜あ䜛䛸思わ䜜䜛位置

䛻想定す䜛も䛾

南側断層䛸北側断層䛾地震

䝰ー䝯ン䝖䛾和䛸し䛶算定

佐渡北方沖地震䠄㻭パターン䠅

佐渡北方沖地震䠄㻮パターン䠅

新潟県南西沖地震

粟島付近䛾地震

長岡平㔝西縁断層帯

䠄弥彦－角田断層䠅

秋田県沖䛾地震䛻よ䜚発生した津波䛜、山形県沖䛾地震䛾波源域䛻㐩した䛸䛝䛻山形県沖䛾地震䛜発生し、そ䛾津

波䛜新潟県北部沖䛾地震䛾波源域䛻㐩した䛸䛝䛻新潟県北部沖䛾地震䛜発生した場合

䠄時間差をおい䛶、㻟地震䛜発生した場合䠅䠄個々䛾地震䛾諸元䛿、下記䛾䛸お䜚䠅

連動発生地震䠄㻭パターン䠅

連動発生地震䠄㻮パターン䠅

高田平㔝西縁断層帯
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㸦4㸧 県独自の津波浸水想定 

  上記１の想定地震・参考地震の津波シミュレーション㸦津波浸水想定㸧の考え方ࡣ

次のとおࡾであるࠋ 

ձ 堤防の取扱 

  東日本大震災でࡣ、津波、地盤沈下や液状化によࡾ海岸堤防、河川堤防が破壊さࢀる

海岸、ࡣかったことから、今回の新潟県津波浸水想定調査の想定において࡞機能し࡝࡞

堤防等が機能ࡍる場合と機能し࡞い場合の２つのケースを想定しているࠋ 

ղ 浸水区域、到達時間について 

  ア 浸水区域 

    浸水࣓ࡣッシュごとに判定しておࡾ、水位が20cmに達した࣓ッシュについて浸水

していると判断している࡞ࠋお、解析࣓ッシュ10、ࡣｍ࣓ッシュであるࠋ 

  イ 到達時間 

    地震発生後、初期水位から最初に水位が20cm上昇した時間を到達時間としているࠋ 

ճ 地盤変動量 

   今回の想定でࡣ、地盤変動によࡾ発生ࡍる津波が小さく࡞らず、また、浸水深が小

さく࡞ら࡞いよう、海域についてࡣ地盤の隆起・沈降を考慮し、陸域についてࡣ地盤

の沈降のみを考慮しているࠋ 

մ 河川遡上 

   次に掲ࡆる河川について、津波の河川遡上による浸水想定を行っているࠋ 

   一級水系   荒川、阿賀㔝川、信濃川㸦関屋分水路及び大高津分水路を含む㸧、

関川㸦保倉川及び戸㔝目川を含むࠋ㸧、姫川 

  二級水系   大川、୕面川、胎内川、落堀川㸦見透川及び⯚戸川を含む㸧、加治

川、新川㸦広通川を含む㸧、鯖石川㸦別山川を含む㸧、鵜川、国府川 
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■沿岸市町村別の最大津波高及び第一波到達時間㸦想定地震㸧 

 

  

最大津波高 第一波到達時間 

地震 
 津波高 

(T.P. m) 
地震 到達時間 

村上市 粟島付近の地震 2.0～5.4m 粟島付近の地震 5分以内 

胎内市 佐渡໭方沖地震㸦Ａ㸧 2.5～4.3m 粟島付近の地震 5分以内 

新発田市 佐渡໭方沖地震㸦㹀㸧 2.9～3.1m 粟島付近の地震 5分以内 

聖籠町 佐渡໭方沖地震㸦Ａ㸧 2.1～3.5m 粟島付近の地震 5分以内 

新潟市 
長岡平㔝西縁断層帯 

㸦弥彦―角田断層㸧 
1.5～7.3m 

粟島付近の地震 

長岡平㔝西縁断層帯 

㸦弥彦―角田断層㸧 

5分以内 

長岡市 新潟県南西沖地震 3.1～4.0m 
長岡平㔝西縁断層帯 

㸦弥彦―角田断層㸧 
5分以内 

出雲崎町 新潟県南西沖地震 2.4～4.2m 
長岡平㔝西縁断層帯 

㸦弥彦―角田断層㸧 
5分以内 

柏崎市 新潟県南西沖地震 3.3～4.9m 
長岡平㔝西縁断層帯 

㸦弥彦―角田断層㸧 
5分以内 

上越市 新潟県南西沖地震 2.4～5.2m 
新潟県南西沖地震 

高田平㔝西縁断層帯 
5分以内 

糸魚川市 新潟県南西沖地震 1.9～3.8m 新潟県南西沖地震 5分以内 

佐渡市 

(໭部) 
粟島付近の地震 0.7～4.6m 

佐渡໭方沖地震㸦Ａ㸧 

佐渡໭方沖地震㸦㹀㸧 

長岡平㔝西縁断層帯 

㸦弥彦―角田断層㸧 

5分以内 

佐渡市 

(南東部) 
新潟県南西沖地震 1.4～7.3m 

佐渡໭方沖地震㸦㹀㸧 

長岡平㔝西縁断層帯 

㸦弥彦―角田断層㸧 

5分以内 

佐渡市 

(南西部) 
新潟県南西沖地震 1.9～3.9m 新潟県南西沖地震 5分以内 

粟島浦村 佐渡໭方沖地震㸦㹀㸧 1.8～3.3m 粟島付近の地震 5分以内 

 

１㸬最大津波高の地震ࡣ、沿岸で最も高い津波高と࡞る地震を指ࠋࡍ 

２㸬第一波到達時間ࡣ、市町村ごとに、沿岸のࡍべての地域の到達時間で࡞ࡣく、

最も早く到達ࡍる地域での到達時間をいうࠋ 

 

㸦5㸧 本市における津波浸水想定 

      本市における津波浸水想定ࡣ、新潟県が平成23年から平成25年にかけて実施したࠕ新

潟県津波浸水想定調査ࠖに基づくものとし、最大津波高及び第一波の影響が最も大き

い新潟県南西沖地震を想定地震として、次のとおࡾ津波浸水想定とࡍるࠋ 

ձ 想定地震 

   新潟県南西沖地震  Mw 7.75 
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緯度 経度 
上端の 

深さ 
走向 傾斜角 滑ࡾ角 長さ 幅 

食い遊

い量 
 (量ࡾべࡍ)

37ま11′ 137ま45′ ２km 㸮ま 35ま 90ま 100km 38km 400cm 

ղ 最大津波高及び第一波到達時間㸦新潟県南西沖地震㸧 

  最大津波高    1.9～3.8ｍ 

  第一波到達時間  ５分以内 

ճ 当市沿岸における最高水位分ᕸ㸦新潟県南西沖地震㸧 

青海地域 糸魚川地域 能生地域 

境川河口 2.54ｍ 姫川港内 2.60ｍ 鬼⯙漁港 2.67ｍ 

市振漁港 2.67ｍ 寺町 2.48ｍ 木浦川河口 3.20ｍ 

親不知漁港 2.02ｍ 海川河口 2.56ｍ 能生川河口 2.89ｍ 

青海川河口 2.66ｍ 前川河口 2.58ｍ 能生海水浴場 3.03ｍ 

田海川河口 2.11ｍ 大和川漁港 2.63ｍ 百川海水浴場 3.56ｍ 

ඵ千川河口 1.97ｍ 早川河口 2.58ｍ 藤崎海水浴場 3.79ｍ 

姫川河口 1.89ｍ 中宿 3.19ｍ 筒石川河口 3.61ｍ 

 浦本漁港 3.45ｍ  

   ※ 施設条件：海岸・河川堤防無し 

   ※ 津波高出力位置：水深 T.P.-1.0m地点 

մ 河川遡上の影響 

  新潟県による河川遡上の解析の結果、姫川でࡣ河川遡上の影響࡞ࡣいとさࢀているࠋ 

յ 被害の想定 

  新潟県が平成23年から平成25年にかけて実施したࠕ新潟県津波浸水想定調査ࠖでࡣ、

津波による被害想定ࡣ検討さࢀてい࡞いࠋ 

  本市における津波災害の被害想定についてࡣ、平成７年から平成10年にかけて新潟県

が実施したࠕ新潟県地震被害想定調査 がࠖ直近の調査であࡾ、想定地震の震源等も平成

23年から平成25年にかけて新潟県が実施した調査と近似しているࠋ 

よって、各調査の解析手法等に遊いがあることに留意した上で、本市における津波災

害の被害想定ࠕ、ࡣ新潟県地震被害想定調査報告書 㸦ࠖ平成10年３月㸧を参考とࡍるもの

とࡍるࠋ 

被害の想定ࡣ、震災対策編 第１章ࠕ第１節 地震被害想定ࠖに準ずるࠋ 

 

㸰 津波防災地域づくりに関する法律に基づく津波浸水想定 

 

㸦1㸧 津波浸水想定の経緯・位置づけについて 

平成23年3月11日に発生した東日本大震災࡝࡞を踏まえ、平成23年12月にࠕ津波防災

地域づくࡾに関ࡍる法律ࠖが制定・施行さࢀたࠋ 

     国でࡣ、津波を発生させる津波の断層モࢹルを設定ࡍることとࡾ࡞、こࢀを踏まえ

て、都道府県でࡣ津波防災地域づくࡾを実施ࡍるための基礎と࡞る、法に基づく津波

浸水想定を設定ࡍることと࡞ったࠋ 

     平成25年１月に国土交通省・内㛶府・文部科学省において、日本海側最大クラスの

津波断層モࢹルを検討ࡍるため、学識者によるࠕ日本海における大規模地震に関ࡍる

調査検討会ࠖが設置さࢀ、平成26年８月に、新た࡞知見による津波断層モࢹル㸦60断

層㸧が公表さࢀたࠋ 

     県でࡣこࢀよࡾ以前に、津波対策を進めるため、学識者や関係行政機関によるࠕ新

潟県津波対策検討委員会ࠖを立ち上ࡆ、平成25年12月にࡣ県独自の最大クラスの津波

浸水想定を公表していたが、あらためて、国が公表した新た࡞知見に基づく津波断層

モࢹルを踏まえた津波浸水想定を作成し、平成29年11月に公表さࢀたࠋ 
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㸦日本海における大規模地震に関する調査検討会報告書㸦ᖹ成26 ᖺ8 月㸧㸧 

 

(2) 津波断層モࢹルについて 

法に基づく津波浸水想定でࡣ、国が公表した60 断層モࢹルのうち新潟県に影響が大き

い7 断層及び、平成25 年12 月に県が公表した津波浸水想定調査で採用した津波断層モ

 ࠋたࢀルのうち、陸域から海域に伸びる2 断層の計9 断層が選定さࢹ

津波浸水想定図等で9、ࡣ 断層の中から、地域ごとに影響の大きい津波断層を選定し、

津波断層12モࢹルごとの計算結果を算出し、津波対策上、最大と࡞るエリアや値を表示

しているࠋ 

 

࠙津波浸水想定࡛選定した津波断層モデルࠚ 

〇 国公表による津波断層モデル 

F30(秋田・山形沖)、F34(県北・山形沖)、F35(佐渡北)、F38(越佐海峡)、F39(佐渡西)、

F41(上越・糸魚川沖)、F42(佐渡西方・能登半島北東沖㸧 

〇 県ࡀᖹ成25 ᖺ12 月に公表した津波浸水想定調査࡛採用した津波断層モデルのうち、今

回の津波浸水想定࡛も採用した津波断層モデル 

長岡ᖹ野西縁断層帯㸦弥彦－角田断層㸧、高田ᖹ野西縁断層帯 
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津波断層モデルの位置図 
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(3) 市町村別最高津波水位、影響開始時間及び浸水面積 

市町村別の最高津波水位、影響開始時間及び浸水面積ࡣ以下のとおࡾであるࠋ 

 
※１ 最高津波水఩㸦沿岸㸦全海岸線㸧㸧 

各市町村における、海岸線ࡽ࠿沖合約30m の各地点㸦全海岸線㸧の津波水఩の最高値ࠋ 

津波水఩ࡣ、東京湾ᖹ均海面㸦T.P.㸧㸦陸地の標高0m の基準㸧ࡽ࠿の海面の高さを表し࡚いるࠋ 

※㸰 影響開始時間 

沿岸 64 の代表地点㸦標高T.P.－5m 程度の地点㸧におい࡚初期水఩20ࡽ࠿cm 上昇またࡣప下したとࡁの市町村別の最短

時間ࠋ 

※３ 最高津波水఩㸦沿岸代表地点㸦194 地点㸧㸧 

各市町村における、各代表地点㸦標高T.P.－1m 程度の地点㸧における津波水఩の最高値ࠋ 
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第３節 地形特性に応じた対策の方向性 
 

１ 糸魚川市の地形特性 

    本市ࡣ新潟県の最西端に位置し、51.225km㸦平成 23年度海岸統計㸧に及ぶ海岸線を有

しているࠋまた、南ࡣ໭アルプス連峰に連࡞る県内最高峰の小蓮華山㸦2,769ｍ㸧や頸城

連峰の活火山である焼山㸦2,400ｍ㸧が連࡞っているࠋ 

    個性豊か࡞自然に恵まࢀ、優ࢀた地質遺産、自然、歴史、文化等から日本で初めて世界

ジオパークに認定さࢀた地域であるࠋ 

    海岸線ࡣ、天下の険といわࢀる断崖絶壁の親不知ジオサイトや海底火山の火山堆積物と

砂岩・泥岩から࡞る弁天岩ジオサイト等の特色ある地形のほか、６つの海水浴場があࡾ、

変化に富ࡔࢇ海岸線と࡞っているࠋ 

    また、海岸線と平行に国道 8号線や໭陸自動車道、໭陸本線が敷設さࢀておࡾ、姫川の

河口にࡣ総合静脈物流拠点港㸦リサイクルポート㸧に指定さࢀている姫川港があࡾ、海岸

線に７ࡣつの漁港が点在しているࠋ 

海岸沿いの平地部や漁港の背後にࡣ、居住地域が形成さࢀているが、総ࡌて平地部が狭

く、居住地の背後にࡣ崖や斜面が迫っている地域であるࠋ 

新潟県地域防災計画津波対策編における地域特性に応ࡌた地域の類型化でࡣ、本市の海

岸線全域がࠕ海岸集落地域ࠖに分類さࢀているࠋ 

 

■新潟県地域防災計画津波対策編における地域特性に応ࡌた地域の類型化 

(1) 海沿い・川沿い地域㸦緊急避難地域㸧 

ア 海沿い地域 

   背後地に崖、斜面が迫っている࡝࡞、平地部が狭く、海岸沿いに集落が所在し、

道路が整備さࢀている地域であって、地震発生から短時間のうちに津波の直撃を受

け、海岸道路が長距㞳に渡って浸水ࡍるほか、道路が決壊した場合にࡣ集落の孤立

が発生ࡍるおそࢀがある地域ࠋ 

  イ 川沿い地域 

    地震の揺ࢀによって、堤防等が沈下し、津波の到達前でも浸水が発生ࡍるおそࢀ

があࡾ、続いて、河川を遡上してきた津波の影響によࡾ堤防が破壊さࢀ、被害がさ

らに拡大ࡍる恐ࢀがある地域 

(2) 河川遡上地域㸦早期避難地往き㸧 

  大き࡞河川や湖沼をࡌࡣめ、中小河川にも津波が遡上し、海岸から㞳ࢀていても津

波の破壊力や浸水の影響が及ぶ可能性があࡾ、内陸部での浸水や家屋の破壊が及ぶ地

域ࠋ 

(3) 低平地浸水地域㸦長期湛水地域㸧 

  背後に広範࡞低平地があるため、河川遡上による越流࡝࡞によࡾ浸水被害が発生ࡍ

ると、広い範囲で、かつ長期間にわたって湛水状態が⥅続ࡍる可能性がある地域ࠋ 

(4) 津波避難者受け入ࢀ地域 

      津波による浸水の影響が࡞いことが想定さࢀる地域㸦現在の知見でࡣ想定ࡍること

が困難࡞地震発生によࡾ、浸水の危険が全く࡞いわけで࡞ࡣいࠋ㸧 

 

࠙地域類型と浸水開始時間の目安ࠚ 

地域類型 浸水開始時間の目安 

海沿い・川沿い地域㸦緊急避難地域㸧 浸水開始時間 30分未満 

河川遡上地域㸦早期避難地域㸧 浸水開始時間 30分以上 120分未満 

低平地浸水地域㸦長期湛水地域㸧 浸水開始時間 120分以上 

津波避難者受け入ࢀ地域 浸水࡞し 
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㸰 地形特性に応じた対策の方向性 

新潟県地域防災計画津波対策編の海沿い・川沿い地域㸦緊急避難地域㸧における対策の方

向性に準ࡌ、本市の地形特性に応ࡌて、津波災害対策の方向性を次のとおࡾとࡍるࠋ 

(1) 想定さࢀる事態 

ձ 被害 

ア 海沿い地域でࡣ、集落等が海岸沿いに集中し、地震発生後ࡄࡍに津波が到達ࡍるࠋ 

イ 川沿い地域でࡣ、地震の揺ࢀによって堤防等が沈下し、津波の到達前でも浸水が発

生し、続いて、河川を遡上してきた津波の影響によࡾ堤防が破壊さࢀ、被害がさらに

拡大ࡍるࠋ 

ウ 地震・津波等の被災による道路の損壊が発生ࡍるࠋ 

エ 避難場所等の孤立が予想さࢀるࠋ 

ղ 避難情報の伝達 

 防災行政無線の機能喪失によって、津波警報情報の伝達が遅ࢀるࠋ 

ճ 避難行動 

ア 津波の直撃を受けることが想定さࢀ、一刻も早く高台等への避難が必要と࡞るが避

難の遅ࢀが想定さࢀるࠋ 

イ 走行中の自動車内においてࡣ情報の伝達が困難であࡾ逃ࡆ遅ࢀが発生ࡍる危険性

があるࠋ 

ウ 海水浴客、釣客࡝࡞の地域にࡌ࡞みの࡞い観ග客の滞在が予想さࢀ、津波災害への

認識不足から避難の遅ࢀが想定さࢀるࠋ 

(2) 対策 

ձ 二次災害の防止 

 ア 津波によࡾ浸水ࡍるおそࢀがある避難場所の対浪化の検討 

イ 孤立した避難場所等への支援や移送方法の検討 

ղ 避難情報伝達 

  ア 多様࡞情報伝達体制の整備 

イ 情報の発信者から受信者まで一連の情報伝達体制の強化 

ճ 避難行動 

ア 津波ハザーࢻマップの整備、津波浸水の状況等について住民等に対ࡍる十分࡞周知

及び避難等に係る意識啓発 

イ 避難場所、避難所の選定・見直しの実施、整備の検討 

ウ 避難経路の検討 

エ 高台への避難路の整備検討 

 オ 避難経路の誘導案内方法の検討 

 ࢝ 具体的࡞避難経路と避難先を想定した実際的࡞訓練 

キ 要配慮者の避難支援対策の検討 

ク 避難手段の検討 

 

 

３ 市民及び防災関係機関の責務  

(1) 市民等の責務 

ձ 津波による人的被害を軽減ࡍる方策ࡣ市民等の避難行動が基本と࡞ることから、強い

揺ࢀや弱くても長い時間ゆっくࡾとした揺ࢀを感ࡌた場合、自らの判断で、迷うこと࡞

く迅速かつ自主的にできるࡔけ高い場所に避難を開始ࡍるࠋ 

ղ 自ら避難ࡍることが地域住民の避難に繋がることを意識し、ともに声を掛け合い࡞が

ら迅速に避難ࡍる࡝࡞、避難の呼びかけ並びに率先避難に努め࡞け࡞ࡤࢀら࡞いࠋ 

ճ 市民及び事業者ࡣ、災害又ࡣこࢀにつ࡞がるよう࡞事象に無関心であって࡞ࡣら࡞いࠋ 

մ 市民及び事業者ࡣ、自らの責任において自身及びその保護ࡍべき者の災害からの安全
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を確保し、自らの社会的࡞責務を果たせるよう努め࡞け࡞ࡤࢀら࡞いࠋ 

(2) 地域に求めらࢀる役割 

ձ 自ら避難ࡍることが地域住民の避難に繋がるとともに、ともに声を掛け合い࡞がら迅

速に避難ࡍる࡝࡞、地域が一体と࡞って、避難の呼びかけ並びに率先避難を行うࠋ 

ղ 市民及び事業者ࡣ、災害で困窮した隣人に無関心であって࡞ࡣら࡞いࠋ 

ճ 市民ࡣ、その居住地域における安全確保のため相互に助け合い、災害の予防・応急対

策を共同で行うよう努めるࠋ 

մ 事業者ࡣ、その立地地域において、住民の行う防災活動への協力に努めるࠋ 

յ 市内の一定の地区内の市民及び当該地区に事業所を有ࡍる事業者ࡣ、当該地区におけ

る防災力の向上を図るため、共同して、防災訓練の実施、物資等の備蓄、高齢者等の避

難支援体制の構築等自発的࡞防災活動の推進に努めるࠋこの場合、必要に応ࡌて、当該

地区における自発的࡞防災活動に関ࡍる計画を作成し、こࢀを地区防災計画の素案とし

て市防災会議に提案ࡍる࡝࡞、市と連携して防災活動を行うࠋ 

ն 津波浸水想定区域内にある消防団ࡣ、気象庁から大津波警報、津波警報またࡣ津波注

意報㸦以下こࢀらをࠕ津波警報等ࠖというࠋ㸧の情報を入手ࡍるまでࡣ原則として避難

を優先し、また、津波が想定さࢀる場合の消防団員の活動上の安全を確保ࡍるため、水

門等の閉鎖活動の最小化に努めるࠋ 

(3) 市の責務 

市ࡣ、防災の第一次的責任を有ࡍる基礎的地方公共団体として、津波災害から市の地域

並びに地域住民の生命、身体及び財産を保護ࡍるため、県、防災関係機関及び住民の協力

を得て防災活動を実施ࡍるࠋ 

また、消防職及び消防団員࡝࡞防災対応や避難誘導にあたる者の危険を回避ࡍるため、

待避ルールの確立と津波災害時の消防団活動等を明確化させ、津波到達時間内での防災対

応や避難誘導に係る行動ルールを定めるものとࡍるࠋ 

(4) 県の責務 

県ࡣ、市町村を包含ࡍる広域的地方公共団体として、大規模災害から県の地域並びに地

域住民の生命、身体及び財産を保護ࡍるため、国、防災関係機関及び住民の協力を得て防

災活動を実施ࡍるࠋ 

また、市の防災活動を支援し、かつその調整を行うࠋ 

(5) 防災関係機関の責務 

ձ 指定地方行政機関 

指定地方行政機関ࡣ、津波災害から市の地域並びに地域住民の生命、身体及び財産を

保護ࡍるため、指定行政機関及び他の指定地方行政機関と相互に協力し、防災活動を実

施ࡍるとともに、市及び県の活動が円滑に行わࢀるよう勧告、指導、助言等の措置をと

るࠋ 

   ղ 指定公共機関及び指定地方公共機関 

指定公共機関及び指定地方公共機関ࡣ、その業務の公共性又ࡣ公益性に鑑み、自ら防

災活動を実施ࡍるとともに、市及び県の活動が円滑に行わࢀるようその業務に協力ࡍるࠋ 

   ճ 公共的団体及び防災上重要࡞施設の管理者 

公共的団体及び防災上重要࡞施設の管理者ࡣ、平常時から災害予防体制の整備を図る

とともに、災害時にࡣ災害応急措置を実施ࡍるࠋ 

また、市、県その他の防災関係機関の防災活動に協力ࡍるࠋ 
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第㸰章 災害予防 
 

 第１節 防災教育・訓練 
 

担当部署 全部署 ◎消防本部 

 

１ 計画の方針 

  (1) 基本方針 

地震・津波に関ࡍる基礎的࡞知識の普及と防災意識の高揚を図るため、次の基本方針の

もと災害予防に関ࡍる教育、訓練等を実施ࡍるࠋ 

ձ 地域防災力の基盤を支える市民、自治会、自主防災組織及び事業者等が行う自らの安

全を確保ࡍるための取組を奨励、支援ࡍるࠋ 

ղ 市職員並びに自治会、自主防災組織及び事業所等の組織において、防災に関ࡍる専門

的知識・ࣀウハウを備えた人材の計画的࡞育成を図るࠋ 

ճ 市、県、防災関係機関、市民及び企業等が、そࢀࡒࢀの防災活動を的確に実施し、相

互の連携を図るよう平常時から防災訓練を実施ࡍるࠋ 

մ 各防災関係機関及び市民との協力体制の確立等に重点をおいた実践的࡞訓練を企画、

実施ࡍるとともに、課題を発見ࡍるための訓練の実施にも努めるものとࡍるࠋ 

(2) 要配慮者に対ࡍる配慮 

要配慮者の安全を確保ࡍるため、要配慮者及び保護責任者に対ࡍる防災知識の普及、啓

発に努めるとともに、ࠕ糸魚川市避難行動要支援者避難支援プランࠖに基づく個別プラン

等によࡾ、実践的࡞避難誘導訓練を行うࠋ 

(3) 積雪期の対応 

冬期間ࡣ、積雪、寒冷、強風࡝࡞気象条件が悪く、災害発生時ࡣ直接・間接被害が拡大

ることを具体的にイ࣓ージできるよう、教࡞異ࡣること、また、その対応も他の時期とࡍ

育・研修内容について考慮ࡍるࠋ 

(4) 複合災害を想定した訓練 

市、県及び防災関係機関等ࡣ、様々࡞複合災害を想定した机上訓練を行い、結果を踏ま

えて災害ごとの対応計画の見直しに努めるࠋさらに、地域特性に応ࡌて発生の可能性が高

い複合災害を想定し、要員の参集、合同の災害対策本部の立ち上ࡆ等の実動訓練の実施に

努めるࠋ 

 

 

㸰 主な取組 

(1) 防災教育が目標とࡍる状態 

ձ 児童、生徒が、発達段階に応ࡌて、災害発生時に起こる危険性を理解し、自ら安全

に行動できる能力を身につけ、地域社会の一員としての役割を果たࡍことができるࠋ 

ղ 市民が、地震・津波に関ࡍる一般的࡞知識及び地震又ࡣ津波時に発生ࡍる可能性の

高い被害に関ࡍる知識を取得し、自ら置かࢀる状況についてイ࣓ージできるࠋ 

ճ 市民が、要配慮者の置かࢀる状況を普段から理解し、地域、職場等において必要࡞

支援行動ができるࠋ 

մ 市民が緊急地震速報の伝達方法及び取るべき行動について理解し、実際に対応でき

るࠋ 

յ 市民及び企業等が、自らの安全確保や業務の⥅続に必要࡞知識を取得ࡍるとともに、

社会の一員として災害時に必要࡞行動を取ることができるࠋ 

ն 市、県、防災関係機関の職員が地震及び津波に関ࡍる基礎知識を持ち、かつ、市民

として行うべき事前の地震及び津波対策を自ら率先して実行できるࠋ 
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(2) 防災訓練が目標とࡍる状態 

ձ 地震又ࡣ津波が発生し、若しくࡣ津波が発生ࡍるおそࢀがあるときにおいて、市民が

自ら及び家族の安全を確保ࡍるとともに、冷静かつ適切࡞防災対策及び避難行動ができ

るࠋ 

ղ 災害発生時において、応急対策の実施主体と࡞る市職員が、そࢀࡒࢀの役割及び業務

内容を理解し、適切に判断して行動できるࠋ 

 

 

 れの役割ࡒれࡑ ３

(1) 防災教育 

ձ 市民・事業者等の役割 

ア 市民の役割 

(㺏) 市や防災関係機関による地震及び津波に関ࡍる広報、ハザーࢻマップ等による防

災情報の収集、活用 

(㺐) 防災に関ࡍる講演会、学習会等への積極的参加 

(㺑) 次世代への被災経験の伝承 

(㺒) 各家庭での事前対策及び地震又ࡣ津波が発生し、若しくࡣ津波が発生ࡍるおそࢀ

があるときの行動に関ࡍるヰ合い 

(㺓) 緊急地震速報受信時の取るべき行動等に関ࡍる理解 

(㺔) 大津波警報、津波警報又ࡣ津波注意報が発表さࢀたときの適切࡞行動 

(㺕) 強い揺ࢀ㸦震度４以上㸧又ࡣ弱くても長い時間のゆっくࡾした揺ࢀを感ࡌたとき

の適切࡞行動 

(㺖) 呼びかけ避難及び率先避難 

(㺗) 原則として、徒歩による避難をࡍること 

イ 地域の役割 

(㺏) 自治会及び自主防災組織等による地域の防災に関ࡍる学習の推進 

(㺐) 地域内の地震被害危険箇所及び津波浸水被害想定箇所の把握・点検・確認 

(㺑) 次世代への災害被災経験の伝承 

(㺒) 呼びかけ避難及び率先避難 

(㺓) 津波浸水想定区域内にある消防団の津波警報等の情報入手までの適切࡞行動及

び消防団員の活動の安全確保の取組 

ウ  事業者の役割 

(㺏) 市や防災関係機関による地震及び津波に関ࡍる広報、ハザーࢻマップ等による防

災情報の収集、活用 

(㺐) 社内での事前対策及び地震又ࡣ津波が発生し、若しくࡣ津波が発生ࡍるおそࢀが

あるときの行動に関ࡍる検討 

(㺑) 災害発生時における地域支援及び連携のあࡾ方について検討 

(㺒) 緊急地震速報の仕組み及び取るべき行動等に関ࡍる社内教育 

ղ  市の役割 

市ࡣ、国、県、消防関係者、学校、福祉関係者、事業者、㹌Ｐ㹍、自治会及び自主防

災組織等と情報を共有し、防災教育を推進ࡍるࠋ 

ア  地域社会における防災教育の推進 

(㺏) 自治会及び自主防災組織が行う学習活動の支援及び学習機会の提供 

(㺐) 自治会及び自主防災組織が行う防災活動の中核を担う人材を養成ࡍるための機

会の提供 

イ  学校教育における防災教育の推進 

県教育委員会が提供ࡍる防災教育プࣟࢢラム等を活用して、児童生徒等の発達段階

及び当該学校の教育目標等に応ࡌ、学校教育全体を通ࡌて体系的かつ地域の災害リス
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クに基づいた防災教育を行うࠋ 

また、消防団員等が参画した体験的・実践的࡞防災教育の推進に努めるࠋ 

ウ  社会教育における防災学習の推進 

市民向けに、専門家の知見を活用し࡞がら、啓発用リーフレットの作成・配ᕸや有識

者による研修会・講演会の開催等によࡾ、防災知識の普及と防災意識の高揚を図るࠋ 

また、公民館࡝࡞の社会教育施設において防災に関ࡍる学習講ᗙを実施ࡍるࠋ 

エ  ハザーࢻマップ等による地域の危険情報の周知 

市ࡣ、県が示ࡍ津波浸水想定図等を踏まえ、津波ハザーࢻマップを作成し、公開ࡍる

とともに、市民に配ᕸし、津波ハザーࢻマップの正しい理解と津波災害に対ࡍる避難行

動等の普及啓発に努めるࠋ 

オ 市民に対ࡍる防災知識の普及 

市ࡣ、市民の津波災害時における心得等防災に関ࡍる知識の普及を図るため、次に定

めるところによࡾ防災知識の普及に努めるものとࡍるࠋ 

(㺏) 普及の内容 

防災知識の普及について、周知徹底を図る必要のある事項を重点的に普及ࡍるもの

とࡍるࠋ 

㹟 津波に関ࡍる一般的知識 

  ・ 津波の特性に関ࡍる情報 

津波ࡣ、第一波よࡾ第二波、第୕波࡝࡞後続の波が大きく࡞る可能性がある

ことや、第一波ࡣ引き波ࡔけで࡞く押し波から始まることもあること、津波が

発生後、数時間から場合によってࡣ一日以上にわたって⥅続ࡍる可能性がある

ことを理解ࡍるとともに強い揺ࢀを伴わず、危険を体感し࡞いままに押し寄せ

る、いわゆる津波地震や遠地津波の発生の可能性࡝࡞にも留意し、津波警報、

津波注意報が解除さࢀるまでࡣ避難を⥅続ࡍることࠋ 

  ・ 津波に関ࡍる想定・予測の不確実性 

地震及び津波ࡣ自然現象であࡾ、想定を超える可能性があること、特に、地

震発生直後に発表さࢀる津波警報等の精度にࡣ一定の限界があることや、避難

場所・避難所の孤立や避難場所・避難所自体の被災もあࡾ得ることから、津波

に関ࡍる想定及び予測にࡣ不確実性があることࠋ 

  ・ 津波浸水想定の公表 

㹠 市地域防災計画の概要 

㹡 自主防災組織の意義 

㹢 平常時の心得 

最低３日間、推奨１逬間ࠖ分の食料、飲料水、携帯トイレ・簡易トイレ、トࠕ ・

イレット࣌ッパー等の備蓄 

・ 非常持出品㸦救急箱、懐中電灯、ラジオ、乾電池等㸧の準備 

・ 負傷の防止や避難路の確保の観点からの家具等の転倒防止対策 

・ 避難路及び指定緊急避難場所の把握 

・ 災害時の家庭内の連絡体制等㸦連絡方法や避難ルールの取ࡾ決め等㸧をあらか

 め決めておくࡌ

・ 災害時の家庭内の連絡体制等㸦連絡方法や避難ルールの取ࡾ決め等㸧をあらか

 め決めておくࡌ

・ 要配慮者の所在の把握 

・ 飼い主による家庭動物との同行避難や避難所での飼養についての準備等 

㹣 災害時の心得 

・ 強い揺ࢀやゆっくࡾとした揺ࢀを感ࡌたときにとるべき行動 

強い揺ࢀ㸦震度４以上㸧を感ࡌたとき、又ࡣ弱くても長い時間ゆっくࡾとした

揺ࢀを感ࡌたときࡣ、迷うこと࡞く迅速かつ自主的に、直ちに海岸及び河川から

㞳ࢀ、急いで高台等のできるࡔけ高い安全࡞場所に避難ࡍることࠋ 
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・ 津波警報等の発表時や避難指示等発௧時にとるべき行動 

津波警報・大津波警報が発表さࢀたとき、又ࡣ避難指示が発௧さࢀたときࡣ、

揺ࢀを感ࡌてい࡞くても、急いで高台等のできるࡔけ高い安全࡞場所に避難

 ࠋることࡍ

巨大ࠕ 等ࠖの定性的表現と࡞る大津波警報が発表さࢀた場合ࡣ、最悪の事態

を想定して最大限の避難等の防災対応をとる必要があることࠋ 

・ 災害情報、避難情報等の入手方法 

  ・ 早期避難、率先避難の重要性 

自ら率先した避難行動を取ることが、他の地域住民の避難を促ࡍことを理解

し、迅速に避難ࡍることが重要であることࠋまた、その際、声掛けをࡍる࡝࡞

して、避難を促ࡍよう努めることࠋ 

  ・負傷者や要配慮者の避難支援等 

  ・初期消火活動等 

  ・避難場所や避難所での行動 

(㺐) 普及の方法 

 㹟 ホーム࣌ージ、広報ㄅ等の利用 

 㹠 啓発用パンフレット及びリーフレットの利用 

 㹡 津波ハザーࢻマップの作成及び公表 

 㹢 研修会、講演会等の開催及び訓練の実施 

 㹣 起震車の利用 

 㹤 テレビ、ラジオ及び新聞等の利用 

࢝ 災害教訓の伝承 

(㺏) 災害教訓の伝承の重要性についての啓発 

(㺐) 市民が災害教訓を伝承ࡍる取組を支援ࡍるための、調査分析結果や映像を含め

た各種資料の収集・保存・公開 

キ  要配慮者及び保護責任者等の防災学習の推進 

(㺏) 要配慮者本人及び家族の防災学習機会の提供 

(㺐) 民生委員等地域の福祉関係者の防災学習機会の提供 

(㺑) 介護事業者及び介護従事者等の防災学習機会の提供 

(㺒) 外国人受入ࢀ先㸦企業、学校、観ග・宿泊施設等㸧の防災学習機会の提供 

ク  企業等における防災教育の推進 

(㺏) 企業等が行う学習活動の支援及び学習機会の提供 

(㺐) 企業等が防災活動の中核を担う人材を養成ࡍるための機会の提供 

ケ  市職員の災害対応能力を高めるための防災教育、防災部門の人材育成 

コ  市職員を対象とした地震又ࡣ津波が発生し、若しくࡣ津波が発生ࡍるおそࢀがあ

るときの避難誘導及び適切࡞施設管理等に関ࡍる教育の実施 

ճ  県の役割 

ア  学校における防災教育の推進 

学校における消防団員等が参画した体験的・実践的࡞防災教育の推進に努めるࠋ 

(㺏) 県立学校における防災教育の実施 

(㺐) 私立学校に対ࡍる啓発 

(㺑) 県立┳護大学職員・学生に対ࡍる防災教育及び講師派遣等の支援 

イ  社会教育における防災学習の推進 

ウ  要配慮者及び保護責任者の防災学習への支援 

(㺏) 高齢者、障害者、傷病者、妊産婦及び乳幼児 

在宅要配慮者の安全を確保ࡍるため、要配慮者本人又ࡣ保護責任者への防災知

識の普及、地域住民等への支援知識の普及・啓発活動を促進ࡍるࠋ 

(㺐) 外国人に対ࡍる防災知識の普及・周知への支援 

エ 県民に対ࡍる防災知識の普及 
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オ 災害教育の伝承 

࢝  県職員の防災教育の実施及び防災部門の人材育成 

キ  市に対ࡍる防災に関ࡍる基礎情報の提供 

(㺏) 市が実施ࡍる防災教育に関し、国及び関係機関の協力を得て必要࡞情報の提

供を行うࠋ 

(㺐) 公共土木施設に係るࢹータの提供、土木関連防災用語の解説、ハザーࢻマッ

プの基礎と࡞る防災情報等の提供、その他市の要請に応ࡌ可能࡞範囲での情報

の提供を行うࠋ 

(㺑) 災害教訓の伝承の重要性について啓発を行うほか、必要に応ࡌ、調査分析結

果や映像を含めた各種資料等の情報提供とその解説のために研修会を開催ࡍるࠋ 

(㺒) 平常時から新潟県総合防災情報システム及びホーム࣌ージ等によࡾ防災情報

を発信し、防災教育基礎情報を提供ࡍるࠋ 

(㺓) 住民が緊急地震速報を受けたときの適切࡞対応行動を含め、緊急地震速報に

関ࡍる情報の提供を行うࠋ 

ク  市職員に対ࡍる防災教育の支援 

մ  新潟地方気象台の役割 

 津波による人的被害を軽減ࡍる方策ࡣ、住民等の避難行動が基本と࡞ることを踏ま

え、県や市、その他防災関係機関と連携し、津波防災について普及・啓発を図るもの

とࡍるࠋ 

ア 避難行動に関ࡍる知識㸦強い揺ࢀ又ࡣ弱くても長い時間ゆっくࡾとした揺ࢀを感

巨大ࠖというࠕ、ることࡍけ高い場所に避難ࡔ迅速かつ自主的にできるࡣたときࡌ

定性的表現で大津波警報が発表さࢀた場合ࡣ最悪の事態を想定して最大限の避難

等防災対応をとる必要があること等㸧 

イ 津波の特性や津波に関ࡍる知識㸦津波の第１波ࡣ引き波ࡔけで࡞く押し波から始

まることもあること、第２波・第３波等の後続波の方が大きく࡞る可能性や数時間

から場合によってࡣ一日以上にわたࡾ⥅続ࡍる可能性があること、さらにࡣ、強い

揺ࢀを伴わず、危険を体感し࡞いままに押し寄せる、いわゆる津波地震や遠地地震

の発生の可能性等㸧 

ウ 津波警報等の意味や内容、地震発生直後に発表さࢀる津波警報等の精度にࡣ一定

の限界があること 

エ 津波警報等の発表時にとるべき行動 

オ 沖合の津波観測に関ࡍる情報の意味や内容、この情報が発表さࢀてから避難ࡍる

ので࡞ࡣく避難行動開始のきっかけࡣ強い揺ࢀや津波警報等であること 

࢝ 津波警報等の視覚的࡞伝達の実効性を高めるために制定さࢀた津波フラッࢢに

関ࡍる知識 

յ  防災関係機関の役割 

防災関係機関ࡣ、そࢀࡒࢀが定めた計画に基づいた防災教育・研修を行うほか、災

害予防に関ࡍる項目について市民への普及及び啓発を図るࠋまた、市が行う市職員に

対ࡍる防災教育について、必要に応ࡌて支援ࡍるࠋ 

(2) 防災訓練 

 防災訓練についてࡣ、震災対策編第２章第１節３ࠕ そࢀࡒࢀの役割ࠖのࠗ(2) 防災

訓練࠘に準ずるࠋ 

津波のࡾ最大クラスの津波や想定よ、ࡣる際ࡍお、津波災害を想定した訓練を実施࡞

到達時間が早く࡞る可能性を踏まえた具体的かつ実践的࡞訓練を行うよう努めるࠋ 
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 第㸰節 自主防災組織の育成 
 

担当部署 企画定住課 能生事務所 青海事務所 ◎消防本部 

 

１ 計画の方針 

  (1) 基本方針 

大規模災害時においてࡣ、公的機関による防災活動のみ࡞らず地域住民による自発的か

つ組織的࡞防災活動が極めて重要であることから、市民、市及び県ࡣ、各々の役割に留意

し、地域住民の共助の意識に基づく自主防災組織の整備育成を促進ࡍるࠋ 

(2) 自主防災組織の育成 

自治会単位による組織化を原則として、全市的࡞整備を進める࡞ࠋお、小規模࡞自治会

にあってࡣ、複数の自治会との連携による組織化を促ࠋࡍ 

自主防災組織相互の連携、協力及び情報交換を図ࡾ、さらに災害発生時における効果的

 ࠋるため、連合組織の結成に努めるࡍ活動を確保࡞

(3) 自主防災組織の活動内容 

自主防災組織ࡣ概ࡡ次の活動を行うࠋ 

平常時の活動 災害時の活動 

ձ 情報の収集伝達体制の整備 

ղ 防災知識の普及及び防災訓練の実施 

ճ 火気使用設備器具の点検 

մ 防災資機材等の整備及び管理 

յ 危険箇所の点検・把握 

ն 避難行動要支援者に係る情報収集・共 

 有 

ձ 初期消火の実施 

ղ 地域内の被害状況等の情報収集 

ճ 救出救護の実施及び協力 

մ 地域住民に対ࡍる高齢者等避難、

避難指示等の情報伝達 

յ 地域住民に対ࡍる避難誘導 

ն 避難行動要支援者の避難支援 

շ 給食・給水及び救助物資等の配分 

ո 避難所運営協力 

 

 

   具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第２章ࠕ自主防災組織の育成ࠖに準ずるࠋ 
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第３節 防災都市計画 
 

担当部署 ◎建設課 都市政策課 ガス水道局 消防本部 

 

１ 計画の方針 

  (1) 基本方針 

災害に強いまちづくࡾのため、市、県、国等の各種機関ࡣ協力し、総合的࡞施策を推進

 ࠋるࡍ

ձ 災害に強いまちづくࡾの計画的࡞推進 

ղ 計画的࡞土地利用の規制、誘導 

ճ 防災上危険࡞市街地の解消 

մ 都市における緑化の推進と緑地の保全 

յ 災害に強い宅地造成の推進 

ն 防災性向上のための根幹的࡞公共施設の整備 

(2) 要配慮者に対ࡍる配慮 

あらゆる人にやさしく、誰もが安全に、安心して暮らせる地域社会を形成し、要配慮者

が安全で円滑に移動できるよう避難地や避難路等のユニバーサルࢹザイン化を推進ࡍるࠋ 

(3) 積雪期の対応 

公共施設の計画、整備にあたってࡣ、地形や土地利用状況等を踏まえ、必要に応ࡌて積

雪に配慮した構造及び設備等を設けるࠋ 

 

 

㸰 主な取組 

(1) 年度計画を立て、老朽化住宅の把握及び耐震化を促進ࡍるࠋ 

(2) 年度計画を立て、防災上の拠点と࡞る施設の耐震調査を行い、不適格施設についてࡣ早

期に耐震化を図るࠋ 

(3) 年度計画を立て、危険宅地の把握と市民への周知を行うࠋ 

(4) 過去の道路被災状況や渋滞状況等を確認し、災害時の迂回路等を検証し、代替路線を確

保ࡍるࠋ 

 

 

 れの役割ࡒれࡑ ３

(1) 市民・企業等の役割 

ձ  市民の役割 

災害に強いまちづくࡾを効果的に進めるにࡣ、市民が主体と࡞って合意形成を行い、

相互に協力し࡞がらまちづくࡾに取ࡾ組むことが重要であるため、日ごろから地域の防

災上の課題等の把握に努めるࠋ 

また、市民一人ࡦとࡾがアイ࢕ࢹアを出し合い、災害に強いまちづくࡾに努めるࠋ 

ղ  地域の役割 

住民合意によࡾ、その地域にふさわしく防災性の向上につ࡞がる建築のルールや地区

施設の配置等を定める地区計画を策定ࡍる࡝࡞、地域の個性を生かした災害に強いまち

づくࡾを推進ࡍるࠋ 

ճ  企業・事業所等の役割 

宅地開発等を行う場合、良質࡞宅地水準を確保ࡍるため公共施設や排水設備等必要࡞

施設を整備ࡍるࠋ 

また、宅地開発等を行う企業ࡣ、地域及びその周辺における防災に関ࡍる情報の開示

に努めるࠋ 

さらに、土砂災害特別警戒区域、災害危険区域等の開発行Ⅽに適当で࡞い区域ࡣ開発
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計画に含め࡞いよう考慮ࡍるとともに、必要࡞安全対策を行うࠋ 

(2) 市及び県の役割 

ձ 津波に強いまちの形成 

ア 市及び県ࡣ、津波からの迅速かつ確実࡞避難を実現ࡍるため、徒歩による避難を原

則として、地域の実情を踏まえつつ、できるࡔけ短時間で避難が可能と࡞るよう࡞ま

ちづくࡾを目指ࡍものとࡍるࠋ特に、津波到達時間が短い地域でࡣ、津波到達時間等

を考慮して津波から避難ࡍる方策を十分に検討ࡍるものとࡍるࠋ 

イ 市及び県ࡣ、浸水の危険性の低い地域を居住地域とࡍるよう࡞土地利用計画、でき

るࡔけ短時間で避難が可能と࡞るよう࡞緊急避難場所㸦津波避難ビル等を含むࠋ㸧及

び避難路・避難階段等の整備࡝࡞、都市計画と連携した避難関連施設の計画的整備や

民間施設の活用による避難関連施設の確保、建築物や公共施設の耐浪化等によࡾ、津

波に強いまちの形成を図るものとࡍるࠋ 

ウ 市及び県ࡣ、地域防災計画、都市計画、立地適正化計画等各種関連ࡍる計画相互の

有機的࡞連携を図るため、関係部局による共同での計画作成、まちづくࡾへの防災専

門家の参画、都市計画等を担当ࡍる職員に対ࡍる防災教育࡝࡞、津波防災の観点から

のまちづくࡾに努め、日常の計画の中に防災の観点を取ࡾ入ࢀるよう努めるものとࡍ

るࠋ 

エ 市及び県ࡣ、津波による浸水実績及び津波浸水想定を公表し、津波発生時の警戒避

難体制の整備を行うࠋ 

オ 市及び県ࡣ、行政関連施設、要配慮者に関わる施設等についてࡣ、できるࡔけ浸水

の危険性の低い場所に立地ࡍるよう整備ࡍるものとし、やむを得ず浸水のおそࢀのあ

る場所に立地ࡍる場合にࡣ、垂直避難が可能と࡞る施設整備に加え、建築物の耐浪化、

非常用電源の設置場所の工夫、情報通信施設の整備や必要࡞物資の備蓄等によࡾ施設

の防災拠点化を図るとともに、中長期的にࡣ浸水の危険性のよࡾ低い場所への誘導を

図るものとࡍるࠋ庁舎、消防署、警察署等災害応急対策上重要࡞施設の津波災害対策

についてࡣ、特に万全を期ࡍるものとࡍるࠋ 

࢝ 市及び県ࡣ、最大クラスの津波に対して、住民等の生命を守ることを最優先としつ

つ、生活や産業への被害を軽減ࡍる観点からのまちづくࡾを進めるものとࡍるࠋ 

キ 市及び県ࡣ、河川堤防の整備等を推進ࡍるとともに、水門等の自動化・遠隔操作化

の確保に努めるものとࡍるࠋ 

ク 市及び県ࡣ、緊急輸送ルートの確保を早期に確実に図るため、空港、港湾等の主要

拠点と高規格道路等のアクセス強化、ネットワーク機能の向上、道路情報ネットワ࡞

ークシステム、道路防災対策等を通ࡌて強靭で信頼性の高い道路網の整備を図るとと

もに、緊急ヘリポートの確保に努めるものとࡍるࠋ 

  また、避難路、緊急輸送道路࡝࡞防災上重要࡞経路を構成ࡍる道路について、災害

時の交通の確保を図るため、必要に応ࡌて、区域を指定して道路の占用の禁止またࡣ

制限を行うとともに、国が促進ࡍる一般配送事業者、電気通信事業者における無電柱

化の取組と連携しつつ、無電柱化の促進を図るࠋ 

ケ 市及び県ࡣ、港湾又ࡣ漁港施設等の津波の危険性の高い地域で働かࡊるを得࡞い人

員の命を守る施設の整備を検討ࡍるものとࡍるࠋ 

コ 市及び県ࡣ、甚大࡞津波被害が予想さࢀる場合、地盤の高い場所に都市機能を移ࡍ

ことも検討ࡍるものとࡍるࠋ 

サ 市ࡣ、主として防災上の配慮を要ࡍる者が利用ࡍる社会福祉施設、学校、医療施設

についてࡣ、津波発生時に当該施設の利用者の円滑かつ迅速࡞避難の確保が図らࢀる

よう、津波に関ࡍる情報、予報、警報及び避難情報等の伝達方法を定めるものとࡍるࠋ 

ղ 避難関連施設の整備 

ア 市ࡣ、指定緊急避難場所の整備にあたࡾ、こࢀらを津波からの緊急避難先として使

用できるよう、できるࡔけ浸水の危険性が低く、かつ、避難後においても孤立せず、

津波の来襲状況によってࡣさら࡞る避難が可能と࡞るよう࡞場所に整備ࡍるよう努
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めるものとࡍるࠋ 

イ 市ࡣ、避難場所として利用可能࡞道路盛土等の活用について検討し、活用できる場

合にࡣ、道路管理者等の協力を得つつ、避難路・避難階段の整備に努めるものとࡍるࠋ 

ウ 市及び県ࡣ、住民が徒歩で確実に安全࡞場所に避難できるよう、避難路・避難階段

を整備し、その周知に努めるとともに、その安全性の点検及び避難時間の短縮のため

の工夫・改善に努めるものとࡍるࠋ 

、による段差の発生、避難車両の増加ࢀ地震の揺、ࡣお、避難路の整備にあたって࡞

停電時の信号滅灯࡝࡞による交通渋滞や事故の発生等を十分考慮ࡍるとともに、地震

による沿道建築物の倒壊、落橋、土砂災害、液状化等の影響によࡾ避難路等が寸断さ

 ࠋるࡍいよう耐震化対策を実施し、安全性の確保を図るものと࡞ࢀ

ճ 建築物の安全化 

ア 市及び県ࡣ、駅等の不特定多数の者が利用ࡍる施設、学校、行政関連施設等の応急

対策上重要࡞施設、要配慮者に関わる社会福祉施設、医療施設等について、耐震耐浪

化࡝࡞津波に対ࡍる安全性の確保に特に配慮ࡍるものとࡍるࠋ 

イ 市及び県ࡣ、津波浸水想定地域における児童生徒等の安全確保のため、高台等へ通

各地域の実情等を踏まえた学校の津波対策、࡝࡞る避難路等の整備や校舎の高層化ࡌ

について努めるものとࡍるࠋ 

մ ライフライン施設等の機能確保 

市及び県ࡣ、関係機関と密接࡞連携をとࡾつつ、ライフライン共同収容施設としての

共同溝・電線共同溝の整備等を図るものとࡍるࠋ 

յ 危険物施設等の安全確保 

市及び県ࡣ、危険物施設、火災原因と࡞るおそࢀのある薬品を管理ࡍる施設、ボイラ

ー施設等について、津波に対ࡍる安全性の確保、護岸等の耐津波性能の向上、⦆衝地帯

の整備及び防災訓練の積極的実施等を促進ࡍるものとࡍるࠋ 

(3) ライフライン事業者の役割 

ライフライン事業者ࡣ、上下水道、電気、電ヰ、ガス等のライフライン関連施設の耐浪

性の確保を図るとともに、系統多重化、拠点の分散、代替施設の整備等による代替性の確

保を進めるものとࡍるࠋ 

࡞大規模、ࡌ必要に応、ࡣお、ライフライン施設の機能の確保策を講ずるにあたって࡞

津波が発生した場合の被害想定を行い、想定結果に基づいた主要設備の耐浪化、災害後の

復旧体制の整備、資機材の備蓄等を行うものとࡍるࠋ 

(4) ໭陸地方整備局の役割 

災害に強く安全性の高いまちづくࡾを推進ࡍるため、市及び県の協力を得て、総合的࡞

まちづくࡾ施策を展開ࡍるࠋ 
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第４節 集落孤立対策 
 

担当部署 企画定住課 能生事務所 青海事務所 ◎消防本部 

 

１ 計画の方針 

中山間地及び海岸部の一部の地域でࡣ、地震による土砂崩ࢀや津波による交通遮断及び降

積雪によࡾ孤立状態と࡞ることが予想さࢀることから、救援が届くまでの間、自立的࡞日常

生活が維持できるよう、必要࡞装備、物資の事前配置及び防災拠点の整備等の環境整備を行

うࠋ 

 

 

      具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第２章ࠕ第４節 集落孤立対策ࠖに準ずるࠋ 

   この場合において、震災対策編 第２章ࠕ第４節 集落孤立対策ࠖ中ࠕ地震発生時ࠖとあ

るのࠕࡣ地震又ࡣ津波が発生し、若しくࡣ津波が発生ࡍるおそࢀがあるとき とࠖ読み替える

ものとࡍるࠋ 



津波災害対策編 第 2章 災害予防 第 5節 建築物等災害予防.doc 
               

2-5-1 

第５節 建築物等災害予防 
 

担当部署 ◎都市政策課 消防本部 施設所管部署 

 

１ 計画の方針 

地震又ࡣ津波によࡾ、建築物に甚大࡞被害が発生した場合、市民の生命をࡌࡣめ、生活基

盤や社会基盤に与える影響ࡣ非常に大きいࠋまた地震又ࡣ津波が発生した後の建築物の損壊

等による二次被害も予想さࢀるため、防災上重要࡞公共建築物、不特定多数の人が出入ࡍࡾ

る多様࡞施設及び一般建築物の災害予防対策について定めるࠋ 

(1) 基本方針 

ձ 防災上重要࡞公共建築物等の災害予防 

市及び県ࡣ、行政関連施設、要配慮者に関わる施設、防災上重要࡞公共建築物等につ

いてࡣ、一層の耐震性、耐浪性及び不燃性の確保を図ることとࡍるࠋ 

また、できるࡔけ浸水の危険性の低い場所に立地ࡍるよう整備ࡍるものとし、やむを

得ず浸水のおそࢀのある場所に立地ࡍる場合ࡣ、建物の耐浪化、非常用電源の設置場所

の工夫、情報通信施設の整備や必要࡞物資の備蓄࡝࡞に努めるものとࡍるࠋ 

ղ 不特定多数の者が利用ࡍる施設等の災害予防 

市、県、国及び施設管理者ࡣ、駅等の不特定多数の者が利用ࡍる施設等について、津

波に対ࡍる安全性の確保に、配慮ࡍるものとࡍるࠋ 

(2) 要配慮者に対ࡍる配慮 

ձ 防災上重要࡞建築物のうち、特に避難収容を行う施設においてࡣ段差部のスࣟープ

化や身障者用トイレの設置等、要配慮者に配慮した施設及び設備の整備に努めるࠋ 

ղ 不特定多数の人が出入ࡍࡾる多様࡞施設においてࡣ、避難行動要支援者を避難誘導

るための体制の整備や、避難誘導にあたる施設従業員等の教育訓練及び商業ビルにࡍ

おける各テナントによる避難の協力等の徹底を図るࠋ 

(3) 積雪期の対応 

防災上重要࡞建築物のうち、特に避難収容を行う施設においてࡣ、冬期間の利用の利便

を確保ࡍるよう努めるࠋ 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第２章ࠕ第６節 建築物等災害予防ࠖに準ずるࠋ 
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第６節 道路・橋りょう・トンネル等の地震・津波対策 

 

担当部署 農林水産課 ◎建設課 

 

１ 計画の方針 

地震又ࡣ津波が発生し、若しくࡣ津波が発生ࡍるおそࢀがあるときにおける道路機能の確

保ࡣ、発生直後の救急活動や火災等の二次災害への対処、水・食料等の緊急物資の輸送をࡣ

 ࠋ極めて重要であるࡣめ、復旧時の資機材や人員の輸送、市民の生活道路等、その意義ࡌ

道路を管理ࡍる関係機関や団体ࡣ、耐震性の確保等の道路施設の整備や迅速に道路情報を

収集ࡍる体制を整えるとともに、相互協力のもと、道路機能の確保にあたる体制を整備ࡍるࠋ 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第２章ࠕ第７節 道路・橋ࡾょう・トンネル等の地震対策ࠖ

に準ずるࠋ 

また、津波災害発生時に、道路を避難場所として活用できるようにࡍるため、避難の安全

性を検討した上で、避難階段等の整備を行うとともに、被災時の道路利用者の適切࡞判断と

行動につࡆ࡞るため、道路施設等に海抜情報を表示し、道路利用者に海抜情報を提供ࡍる࡞

 ࠋるࡍ平時から防災知識の啓発活動を推進、࡝
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第７節 港湾・漁港施設の地震・津波対策 

 

担当部署 農林水産課 商工観光課 

 

１ 計画の方針 

港湾・漁港施設ࡣ、他の公共土木施設とともに災害時において重要࡞役割を担うことから、

地震又ࡣ津波の発生に備えた防災体制を確立し、被害の軽減及び災害発生時における応急復

旧等の迅速࡞対応を図るࠋ 

比較的発生頻度の高い一定程度の津波に対してࡣ、地域の経済活動の安定化、効率的࡞

生産拠点の確保の観点から、港湾・漁港施設の整備を進めるࠋ 

また、港湾管理者及び漁港管理者ࡣ、老朽化した港湾施設及び漁港施設について、長ᑑ命

化計画の作成・実施等によࡾ、その適切࡞維持管理に努めるࠋ 

 

 

      具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第２章ࠕ第８節 港湾・漁港施設の地震対策ࠖに準ずるࠋ 

   この場合において、震災対策編 第２章ࠕ第８節 港湾・漁港施設の地震対策ࠖ中ࠕ地震

発生ࠖとあるのࠕࡣ地震又ࡣ津波の発生ࠖと読み替えるものとࡍるࠋ 

 

 



津波災害対策編 第 2章 災害予防 第 8節 鉄道事業者の地震・津波対策.doc 
               

2-8-1 

第８節 鉄道事業者の地震・津波対策 

 

担当部署 復興推進課 

 

１ 計画の方針 

西日本旅客鉄道㈱、えちごトキめき鉄道㈱及び日本貨物鉄道㈱ࡣ、地震又ࡣ津波が発生し

た場合、被害を最小限にと࡝め、旅客の安全を確保ࡍるため、そࢀࡒࢀの事業規模に応ࡌた

防災体制等の確立を図るࠋ 

 

 

     具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第２章ࠕ第９節 鉄道事業者の地震対策ࠖに準ずるࠋ 

この場合において、震災対策編 第２章ࠕ第９節 鉄道事業者の地震対策ࠖ中ࠕ地震発生

時ࠖとあるのࠕࡣ地震又ࡣ津波が発生し、若しくࡣ津波が発生ࡍるおそࢀがあるときࠖと読

み替えるものとࡍるࠋ 
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第９節 治山・砂防・河川・海岸施設の地震・津波対策 

 

担当部署 農林水産課 ◎建設課 

 

１ 計画の方針 

  (1) 基本方針 

   ձ 治山・砂防施設の地震・津波対策 

治山・砂防施設の地震又ࡣ津波に伴う被害を最小限にと࡝めるため、各設計指針等の

耐震基準に基づいた施設を設置ࡍるとともに、既存施設の耐震性の強化及び被害軽減の

ため維持・修繕を推進ࡍるࠋ 

ղ 河川・海岸施設の地震・津波対策 

国、県及び市ࡣ、津波による被害を防止し、又ࡣ軽減ࡍるために、河川及び海岸保

全施設の整備を計画的に進めるものとࡍるࠋ各施設においてࡣ、設計対象の津波高を

超えた場合でも、その施設の効果が粘ࡾ強く発揮できるようにࡍるとともに、環境や

景観にも配慮ࡍるものとࡍるࠋ 

(2) 積雪期の対応 

積雪期における施設の点検、被害状況の把握及び応急復旧活動等ࡣ、雪が障害とࡾ࡞多

くの困難が伴うことから、施設の危険箇所をあらかࡌめ調査し、関係機関と積雪期におけ

る対応について、事前に協議ࡍるࠋ 

また、積雪状況によってࡣ、陸路による施設の点検及び被害状況の把握ができ࡞い場合

も予想さࢀることから、気象条件等によってࡣヘリコプターを活用ࡍる࡝࡞、被災状況の

迅速࡞調査体制について、県と事前に協議ࡍるࠋ 

 

 

       具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第２章ࠕ第10節 治山・砂防・河川・海岸施設の地震対

策ࠖに準ずるࠋ 
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第１㸮節 農地・農業用施設等の地震・津波対策  
 

担当部署 農林水産課 

 

１ 計画の方針 

  (1) 基本方針 

ձ  各施設の共通的࡞災害予防対策 

ア  頭首工、樋門、樋管等の農業用施設についてࡣ、震災時に一貫した管理がとࢀる

ように措置ࡍるとともに、各管理主体で施設の維持管理計画を定め、操作マニュア

ルの作成、連絡体制の確立࡝࡞管理体制の整備と徹底を図るࠋまた、各管理主体ࡣ、

老朽化した施設について、長ᑑ命化計画の作成・実施等によࡾ、その適切࡞維持管

理に努めるものとࡍるࠋ 

イ  建築物、土木構造物、防災関係施設等の耐震性を確保ࡍるため、国が示ࡍ施設等

設計指針㸦耐震基準㸧に基づき、公共施設の整備を進めるࠋ 

ウ  震災時における円滑࡞応急措置を実施ࡍるため、平常時から農業用施設等の定期

的࡞点検を実施し、異常࡞兆候の早期発見、危険箇所の整備等に努めるࠋまた、緊

急点検を迅速かつ的確に行うためのルート、手順等を定めたマニュアル等を整備ࡍ

るࠋ 

エ  基幹農道、頭首工、樋門、樋管、地ࡍべࡾ防止施設等の農業用施設の防災情報を

一元的に迅速かつ的確に集約ࡍる手法の導入や整備を検討ࡍるࠋ 

ղ  農道施設の災害予防対策 

基幹的࡞農道及び重要度の高い農道についてࠕ、ࡣ道路橋示方書ࠖ等の技術基準によ

 ࠋ落橋防止装置を設ける、ࡣょうについてࡾ耐震設計を行い、橋ࡾ

ճ  用排水施設の災害予防対策 

新潟地震以後の主要࡞頭首工・樋門・樋管・揚排水機場等ࡣ、耐震性を考慮して設計・

施工さࢀているが、耐震性が不十分࡞施設についてࡣ、改修時に河川砂防技術基準㸦案㸧

等に基づき、その向上を図るࠋ 

մ  ため池施設の災害予防対策 

老朽化が甚ࡔしく、また耐震構造に不安のあるため池について、計画的に現地調査を

行い、各施設の危険度判定結果に基づく計画的࡞施設の改善に努めるࠋ 

地震による破損等で決壊した場合に大き࡞被害をもたらࡍおそࢀのあるため池につ

いて、ハザーࢻマップの作成等によࡾ、適切࡞情報提供を図るࠋ 

(2) 応急措置の実施 

地震又ࡣ津波によࡾ農業用施設等が被災した場合に、市民等の生命・身体、住居等に被

害を及ぼࡍ可能性のある箇所についてࡣ、直ちに応急措置を施ࡍことができるようにࡍるࠋ 

 

 

       具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第２章ࠕ第11節 農地・農業用施設等の地震対策ࠖに準

ずるࠋ 
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第１１節 防災通信施設の整備と地震・津波対策 

 

担当部署 総務課 ◎消防本部 

 

１ 計画の方針 

(1) 市、県及び防災関係機関ࡣ、災害発生時の通信手段を確保ࡍるため、情報通信施設の災

害に対ࡍる安全性の確保及び停電対策、情報通信施設被災の危険分散等の防災対策を推進

 ࠋるࡍ

(2) 市、県及び防災関係機関ࡣ、相互の情報伝達方法について対策を講ずるࠋ 

 

 

      具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第２章ࠕ第12節 防災通信施設の整備と地震対策 にࠖ準

ずるࠋ 
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第１㸰節 放送事業者の地震・津波対策 

 

担当部署 ◎総務課 消防本部 

 

１ 計画の方針 

放送ࡣ、地震又ࡣ津波が発生し、若しくࡣ津波が発生ࡍるおそࢀがあるときにおいて、緊

急地震速報・震度情報・津波警報等の伝達、被害状況、応急対策の実施状況及び住民の取る

べき行動࡝࡞を迅速に広範囲に伝達ࡍるとともに、パニック࡝࡞の社会的混乱を最小限にく

い止める࡝࡞、応急対策上極めて重要࡞役割が期待さࢀているࠋ 

県内各放送機関ࡣ、各局の防災に関ࡍる業務計画等の定めるところによࡾ、放送機能を確

保ࡍるため、放送機器の落下、転倒防止等施設の耐震対策及び防災対策の推進並びに防災体

制の確立を図るࠋ 

地震又ࡣ津波に関ࡍる情報及び被災者に対ࡍる生活情報を常に伝達できるよう、その体制

及び施設・設備の整備を図るものとࡍるࠋ 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第２章ࠕ第13節 放送事業者の地震対策ࠖに準ずるࠋ 
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第１３節 電気通信事業者の地震・津波対策 

 

担当部署 ◎総務課 消防本部 

 

１ 計画の方針 

電気通信設備の公共性にかࢇがみ、災害時においても通信網が確保できるよう、設備の耐

震対策及び輻輳対策等の推進と防災体制の確立を図るࠋ 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第２章ࠕ第14節 電気通信事業者の地震対策ࠖに準ずるࠋ 

   この場合において、震災対策編 第２章ࠕ第14節 電気通信事業者の地震対策ࠖ中ࠕ地震

災害ࠖとあるのࠕࡣ地震又ࡣ津波災害ࠖと読み替えるものとࡍるࠋ 
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第１４節 電力供給事業者の地震・津波対策 

 

担当部署 ◎総務課 消防本部 

 

１ 計画の方針 

電力供給機関ࡣ、災害時における電力供給ラインを確保し、市民の日常生活及び社会経済

活動の安定を図るため、電力施設の防護対策に努めるࠋ 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第２章ࠕ第15節 電力供給事業者の地震対策ࠖに準ずるࠋ 
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第１５節 ガス事業者等の地震・津波対策 

 

担当部署 ガス水道局 

 

１ 計画の方針 

(1) 基本方針 

ձ  ガス事業者㸦都市ガス事業者及びＬＰガス充てࢇ事業者及びＬＰガス販売事業者㸧ࡣ、

災害時における被害の防止又ࡣ軽減を図ࡾ、市民の安全を確保ࡍるため、次の対策を行

うࠋ 

ア  ガス供給設備及びＬＰガス充てࢇ所の耐震性の向上を図るࠋ 

イ  ガス使用者に対して地震又ࡣ津波が発生し、若しくࡣ津波が発生ࡍるおそࢀがあ

るときの安全措置を広報等によࡾ周知ࡍるࠋ 

ウ  二次災害防止措置及び早急࡞復旧体制を整備ࡍるࠋ 

ղ  ガス事業者ࡣ、指定避難所等への災害時における緊急供給体制を整備ࡍるࠋ 

ճ  市民ࡣ、地震又ࡣ津波が発生し、若しくࡣ津波が発生ࡍるおそࢀがあるときの安全措

置方法を理解ࡍるとともに、自宅等のガス設備の耐震性向上に努めるࠋ 

մ  市ࡣ、次の対策を行うࠋ 

ア  指定避難所等での代替燃料等を確保ࡍる体制を整備ࡍるࠋ 

イ  地震又ࡣ津波が発生し、若しくࡣ津波が発生ࡍるおそࢀがあるときの安全措置等に

ついて普及・啓発を図るࠋ 

յ  県ࡣ、地震又ࡣ津波が発生し、若しくࡣ津波が発生ࡍるおそࢀがあるときの安全措置

等について普及・啓発を図るࠋ 

(2) 要配慮者に対ࡍる配慮 

ホームヘルパー、民生委員等の福祉関係者に対して、地震又ࡣ津波が発生し、若しくࡣ

津波が発生ࡍるおそࢀがあるときの安全措置について普及・啓発を図るࠋ 

(3) 積雪期の対応 

市民ࡣ、ガス࣓ーター・配管及びＬＰガス容器周辺の除雪に努めるࠋ 

また、ガス事業者ࡣ、ガス࣓ーター及びＬＰガス容器の設置場所、配管の施工方法につ

いて配慮ࡍるࠋ 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第２章ࠕ第16節 ガス事業者等の地震対策ࠖに準ずるࠋ 

   この場合において、震災対策編 第２章ࠕ第16節 ガス事業者等の地震対策ࠖ中ࠕ地震発

生時 とࠖあるのࠕࡣ地震又ࡣ津波が発生し、若しくࡣ津波が発生ࡍるおそࢀがあるとき とࠖ、

地震及び津波対策ࠖとࠕࡣ地震対策ࠖとあるのࠕ、津波ࠖとࡣ地震又ࠕࡣ地震ࠖとあるのࠕ

読み替えるものとࡍるࠋ 
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第１６節 上水道の地震・津波対策 

 

担当部署 ガス水道局 

 

１ 計画の方針 

(1) 基本方針 

大規模地震又ࡣ津波による断・減水࡝࡞給水機能の停止ࡣ、被災住民の日常生活や社会

経済活動に深刻࡞影響を与え、被災後の避難や救助活動を実施ࡍる上での大き࡞支障と࡞

ることから、被害や影響を最小限に抑え、また、緊急時における飲料水及び生活用水㸦以

下ࠕ飲料水等ࠖというࠋ㸧を確保ࡍるための必要࡞措置を講ずるࠋ 

(2) 積雪期の対応 

市ࡣ、積雪期における復旧作業が困難であることに留意し、施設が復旧ࡍるまでの間に

おける避難住民等に対ࡍる給水対策を確立ࡍるࠋ 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第２章ࠕ第17節 上水道の地震対策ࠖに準ずるࠋ 

   この場合において、震災対策編 第２章ࠕ第17節 上水道の地震対策ࠖ中ࠕ地震ࠖとある

のࠕࡣ地震又ࡣ津波ࠖと読み替えるものとࡍるࠋ 
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第１７節 下水道等の地震・津波対策 

 

担当部署 ガス水道局 

 

１ 計画の方針 

(1) 基本方針 

地震又ࡣ津波による被害を最小限にと࡝めるため、平常時から下水道等施設の耐震性強

化を推進ࡍるとともに、資機材の整備や関係機関との協力体制等の構築に努めるࠋ 

(2) 要配慮者に対ࡍる配慮 

ձ  市ࡣ、指定避難所に要配慮者用のトイレが設置さࢀてい࡞い又ࡣ使用でき࡞い場合

 ࠋるように努めるࡍ仮設トイレ等の提供について配慮、ࡣ

ղ  市及び県ࡣ、被災箇所にバリケーࢻ等を設置し、要配慮者が進入し、被災を受け࡞

いように配慮ࡍるよう努めるࠋ 

(3) 積雪期の対応 

市及び県ࡣ、積雪地域における下水道等施設の設置状況を把握し、積雪期における道路

除雪対応の把握࡝࡞必要࡞対応がとࢀるように準備しておくࠋ 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第２章ࠕ第18節 下水道等の地震対策ࠖに準ずるࠋ 
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第１８節 危険物等施設の地震・津波対策 

 

担当部署 環境生活課 ◎消防本部 

 

１ 計画の方針 

危険物、火薬類、高圧ガス、毒物劇物、有害物質等の危険物品及び放射性物質㸦以下ࠕ危

険物等ࠖというࠋ㸧の取扱いについて安全対策を講ずるとともに、地震又ࡣ津波による災害

の未然防止を図るため、市、事業者、第九管区海上保安本部及び県ࡣ、必要࡞対策を講ずるࠋ 

(1) 基本方針 

ձ  事業者ࡣ、保安体制を強化し、法௧に定める保安措置を講ずるとともに、施設の耐震

性及び耐浪性の強化、保安教育及び訓練の徹底等によࡾ、地震又ࡣ津波による災害発生

の未然防止を図るࠋ 

ղ  市及び県ࡣ、危険物等を取ࡾ扱う事業者に対して法௧の基準を遵守ࡍるよう指導の強

化を図るとともに、施設の耐震性及び耐浪性の強化を指導ࡍるࠋ 

(2) 積雪期の対応 

事業者ࡣ、降雪、雪崩又ࡣ融雪による危険物等施設の損傷を防止ࡍる措置を講ずるࠋ市

及び事業者ࡣ、降雪期においてࡣ除雪等を的確に行い、必要࡞消防水利を確保ࡍるࠋ 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第２章ࠕ第19節 危険物等施設の地震対策ࠖに準ずるࠋ 

  この場合において、震災対策編 第２章ࠕ第19節 危険物等施設の地震対策ࠖ中ࠕ地震ࠖと 

あるのࠕࡣ地震又ࡣ津波ࠖと、ࠕ耐震性ࠖとあるのࠕࡣ耐震性及び耐浪性ࠖと、ࠕ耐震改修  ࠖ

とあるのࠕࡣ耐震及び耐浪改修ࠖと読み替えるものとࡍるࠋ 

また、市及び県ࡣ、危険物施設等の管理者に対して、津波に対ࡍる安全性の確保及び防災 

訓練の実施を促進ࡍるものとࡍるࠋ 
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第１９節 火災予防計画 

 

担当部署 消防本部 

 

１ 計画の方針 

(1) 基本方針 

市及び県ࡣ、市民の地震、津波及び防火に関ࡍる知識の普及に努め、消防職員及び消防

車両等の消防設備の整備並びに消防団の充実強化を図るとともに、自主防災組織の育成強

化を図るࠋまた、木造住宅密集地域において、災害によࡾ大規模࡞火災が発生ࡍる可能性

に備え、関係機関との連携による迅速࡞避難誘導体制の整備に努めるࠋ 

市民㸦各家庭㸧、地域、企業、学校、事業所等ࡣ、耐震自動消火装置付火気器具を使用

があるときの火災の発生ࢀるおそࡍ津波が発生ࡣ津波が発生し、若しくࡣる等、地震又ࡍ

を防止ࡍるとともに、消火器具等の設置に努め、住宅用火災警報器の設置及び維持管理を

行うࠋ 

(2) 要配慮者に対ࡍる配慮 

ձ  市ࡣ、要配慮者等と接ࡍる機会の多い、ホームヘルパー、民生委員等の福祉関係者

等に対し、火災予防に関ࡍる知識の普及を図ࡾ、積極的࡞協力を働きかけるࠋ 

ղ  市ࡣ、避難行動要支援者が居住ࡍる住宅について、防火診断を重点的に実施し、住

宅用火災警報器等の設置普及を図るࠋ 

(3) 積雪期の対応 

市ࡣ、積雪期においてࡣ除雪等を的確に行い、必要࡞消防水利を確保ࡍるとともに、雪

崩危険箇所や道路状況を把握ࡍるよう努めるࠋ 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第２章ࠕ第21節 地震火災予防計画ࠖに準ずるࠋ 
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第㸰㸮節 水防活動体制の整備 

 

担当部署 消防本部 

 

１ 計画の方針 

(1) 基本方針 

地震又ࡣ津波が発生し、若しくࡣ津波が発生ࡍるおそࢀがあるときにおける水防活動ࡣ、

迅速かつ適切࡞対応が不可欠であることから、市、県及び国等の関係機関ࡣ、平常時から

地域における水防活動体制の整備に努めるࠋ 

(2) 要配慮者に対ࡍる配慮 

要配慮者関連施設についてࡣ、地震又ࡣ津波が発生し、若しくࡣ津波が発生ࡍるおそࢀ

があるときに円滑かつ迅速࡞避難の確保が図らࢀるよう、津波警報や避難情報等の伝達体

制の整備を図るࠋ 

(3) 積雪期の対応 

雪崩又ࡣ融雪に伴う地ࡍべࡾ等による河川の埋塞࡝࡞、積雪地域特有の水害に対して、

水防管理団体である市ࡣ、体制を整備しておくࠋ 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、風水害対策編 第２章ࠕ第22節 水防活動体制の整備ࠖに準ずるࠋ 
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第㸰１節 廃棄物処理体制の整備 

 

担当部署 環境生活課 

 

１ 計画の方針 

大規模࡞地震又ࡣ津波発生時ࡣ、がࢀき等の廃棄物が大量発生ࡍるほか、交通の途絶等に

伴い一般ごみについても平常時の収集・処理を行うことが困難と࡞ることが想定さࢀるࠋそ

のため、地震又ࡣ津波の発生に伴う建物等のがࢀき及び避難所から排出さࢀるごみ・し尿を

迅速かつ適正に処理し、市民の生活基盤の早期回復と生活環境の改善に万全を図ることが必

要と࡞るࠋ 

市でࠕ、ࡣ震災廃棄物対策指針㸦平成10年10月 厚生省㸧ࠖ 及びࠕ水害廃棄物対策指針㸦平

成17年６月 環境省㸧ࠖ を参考に、地震、水害で発生ࡍる災害廃棄物の円滑࡞処理を行うため

に必要࡞基本的事項を示ࡍ計画として、ࠕ糸魚川市一般廃棄物処理基本計画㸦第７章 災害廃

棄物処理計画㸧ࠖ を策定しているࠋ 

市の廃棄物処理体制ࡣ、この処理計画に沿い実施ࡍるࠋ 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第２章ࠕ第22節 廃棄物処理体制の整備ࠖに準ずるࠋ 
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第㸰㸰節 救急・救助体制の整備 

 

担当部署 健康増進課 ◎消防本部 

 

１ 計画の方針 

(1) 基本方針 

地震又ࡣ津波等の大災害が発生した場合、家屋の倒壊、火災、負傷、疾病、危険地帯で

の孤立等の危機的状況が被災者へ同時多発的に降ࡾかかることから、迅速かつ適切࡞救出

及び救急医療活動に必要࡞体制を整備ࡍるとともに、要救助者等の情報や受入ࢀ病院の情

報等、救急・救助活動に必要不可欠࡞情報の収集体制の整備を図るࠋ 

また、関係機関の広域的࡞支援及び応援を円滑に受け入ࢀ、効果的࡞活動を行うことが

できる体制の整備を図るࠋ 

(2) 要配慮者に対ࡍる配慮 

要配慮者が災害の被害に遭うケースが多いことから、市ࡣ、避難行動要支援者の避難誘

導や救急・救助及び医療救護等が円滑に行わࢀる体制を整備ࡍるࠋ 

また、自主防災組織ࡣ避難行動要支援者の避難支援を行うよう努めるࠋ 

(3) 積雪期の対応 

市ࡣ、積雪期の災害発生時における道路の除雪体制及び指定緊急避難場所、指定避難所

等への市民の避難誘導体制並びに無雪ヘリポートの確保等に努め、地上及び航空機による

円滑࡞救急・救助活動が実施できるよう備えるࠋ 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第２章ࠕ第23節 救急・救助体制の整備ࠖに準ずるࠋ 
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第㸰３節 医療救護体制の整備 

 

担当部署 ◎健康増進課 消防本部 

 

１ 計画の方針 

(1) 基本方針 

市・県、医療機関及び医療関係団体ࡣ、緊密࡞協力体制のもと、災害の状況に応ࡌた適

切࡞医療㸦助産を含むࠋ㸧救護を行うための体制を、あらかࡌめ構築ࡍるࠋ 

(2) 要配慮者に対ࡍる配慮 

要配慮者が災害発生時に犠牲と࡞るケースが多いことから、市ࡣ、県、医療機関及び医

療関係団体の協力を得࡞がら、要配慮者への医療救護活動が円滑に行わࢀるよう体制を整

備ࡍるࠋ 

(3) 積雪期の対応 

積雪期における雪下ろし、除雪等の雪対策に留意ࡍるࠋ 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第２章ࠕ第24節 医療救護体制の整備ࠖに準ずるࠋ 
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第㸰４節 避難体制の整備  

 

担当部署 
能生事務所 青海事務所 市民課 福祉事務所 建設課 教育委員会 

◎消防本部 

 

１ 計画の方針 

(1) 基本方針 

地震又ࡣ津波による人的被害を最小限に抑えるため、避難者の適切࡞収容並びに避難の

途中及び避難先での安全確保を対策の主眼とし、市、県、防災関係機関及び市民ࡣ、下記

の事項に留意して各自の責任で災害に備え、県民が主体的かつ適切に避難行動がとࢀる体

制を整備ࡍるࠋ 

特に、市、県及び防災関係機関ࡣ、市民が災害の危険性をࠕわがこと とࠖして捉え、ࠕ自

らの命ࡣ自らが守るࠖといった意識を持ち避難行動を起こせるよう支援ࡍるࠋ 

(2) 要配慮者に対ࡍる配慮 

要配慮者の安全のため、特に次の事項に配慮ࡍるࠋ 

ձ  避難行動要支援者の居住状況、必要࡞支援内容等の情報の把握・共有 

ղ  早期避難のための迅速・確実࡞方法による避難に関ࡍる情報等の伝達 

ճ  防災・福祉関係者及び地域住民による避難支援体制の整備 

մ  避難先での安否確認及び生活面の配慮 

(3) 積雪期の対応 

冬期間の積雪・寒冷・悪天候を考慮し、特に次の事項について事前に配慮しておくࠋ 

ձ  避難者全員を収容できる指定避難所の確保 

ղ  指定避難所での暖ᡣ確保等の寒冷対策 

ճ  雪崩危険箇所等冬期間特有の危険箇所の市民等への事前周知 

(4) 広域避難への配慮 

被災による他県・他市町村への避難の発生を考慮し、特に次の事項について事前に把握

しておくࠋ 

ձ 県、市及び防災関係機関の情報伝達体制の整備 

    ղ 旅館及びホテル等の宿泊施設や、避難の際に必要と࡞る車両等の事前確保 

   ճ 迅速・確実に避難者へ情報を提供ࡍるための情報伝達体制の整備 

 

 

㸰 主な取組 

(1) 地域の危険に関ࡍる情報の事前周知を図るࠋ 

(2) 警報、避難情報㸦避難指示等㸧等情報伝達体制の整備に努めるࠋ 

(3) 避難に関ࡍる情報発௧の客観的基準の設定に努めるࠋ 

(4) 避難誘導体制の整備に努めるࠋ 

(5) 想定さࢀる避難者数や移動距㞳等に留意し、指定避難所等の適正࡞配置に努めるࠋ 

(6) 高齢者等避難発௧時の避難行動要支援者避難誘導体制の確立に努めるࠋ 

 

 

 れの役割ࡒれࡑ ３

(1) 市民・企業等の役割 

ձ  市民の役割 

自らの責任において自身及びその保護ࡍる者の安全を確保ࡍるため、以下の事項につ

いて平常時から努めるࠋ 

ア ハザーࢻマップ・防災マップ等によࡾ、浸水、土砂災害等、地域の潜在的࡞危険に

関ࡍる情報を事前に知っておくࠋ 
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イ 指定緊急避難場所、指定避難所及び安全࡞避難経路、避難に要ࡍる時間等をあら

かࡌめ確認ࡍるとともに、地域の防災訓練࡝࡞を通ࡌて、住民同士の呼びかけによ

る避難体制を構築しておくࠋ 

ウ 災害時の家族・社員等の連絡方法をあらかࡌめ決めておくࠋ 

エ 携帯ラジオ等、緊急時の情報入手手段を事前に用意し、気象官署や行政から発信さ

 ࠋるࡍわがことࠖとして捉えて行動ࠕる情報をࢀ

オ 高齢者等避難、避難指示、緊急安全確保の意味を正しく理解ࡍるとともに、地域の

防災訓練࡝࡞を通ࡌて、避難行動をおこࡍ際のハーࢻル㸦心理的負担㸧を下ࡆ、避難

のタイミンࢢと自らがとるべき行動を確認しておくࠋ 

࢝ 強い揺ࢀ㸦震度４以上㸧を感ࡌたとき又ࡣ弱くても長い時間ゆっくࡾとした揺ࢀを

感ࡌた場合、自らの判断で迷うこと࡞く迅速かつ自主的にできるࡔけ高い場所に避難

を開始ࡍることࠋ 

キ 自ら避難ࡍることが地域住民の避難に繋がることを意識し、ともに声を掛け合い

 ࠋることࡍ避難の呼びかけ並びに率先避難を、࡝࡞るࡍがら迅速に避難࡞

ク 徒歩による避難を原則とࡍることࠋ 

ղ  地域の役割 

相互の協力のもと、自主防災組織等の活動によࡾ安全に避難できるよう、平常時から

迅速かつ安全࡞避難体制の整備に努めるࠋ 

ア 地域の危険箇所、避難路、指定緊急避難場所、指定避難所等を事前に確認ࡍるࠋ 

イ 避難行動要支援者の居住状況、必要࡞支援内容等の情報の把握・共有に努め、避

難・誘導に協力できる関係を築くࠋ 

ウ 市と共同で避難所を運営できるよう、訓練に参加ࡍるࠋ 

エ 避難時において避難を呼びかけ、率先して避難ࡍるࠋ 

オ 消防団員の活動上の安全を確保ࡍるࠋ 

ճ  多数の者が利用・所在ࡍる施設の管理者等の責務 

次の事項に十分留意し、各施設の消防計画等に基づき、各自の責任において避難・誘

導等の安全確保対策を講ずるࠋ 

ア  学校、病院、社会福祉施設等、児童・生徒や要配慮者が主に利用・所在ࡍる施設

の管理者 

(㺏)  施設の立地環境上、発生しやࡍい被害をあらかࡌめ予測し、対策を講ࡌておくࠋ 

(㺐)  気象官署や行政の発表ࡍる情報の入手手段を用意ࡍるࠋ 

(㺑)  災害時の情報伝達・避難誘導体制を整備し、施設内外の安全࡞避難先を確認ࡍ

るࠋ 

(㺒)  近隣の企業、事業所、住民組織等から避難の際に支援・協力を得らࢀるよう、

事前に協議ࡍるࠋ 

(㺓)  保護者に対ࡍる入所者等の安否情報の連絡や引渡し方法等をあらかࡌめ定め、

関係者に周知ࡍるࠋ 

イ  その他の不特定多数の者が利用ࡍる公共・商業用施設の管理者 

(㺏)  施設の立地環境上、発生しやࡍい被害をあらかࡌめ予測し、対策を講ࡌておくࠋ 

(㺐)  気象官署や行政の発表ࡍる情報の入手手段を整備ࡍるࠋ 

(㺑)  施設外の状況を的確に利用者に伝え、緊急時に施設外へ安全に退去させるため

の情報伝達及び避難・誘導体制を整備ࡍるࠋ 

մ  企業等の役割 

地域社会の一員として次によࡾ地域の避難対策への協力に努めるࠋ 

ア  要配慮者等の避難を支援ࡍるࠋ 

イ  必要に応ࡌて施設を帰宅困難者や地域住民等に避難場所として提供ࡍるࠋ 

(2) 市の役割 

市ࡣ、危険が差し迫った状態に࡞る前に市民等が事前に避難できるよう、また、他市町

村からの避難住民を迅速に受け入ࢀらࢀるよう、次によࡾ体制を整備ࡍるࠋ 
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ձ 津波避難計画の策定 

市ࡣ、県が提示ࡍる津波避難計画策定指針を参考とし、こࢀまで進めてきた津波対策

を点検し、避難対象地域、避難場所・避難所、避難路、津波情報の収集・伝達の方法、

避難指示等の具体的࡞発௧基準、避難訓練の内容等を記載した、具体的かつ実践的࡞津

波避難計画を策定し、その内容を住民等に周知ࡍるものとࡍるࠋ 

   ղ 情報伝達体制の整備 

ア 市ࡣ、非常参集体制の整備を図るとともに、災害発生時に講ずべき対策等を体系的

に整理した応急活動のためのマニュアルを作成し、職員に周知ࡍるࠋ 

イ 市ࡣ、要配慮者、災害によࡾ孤立化ࡍる危険のある地域の被災者、在宅での避難者、

応急仮設住宅として供与さࢀる賃貸住宅への避難者、所在が把握できる広域避難者、

帰宅困難者等、情報が入手困難࡞被災者等に対しても、確実に情報伝達できるよう必

要࡞体制の整備を図るものとࡍるࠋ 

ウ 市ࡣ、Ｌアラート㸦災害情報共有システム㸧の活用や関係事業者の協力を得つつ、

防災行政無線㸦戸別受信機を含む㸧、全国瞬時警報システム㸦㹈㸫ＡＬ㹃㹐Ｔ㸧、テレ

ビ㸦ケーࣈルテレビを含むࠋ㸧、ラジオ㸦コミュニテ࢕㹄Ｍ放送を含む｡㸧、携帯電ヰ㸦緊

急速報࣓ール機能を含むࠋ㸧、ワンセࢢ、㹑㹌㹑㸦ソーシャル・ネットワーキンࢢ・サ

ービス㸧、スマートフ࢛ン用アプリ等や、ＩＰ通信網、ケーࣈルテレビ網等を用いた

伝達手段の多重化、多様化を図るものとࡍるࠋ 

エ 市ࡣ、情報の共有化を図るため、各機関が横断的に共有ࡍべき防災情報の形式を標

準化し、新潟県総合防災情報システムに集約できるよう努めるものとࡍるࠋ 

オ 市ࡣ、訪日外国人旅行者等の避難誘導の際に、配慮を要ࡍる来訪者への情報伝達

体制等の整備に努めるものとࡍるࠋ 

࢝ 市ࡣ、小学校就学前の子࡝もたちの安全で確実࡞避難のため、災害発生時におけ
る幼稚園・保育園等の施設と市間、施設間の連絡・連携体制の構築に努めるものと

 ࠋるࡍ
キ 市ࡣ、情報の収集・連絡体制の整備を図ࡾ、その際の役割・責任等の明確化に努
めるとともに、夜間、休日の場合等においても対応できる体制の整備を図るものと

 ࠋるࡍ

ճ 避難指示等の発௧基準の策定 

市長ࡣ、地域の特性等を踏まえつつ、津波警報等で発表さࢀる津波高に応ࡌた発௧対

象区域を定める࡝࡞、具体的࡞避難指示の発௧基準及び伝達内容をあらかࡌめ定めるも

のとࡍるࠋその際、要配慮者や一時滞在者等に配慮ࡍるものとࡍるࠋ 

    ア 避難に関ࡍる情報の発௧基準 

津波警報等の種類に応ࡌ、避難に関ࡍる情報を発௧ࡍるࠋ 

津波警報等 

の種類 

避難に関ࡍる

情報の発出 
伝達内容 

地震観測 

㸦上越地域で震

度５弱以上の地

震が観測さࢀた

場合の直後㸧 

㸦注意情報㸧 (1) J-ALERT自動起動による防災行政無線 

 等による放送 

・地震速報、津波への注意呼びかけ 

(2) 防災行政無線等による注意情報の伝達 

 ・地震速報、津波への注意呼びかけ 

大津波警報 

㸦新潟県上中下

越に大津波警報

が発表さࢀた場

合㸧 

避難指示 (1) J-ALERT自動起動による防災行政無線 

 等による放送 

 ・大津波警報㸦津波警報㸧の伝達 

・高台への避難指示 

(2) 防災行政無線等による避難指示の伝達 

 ・大津波警報㸦津波警報㸧の伝達 

 ・高台への避難指示 

・津波到達時刻、津波高等の予測 

津波警報 

㸦新潟県上中下

越に津波警報が
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発表さࢀた場合㸧 

津波注意報 

㸦新潟県上中下

越に津波注意報

が発表さࢀた場

合㸧 

㸦注意情報㸧 (1) J-ALERT自動起動による防災行政無線 

 等による放送 

 ・津波注意報の伝達 

・津波への注意呼びかけ 

高齢者等避難 (2) 防災行政無線等による注意情報、高齢者

等避難の伝達 

 ・津波注意報の伝達 

・津波への注意呼びかけ、高齢者等避難又

 高台への避難指示ࡣ

・津波到達時刻、津波高等の予測 

      

イ 避難に関ࡍる情報の伝達体制等 

避難に関ࡍる情報の伝達体制・伝達方法についてࡣ、第３章ࠕ第６節 津波避難計

画ࠖに定めるࠋ 

津波避難指示文例ࡣ、資料 17-12のとおࠋࡾ 

մ 避難誘導体制の整備 

ア 市ࡣ、津波発生時の避難についてࡣ、徒歩による避難を原則とࡍることの周知に

努めるとともに、やむを得ず自動車によࡾ避難せࡊるを得࡞い場合ࡣ、避難者が自

動車で安全かつ確実に避難できる方策をあらかࡌめ検討ࡍるものとࡍるࠋ 

イ 市ࡣ、消防職員、消防団員、市職員࡝࡞防災対応や避難誘導・支援にあたる者の

危険を回避ࡍるため、気象庁が発表ࡍる津波の第一波の到達予想時刻までの行動ル

ールや退避の判断基準を定め、住民等に周知ࡍるものとࡍるࠋ 

ウ 市ࡣ、要配慮者を適切に避難誘導し、安否確認を行うため、地域住民、自主防災組

織、自治会、民生委員・児童委員、介護保険事業者、福祉サービス事業者、ボランテ

る情ࡍ避難行動要支援者に関ࡾがら、平常時よ࡞主体の協力を得࡞ア団体等の多様࢕

報を把握の上、関係者との共有に努めることとࡍるࠋまた、避難行動要支援者への対

応を強化ࡍるため、情報伝達体制及び避難誘導体制の整備を図ࡾ、避難訓練の実施に

努めるものとࡍるࠋ 

エ 市ࡣ、学校等が保護者との間で、災害発生時における児童生徒等の保護者への引

渡しに関ࡍるルールをあらかࡌめ定めるよう促ࡍものとࡍるࠋ 

յ 避難場所、避難所の指定 

ア 市ࡣ、指定緊急避難場所の整備にあたࡾ、津波からの緊急避難先として使用でき

るよう、できるࡔけ浸水の危険性が低く、かつ、避難後においても孤立せず、津波

の来襲状況によってࡣさら࡞る避難が可能と࡞るよう࡞場所に整備ࡍるよう努める

ものとࡍるࠋ 

イ 市ࡣ、やむを得ず、津波による被害のおそࢀのある施設を指定避難所に指定ࡍる

場合ࡣ、建築物の耐震・耐浪化及び非常用発電機の設置場所の工夫、情報通信施設

の整備や必要࡞物資の備蓄࡝࡞防災拠点化を図るものとࡍるࠋ 

ウ 新型コࣟナウイルス感染症を含む感染症対策について、感染症患者が発生した場

合の対応をを含め、平常時から防災担当部局と保健福祉担当部局が連携して、必要

 ࠋるよう努めるࡍホテルや旅館等の活用等を含めて検討、ࡣ場合に࡞

エ 市ࡣ、指定避難所又ࡣその近傍で地域完結型の備蓄施設を確保し、食料、水、備

蓄薬、マスク、消毒液、炊きࡔし用具、間仕切ࡾ、簡易ベッࢻ、毛ᕸ、ࣈルーシー

ト、土のう袋等避難生活に必要࡞物資等の備蓄に努めるものとࡍるࠋ 

オ 市ࡣ、指定避難所と࡞る施設についてࡣ、必要に応ࡌ、避難生活の環境を良好に

保つために、換気、照明等の施設の整備に努めるものとࡍるࠋまた、停電、断水、

ガスの供給停止及び電ヰの不通等の事態を想定し、こࢀに備えた設備の整備ととも
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に、テレビ、ラジオ等被災者による災害情報の入手に資ࡍる機器の整備を図るよう

努めるものとࡍるࠋ 

࢝ 市ࡣ、指定避難所において、高齢者、障害者、乳幼児、妊産婦等の要配慮者の多

様࡞ニーズにも配慮した施設・設備の整備に努めるとともに、男女のニーズの遊い、

男女双方及び性的少数者の視点等に配慮ࡍるほか、被災者による災害情報の入手に

資ࡍる機器の整備を図るものとࡍるࠋ 

キ 市ࡣ、緊急避難場所として利用可能࡞道路等の活用について検討し、活用できる

場合にࡣ、道路管理者等の協力を得つつ、避難路・避難階段の整備に努めるものと

 ࠋるࡍ

ク 市ࡣ、市民等に対し、あらかࡌめ、指定避難所の運営管理のために必要࡞知識等

の普及に努めるものとࡍるࠋ 

ケ 飼い主による家庭動物との同行避難に配慮した指定避難所の整備に努めるものと

 ࠋるࡍ

コ 市ࡣ、指定避難所の指定にあたࡾ、併せて広域一時滞在の用にも供ࡍることについ

ても定める࡝࡞、他の市町村からの被災者を受け入ࢀることができる施設等をあらか

 ࠋるࡍめ決定しておくよう努めるものとࡌ

サ 即応体制の整備 

(㺏) 夜間・休日でも直ちに施設を解錠できるよう、できるࡔけ近隣住民に鍵の管理

を委クࡍるࠋ 

(㺐)  避難所管理にあたる職員を、施設近傍居住職員の中から事前に指定しておくࠋ 

(㺑) 避難所開設の初動対応をあらかࡌめマニュアルの作成、訓練等を通ࡌて、避難

所の運営管理のために必要࡞知識等の普及に努めるࠋ 

(㺒)  避難所予定施設にࡣ、市民が避難直後に必要とࡍる物資や最低限の非常食等を

事前に配置ࡍるよう努めるࠋ 

(㺓)  避難所の開設・運営について、自主防災組織、自治会等と事前に協議しておく

よう努めるࠋ 

(㺔) 市ࡣ、指定避難所のライフラインの回復に時間を要ࡍると見込まࢀる場合や、道

路の途絶による孤立が続くと見込まࢀる場合ࡣ、当該地域に指定避難所を設置・維

持ࡍることの適否を検討ࡍるࠋ 

(㺕) 新型コࣟナウイルス感染症等の自宅療養者等の避難について、平時から県と必要

情報共有及び災害時の避難対応㸦避難先の確保、避難方法、避難先での対応等㸧࡞

を調整し、連携して対応ࡍるよう努めるࠋ 

シ  福祉避難所の指定検討 

障害者等、指定避難所内の一般避難ス࣌ースでの共同生活が難しい要配慮者を収容

、今後ࠋい࡞行っていࡣ福祉避難所の指定ࡣるが、現在市で࡞る福祉避難所が必要とࡍ

社会福祉協議会及び福祉関係団体等と協議し、次の事項に留意して検討を行うࠋ 

(㺏) 福祉避難所予定施設ࡣ、バリアフリー化さࢀているとともに、要配慮者の避難

生活に必要࡞ス࣌ースや設備等を備えた施設とࡍることが望ましいࠋ 

(㺐) 福祉関係者と協議し、福祉避難所開設時にケアにあたる要員の配置等を事前に

定めるよう努めるࠋ 

ス 指定緊急避難場所ࡣ災害種別に応ࡌて指定が࡞さࢀていること及び避難の際にࡣ

発生ࡍるおそࢀのある災害に適した指定緊急避難場所を避難先として選択ࡍべきで

あることについて、日頃から市民等への周知徹底に努めるものとࡍるࠋ特に指定緊

急避難場所と指定避難所が相互に兼ࡡる場合においてࡣ、特定の災害においてࡣ当

該施設に避難ࡍることが不適当である場合があることを日頃から市民等への周知徹

底に努めるࠋ 

セ 指定緊急避難場所を指定して誘導標識を設置ࡍる場合ࡣ、日本工業規格に基づく

災害種別一般図記号を使用して、࡝の災害の種別に対応した避難場所であるかを明

示し、標識の見方に関ࡍる周知に努めるものとࡍるࠋ 
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ソ 市ࡣ、指定緊急避難場所と指定避難所の役割が遊うことについて、日頃から市民

等への周知徹底に努めるࠋ 

タ 市ࡣ、各地域において、避難可能場所の現状を把握し、整備ࡍるとともに、道路

管理者等の協力を得て、避難路、津波避難タワー、津波避難ビル等避難関連施設の

整備又ࡣ確保を検討ࡍるࠋ 

ն 広域避難に係る体制の整備 

ア 他市町村への広域避難の発生に備えた体制整備 

(㺏)  市ࡣ、避難の際に必要と࡞る市民への情報伝達を迅速に行えるよう、体制整備

に努めるࠋ 

(㺐)  市ࡣ、避難住民を迅速に把握し、県及び受入市町村等と連携して避難者が避難

先で必要࡞情報や支援・サービスを容易かつ確実に受け取ることのできる体制の

整備に努めるࠋ 

(㺑) 災害の想定によࡾ必要に応ࡌて、近隣の市町村の協力を得て、指定緊急避難場

所を近隣市町村に設けるものとࡍるࠋ 

イ 広域避難の受け入ࢀに備えた体制整備 

(㺏)  市ࡣ、避難所等を指定ࡍる際に併せて広域避難の用にも供ࡍることについても

定める࡝࡞、他の市町村からの避難住民を受け入ࢀることができる施設等をあら

かࡌめ決定しておくよう努めるࠋ 

(㺐)  市ࡣ、避難住民への情報伝達や支援・サービスを行うため、自主防災組織、防

災関係機関等の協力を得るとともに、必要࡞情報や支援・サービスを容易かつ確

実に行うことのできる体制の整備に努めるࠋ 

շ 住民避難誘導訓練の実施 

ア 地区別にあらかࡌめ定めた避難誘導体制に従い、避難指示㸦緊急㸧等が発௧さࢀ

た際、住民が集団で避難できるよう、訓練を実施ࡍるࠋ 

イ 地域住民、自主防災組織、民生委員・児童委員、介護保険事業者、福祉サービス

事業者、ボランテ࢕ア団体、学校等と協力し、要配慮者の参加を重点に置いた訓練

を実施ࡍるࠋ 

ウ 浸水、地盤の液状化、土砂災害警戒区域等や避難所等を記したハザーࢻマップ・

防災マップを作成し、市民等に配ᕸして周知を図るとともに、指定避難所等やマッ

プを活用した訓練を行う࡞ࠋお、防災マップの作成にあたってࡣ、市民も参加ࡍる

等の工夫によࡾ、災害からの避難に対ࡍる市民等の理解の促進を図るよう努めるࠋ 

(3) 県の役割 

ձ 津波避難計画策定指針の策定 

県ࡣ、津波対象地域の指定、初動体制、防災事務に従事ࡍる者の安全の確保、津波情

報の収集・伝達、避難指示等の発௧、平常時の津波防災啓発及び避難訓練等を定めた津

波避難計画を策定ࡍる際の指針を定め、市に提示ࡍるものとࡍるࠋ 

ղ 情報収集・連絡体制の整備 

ア 県ࡣ、非常参集体制の整備を図るとともに、災害発生時に講ずべき対策等を体系

的に整理した応急活動のためのマニュアルを作成し、職員に周知ࡍるࠋ 

イ 県ࡣ、市町村、他の都道府県、国その他防災機関との連絡が相互に迅速かつ確実

に行えるよう、情報伝達ルートの多重化及び情報収集・連絡体制の明確化等による

体制の確立に努めるものとࡍるࠋ 

ウ 県ࡣ、災害時の情報通信手段について㸪平常時よࡾその確保に努めるものとࡍるࠋ 

エ 県ࡣ、非常通信体制の整備や、新潟県総合防災情報システムを含む有・無線通信シ

ステムの一体的運用等によࡾ、災害時の重要通信の確保に関ࡍる対策の推進を図るも

のとࡍるࠋ 

オ 県ࡣ、情報の共有化を図るため、各機関が横断的に共有ࡍべき防災情報の形式を標

準化し㸪新潟県総合防災情報システムに集約できるよう努めるものとࡍるࠋ 

ճ 県民への防災に関ࡍる情報の提供 
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ア  地震及び津波に関ࡍる基礎的࡞知識と避難にあたっての注意事項等の普及・啓発を

行うࠋ 

イ  県の設置した震度計の震度情報等を気象庁を通ࡌて県民に提供ࡍるࠋ 

ウ 県の防災専用ホーム࣌ージによࡾ防災情報を県民に提供ࡍるࠋ 

մ  市の避難体制整備の支援 

ア  地域の危険情報の市への提供 

(㺏)  津波による浸水想定区域図を策定・提供ࡍるࠋ 

(㺐)  重要水防箇所等、河川等の危険箇所の情報を市と共有ࡍるࠋ 

(㺑)  土石流、地ࡍべࡾ、がけ崩ࢀの土砂災害警戒区域図等を提供ࡍるࠋ 

(㺒)  雪崩危険箇所の危険区域図を提供ࡍるࠋ 

イ  市による避難情報の早期発出・伝達体制整備の支援 

(㺏)  県から市への津波警報等の迅速࡞伝達体制を維持ࡍるࠋ 

(㺐)  市の避難情報発௧の判断を支援ࡍるため、広域的又ࡣスポット的࡞観測情報を

提供ࡍるࠋまた、必要に応ࡌ専門的࡞助言を付して提供ࡍるࠋ 

(㺑)  前記の情報収集・提供を行う県危機管理センターを拠点として、市への情報支

援体制を確立ࡍるࠋ 

(㺒)  県内の放送機関と協議し、通信網の混乱時等に市が発௧ࡍる避難情報の伝達に

協力が得らࢀるよう、事前に手続等を定めるࠋ 

ウ  避難場所、避難所等の確保への協力 

(㺏)  市の指定避難所に、県立学校等、県の施設を提供し、備蓄のためのス࣌ースや

通信設備の整備等に努めるࠋ 

(㺐)  県の所管ࡍる公園整備等にあたࡾ、指定緊急避難場所として活用できるよう配

慮ࡍるࠋ 

(㺑) ホテル・旅館等の避難所としての活用について、業界団体に対し、協力依頼を

行うࠋ 

(㺒) 新型コࣟナウイルス感染症等の自宅療養者等の避難について、平時から市町村

と必要࡞情報共有及び災害時の避難対応㸦避難先の確保、避難方法、避難先での

対応等㸧を調整し、連携して対応ࡍるよう努めるࠋ 

エ  関係機関との情報交換体制の整備 

(㺏)  介護保険施設、障害者支援施設等に対し、あらかࡌめ同種の施設やホテル等の

民間施設等と施設利用者の受入ࢀに関ࡍる災害協定を締結ࡍるよう指導に努め、

併せて、その内容を県にⓏ録ࡍるよう要請ࡍる、 

(㺐)  あらかࡌめ介護保険施設、障害者支援施設等に対して災害時に派遣可能࡞職員

数のⓏ録を要請ࡍることや、関係団体と災害時の職員派遣協力協定の締結等を行

うことによࡾ、介護職員等の派遣体制の整備に努めるࠋ 

(㺑)  避難住民及び緊急物資の運送に係る車両等の状況について、運送機関と情報交

換のうえ、市に情報提供を行うࠋ 

オ 避難場所が孤立した場合の搬送支援 

津波浸水等の事情によࡾ住民が避難した避難場所等が孤立した場合において、中長

期的࡞避難先と࡞る指定避難所等へ避難者を搬送ࡍるための体制を整備ࡍるࠋ 

յ 広域避難に係る市町村の調整 

ア 他市町村への広域避難の発生に備えるための市の体制整備への支援 

市民が迅速に避難できるよう、情報伝達体制の整備や、避難住民の移送に必要と࡞

る車両等の状況について、関係機関と情報交換のうえ、市に情報提供を行うࠋ 

イ 広域避難の受入に備えるための市の体制整備への支援 

避難を迅速に行えるよう、あらかࡌめ市の受入能力㸦施設数、施設概要等㸧等を把

握ࡍるࠋ避難先としての旅館及びホテルの借上ࡆについてࡣ、県が県旅館ホテル生活

衛生同業組合と協定を締結ࡍるࠋ 

ウ 大規模広域災害時に、県内市町村が他県への円滑࡞広域避難を実施できるよう、他
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都道府県との広域一時滞在に係る応援協定の締結や、被災者の運送が円滑に実施さࢀ

るよう運送事業者等との協定の締結࡝࡞、発災時の具体的࡞避難方法を含めた手順等

を定めるよう努めるࠋ 

エ 県ࡣ、国又ࡣ他の都道府県への応援要請が迅速に行えるよう、あらかࡌめ国又ࡣ他

の都道府県と要請の手順、連絡調整窓口、連絡の方法を取ࡾ決めておくとともに、連

絡先の共有を徹底しておく࡝࡞、必要࡞準備を整えておくものとࡍるࠋ 

(4) 関係機関の役割 

ձ 新潟地方気象台 

ア 気象庁が発表ࡍる緊急地震速報㸦警報㸧について、緊急地震速報受信時の心得࡝࡞

の周知広報に努めるࠋ 

イ 地震又ࡣ津波に関ࡍる情報等を適時・的確に防災機関に伝達ࡍるとともに、報道機

関やインターネットを通ࡌて、地震に関ࡍる基本的࡞知識や、市民が身を守るために

必要࡞情報等を随時提供ࡍるࠋ 

ウ 市が行う避難指示等の判断・伝達マニュアルや防災マップ等の作成に関し、技術的

 ࠋ支援・協力を行う࡞

ղ 福祉関係者 

民生委員、介護事業者等ࠕ、ࡣ糸魚川市避難行動要支援者避難支援プランࠖに定める

ところによࡾ、避難行動要支援者の居住実態等、情報の把握・共有に努め、緊急時の連

絡方法、消防機関との協力、避難の支援者と避難先等について市と協議し、対応できる

体制を定めておくࠋ 
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第㸰５節 要配慮者の安全確保計画 

 

担当部署 市民課 環境生活課 ◎福祉事務所 健康増進課 消防本部 

 

１ 計画の方針 

(1) 基本方針 

要配慮者ࡣ、災害対応に必要࡞情報の把握が困難で、さらに自らの行動等に制約のある

場合も多いことから、その安全や心身の健康状態等に特段の配慮を行い࡞がら、避難から

その後の生活までの各段階において、ニーズに応ࡌたきめ細やか࡞支援策を講ずることが

できるよう、市、県等の行政と日ごろ、要配慮者の身近にいる地域住民、自主防災組織、

関係団体及び社会福祉施設、医療施設等ࡣ協力し࡞がら、そࢀࡒࢀの役割を適切に行うこ

とができる体制を確立ࡍるࠋ 

(2) 積雪期の対応 

必要によࡾ避難行動要支援者宅の雪下ろし、除雪等の措置を講ずるࠋ 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第２章ࠕ第26節 要配慮者の安全確保計画ࠖに準ずるࠋ 
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第㸰６節 食料・生活必需品等の確保計画 

 

担当部署 
市民課 健康増進課 福祉事務所 農林水産課 商工観光課 

◎消防本部 

 

１ 計画の方針 

地震又ࡣ津波発生直後ࡣ、被災地の道路・空間を人命救助に最優先で充てるため、避難所

等にあらかࡌめ配備さࢀているもの及び緊急を要ࡍるものを除き、公的࡞物資等の輸送・配

付ࡣ、概ࡡ地震発生 12時間後からとࡍるࠋ 

また、在宅での避難者、応急仮設住宅として供与さࢀる賃貸住宅への避難者、所在が把握

できる広域避難者に対しても物資等が提供さࢀるよう努めるࠋ 

(1) 基本方針 

ձ  地震又ࡣ津波発生から３日程度の間㸦他の地域から食料及び生活必需品が届く࡝࡞、

物流が確保さࢀるために必要と࡞る期間の目安㸧に必要࡞飲料水、食料及び生活必需

品㸦以下ࠕ物資等ࠖというࠋ㸧ࡣ、市民㸦家庭、企業・事業所、学校等㸧が自らの備蓄

で㈥うことを原則とࡍるࠋ 

ղ  市ࡣ、住家や施設の被災によࡾ備蓄した物資等が確保でき࡞い市民や一時的滞在者

に対し物資等を供給ࡍるとともに、そのために必要と࡞る燃料や物資等を緊急調達ࡍ

るࠋ 

ճ  市ࡣ、燃料や物資等の供給又ࡣ緊急調達が困難࡞場合、県に対し燃料や物資等の提

供又ࡣ調達の代行を要請ࡍるࠋ 

մ  市及び県ࡣ、上記の責務を果たࡍため、別に協議して定める物資等の備蓄目標と分

担割合に基づいて、備蓄物資等の補充を行うࠋ 

(2) 要配慮者に対ࡍる配慮 

ձ  市ࡣ、食料の供給にあたって、高齢者、乳幼児、腎臓病等៏性疾患者、食物アレル

ギー患者等に配慮し、こࢀらの者に必要࡞食料の備蓄に努めるࠋまた、備蓄方法等に

ついて事前に検討し、災害時に速やかに供給できる体制を整備ࡍるࠋ食料の備蓄、輸

送、配食等にあたってࡣ、管理栄養士等の活用を図るࠋ 

また、併せて、宗教等食習័の遊いに配慮ࡍるよう努めるࠋ県ࡣ、市の体制整備を支

援ࡍるࠋ 

ղ  市ࡣ、高齢者、乳幼児、女性、障がい者に提供ࡍる物資のほか、温食提供、介護等の

ため必要࡞物資について検討し、災害時に速やかに供給できる体制を整備ࡍるࠋ県ࡣ、

市の体制整備を支援ࡍるࠋ 

(3) 積雪期の対応 

ձ  市ࡣ、輸送の困難を想定し、備蓄物資等を可能࡞限ࡾ各地区の避難所予定施設等に

事前配備ࡍるよう努めるࠋ 

ղ  市ࡣ、避難所予定施設等における採暖用及び調理用の熱源器具と燃料の事前配備に

努めるࠋ 

ճ  市ࡣ、避難所予定施設等において停電時でも災害状況の把握ができるよう、携帯ラ

ジオ等の配備に努めるࠋ 

(4) 夏季における対応 

市ࡣ、夏季においてࡣ、避難所予定施設が高温多湿に࡞ることも予想さࢀることから、

食料の提供にあたって、食中毒の発生を防止ࡍる等衛生対策に万全࡞体制を整備ࡍるࠋ 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第２章ࠕ第27節 食料・生活必需品等の確保計画ࠖに準ず

るࠋ 
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第㸰７節 学校等の地震・津波防災対策 

 

担当部署 教育委員会 

 

１ 計画の方針 

(1) 基本方針 

地震又ࡣ津波が発生し、若しくࡣ津波が発生ࡍるおそࢀがあるときにおける、学校㸦幼

稚園、保育園を含むࠋ以下同ࠋࡌ㸧での園児、児童、生徒㸦以下、ࠕ生徒等ࠖというࠋ㸧、教

職員等の安全確保のほか、施設の保全に関ࡍる迅速࡞対応を図るࠋ 

また、県、市及び学校設置者ࡣ、津波浸水想定地域における生徒等の安全確保のため、

高台等へ通ࡌる避難路等の確保や校舎の高層化࡝࡞、各学校の実情等を踏まえた津波対策

に取ࡾ組むものとࡍるࠋ 

(2) 要配慮者に対ࡍる配慮 

各学校や学校設置者ࡣ、学校防災計画の作成や地震又ࡣ津波に備えた施設・設備の整備

にあたってࡣ、震災対策編第26節ࠕ要配慮者の安全確保計画ࠖの記述を参考に、特別࡞支

援を要ࡍる生徒等の安全にも十分配慮ࡍるࠋ 

(3) 積雪期の対応 

各学校や学校設置者ࡣ、学校防災計画の作成や防災訓練の実施及び施設・設備の整備等

にあたってࡣ、通常の避難方法によることが困難࡞積雪期にも十分配慮ࡍるࠋ 

 

 

      具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第２章ࠕ第28節 学校等の地震防災対策ࠖに準ずるࠋ 

   この場合において、震災対策編 第２章ࠕ第28節 学校等の地震防災対策ࠖ中ࠕ地震が発

生した場合ࠖ又ࠕࡣ地震発生時ࠖとあるのࠕࡣ地震又ࡣ津波が発生し、若しくࡣ津波が発生

 ࠋるࡍがあるときࠖと読み替えるものとࢀるおそࡍ
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第㸰８節 文化財の地震・津波防災対策 

 

担当部署 教育委員会 

 

１ 計画の方針 

(1) 基本方針 

市ࡣ、文化財の現状把握に努めるとともに、文化財所有者に地震又ࡣ津波災害への予防

措置に係る指導・助言を行うࠋ 

また、文化財所有者ࡣ地震又ࡣ津波災害から文化財を保護ࡍるため、文化財の修理、防

災設備の設置及び保存環境の整備等に努めるࠋ 

(2) 文化財の種別毎の対策 

ձ  建造物 

文化財所有者ࡣ、文化財を修理・保存し建造物としての性能を維持ࡍるとともに、防

災設備の設置や点検整備及び耐震診断等を実施ࡍるࠋ市及び県ࡣそࢀを奨励ࡍるととも

に、可能࡞限ࡾの支援を行うࠋ 

ղ  美術工芸品、有形民俗文化財 

文化財所有者ࡣ、市及び県の指導・支援を受け࡞がら、収蔵庫等保存施設の修理や設

置を行うとともに、保存・展示方法等についても随時検討を加え、被害を最小限度に抑

える工夫をしていくࠋ 

ճ  史跡、名勝及び天然記念物 

文化財所有者ࡣ定期的࡞巡視によって現状を把握し、地震又ࡣ津波発生時の倒壊・崩

壊又ࡣそࢀによる二次災害等が生ずることの࡞いよう、事前の措置を講ࡌておくࠋ市及

び県ࡣそࢀを奨励ࡍるとともに、可能࡞限ࡾの支援を行うࠋ 

 

 

      具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第２章ࠕ第29節 文化財の地震防災対策ࠖに準ずるࠋ 

   この場合において、震災対策編 第２章ࠕ第29節 文化財の地震防災対策ࠖ中ࠕ地震ࠖと

あるのࠕࡣ地震又ࡣ津波ࠖと読み替えるものとࡍるࠋ 
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第㸰９節 ボランテ࢕ア受入れ体制の整備 

 

担当部署 福祉事務所 

 

１ 計画の方針 

(1) 基本方針 

災害時における被災者の救援活動において大き࡞役割を果たࡍ災害ボランテ࢕アの自

主性・自立性を尊重し࡞がら、組織的࡞活動が円滑に行わࢀるよう、市、県及び関係機関

の支援・協力体制について整備ࡍるࠋ 

(2) 事前体制の整備 

糸魚川市社会福祉協議会ࡣ、市等の協力を得࡞がら災害ボランテ࢕アを受け入ࢀる市災

害ボランテ࢕アセンターの体制を整備ࡍるࠋ 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第２章ࠕ第30節 ボランテ࢕ア受入ࢀ体制の整備 にࠖ準ず

るࠋ 
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第３㸮節 事業所等の事業⥅⥆ 

 

担当部署 商工観光課 

 

１ 計画の方針 

企業・事業所(以下、ࠕ事業所等ࠖというࠋ)ࡣ、災害時の事業所等の果たࡍ役割㸦生命の

安全確保、二次災害の防止、事業の⥅続、地域貢献・地域との共生㸧を十分に認識し、各事

業所等において防災活動の推進に努めるࠋ 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第２章ࠕ第31節 事業所等の事業⥅続ࠖに準ずるࠋ 
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第３１節 行政機能の保全 

 

担当部署 全部署 ◎総務課 

 

１ 計画の方針 

災害発生時の応急対策等の実施や優先度の高い通常業務の⥅続のため、災害時に必要と࡞

る人員や資機材等を必要࡞場所に的確に投入ࡍるための事前の準備体制と事後の対応力の

強化を図る必要があることから、業務⥅続計画の策定等によࡾ、業務⥅続性の確保を図るも

のとࡍるࠋ 

特に、市ࡣ、災害時に災害応急対策活動や復旧・復興活動の主体として重要࡞役割を担う

ことから、業務⥅続計画の策定等に当たってࡣ、少࡞くとも首長不在時の明確࡞代行順位及

び職員の参集体制、本庁舎が使用でき࡞く࡞った場合の代替庁舎の特定、電気・水・食料等

の確保、災害時にもつ࡞がࡾやࡍい多様࡞通信手段の確保、重要࡞行政ࢹータのバックアッ

プ並びに非常時優先業務の整理について定めておくものとࡍるࠋ 

実効性ある業務⥅続体制を確保ࡍるため、地域や想定さࢀる災害の特性等を踏まえつつ、

必要࡞資源の⥅続的࡞確保、定期的࡞教育・訓練・点検等の実施、訓練等を通ࡌた経験の蓄

積や状況の変化等に応ࡌた体制の見直し、計画の評価・検証等を踏まえた改訂࡝࡞を行うも

のとࡍるࠋ 

震災対策編 第２章、ࡣい事項について࡞お、行政機能の保全に関して、本節に記載の࡞

 ࠋ第32節 行政機関等の業務⥅続計画ࠖに準ずるࠕ

 

 

㸰 主な取組 

(1) 防災拠点の整備及び防災中枢機能の確保 

(2) 業務⥅続計画の策定࡝࡞による業務⥅続性の確保 

(3) 必要࡞資源の確保や教育、訓練等を通ࡌた体制整備 

 

 

 れの取組ࡒれࡑ ３

(1) 市及び県の取組 

ձ 防災拠点の整備 

ア 市及び県ࡣ、行政関連施設について、できるࡔけ浸水の危険性の低い場所に立地ࡍ

るよう整備ࡍるものとし、やむを得ず浸水のおそࢀのある場所に立地ࡍる場合にࡣ建

築物の耐浪化、非常用電源の設置場所の工夫、情報通信施設の整備や必要࡞物資の備

蓄等によࡾ、施設の防災拠点化を図るものとࡍるࠋ 

イ 市及び県ࡣ、防災拠点の被災を想定し、又ࡣ想定を超えた被害の発生に備え、代替

の施設の確保を検討ࡍるものとࡍるࠋ 

また、県ࡣ、広域で甚大࡞災害の発生を想定した人的又ࡣ物的資源、並びに情報の

集積拠点とともに、広域防災拠点の設置を検討ࡍるものとࡍるࠋ 

ղ 防災中枢機能の確保 

ア 市及び県ࡣ、津波災害に対して、そࢀࡒࢀ防災中枢機能を果たࡍ施設・設備の充実

及び安全性の確保、総合的࡞防災機能を有ࡍる拠点の整備に努めるものとࡍるࠋ 

イ 市及び県ࡣ、防災中枢機能を果たࡍ施設・設備について、代替エネルギーシステム

の活用を含め自家発電設備、燃料貯蔵設備等の整備を図ࡾ、十分࡞期間の発電が可能

と࡞るよう࡞燃料の備蓄等を行い、平常時から点検、訓練等に努めるものとࡍるࠋ 

ウ 市及び県ࡣ、物資の供給が相当困難࡞場合を想定した食料、飲料水、燃料等の適切

備蓄・調達・輸送体制の整備や、通信途絶時に備えた衛星通信等の非常用通信手段࡞

の確保を図るものとࡍるࠋ 
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ճ 業務⥅続性の確保 

ア 市及び県ࡣ、災害発生時の応急対策等の実施や優先度の高い通常業務の⥅続のため、

災害時に必要と࡞る人員や資機材等を必要࡞場所に的確に投入ࡍるための事前の準

備体制と事後の対応力の強化を図る必要があることから、業務⥅続計画の策定等によ

 ࠋるࡍ業務⥅続性の確保を図るものと、ࡾ

イ 特に、市ࡣ、災害時に災害応急対策活動や復旧・復興活動の主体として重要࡞役割

を担うことから、業務⥅続計画の策定等に当たってࡣ、少࡞くとも首長不在時の明確

、った場合の代替庁舎の特定࡞く࡞代行順位及び職員の参集体制、本庁舎が使用でき࡞

電気・水・食料等の確保、災害時にもつ࡞がࡾやࡍい多様࡞通信手段の確保、重要࡞

行政ࢹータのバックアップ並びに非常時優先業務の整理について定めておくものと

 ࠋるࡍ

ウ 市及び県ࡣ、実効性ある業務⥅続体制を確保ࡍるため、必要࡞資源の⥅続的࡞確保、

定期的࡞教育・訓練・点検等の実施、訓練等を通ࡌた経験の蓄積や状況の変化等に応

 ࠋるࡍを行うものと࡝࡞た体制の見直し、計画の評価・検証等を踏まえた改訂ࡌ

エ 市及び県ࡣ、災害時に重要業務を⥅続ࡍるため、庁舎の耐震化、行政ࢹータのバッ

クアップその他業務の⥅続に必要࡞事項を内容とࡍる業務⥅続計画を策定し、業務⥅

続の確保に努めるものとࡍるࠋ 

オ 市及び県ࡣ、職員の派遣要請やニーズを迅速に把握し、速やかに職員派遣調整がで

きるよう自己完結型の職員派遣に係る体制及び制度の充実について検討ࡍるものと

 ࠋるࡍ

࢝ 市及び県ࡣ、あらかࡌめ災害対応に必要࡞資格又ࡣ経験を有ࡍる人材の情報を集約

 ࠋるࡍる仕組みの構築を検討ࡍ

キ 市及び県ࡣ、機能喪失した役所機能の補完方法を検討ࡍるࠋ 

ク 県ࡣ、効果的࡞避難者情報システムについて検討ࡍるとともに、避難元と避難先の

自治体間における被災者情報の共有の運用を検討ࡍるࠋ 

մ ࢹータの保全 

ア 市及び県ࡣ、災害対応におけるＩＣＴ部門の重要性を認識し、職員及び住民のＩＣ

Ｔリテラシーの向上を図るものとࡍるࠋ 

イ 市及び県ࡣ、ＩＣＴ環境を整備し、行政ࢹータのバックアップポリシーの確立を検

討ࡍるものとࡍるࠋ 

ウ 市及び県ࡣ、業務⥅続計画に基づき、業務に必要と࡞る行政ࢹータの保存を行い、

複製の別途保存を含め、必要࡞バックアップ体制を整備ࡍるものとࡍるࠋ 

また、速やかに復元できるよう、併せて必要࡞体制を整備ࡍるものとࡍるࠋ 

エ 市及び県ࡣ、他の市町村、通信事業者、基幹ࢹータ産業との連携を検討ࡍるととも

に、県外自治体との連携強化を検討ࡍるものとࡍるࠋ 

(2) 防災関係機関の取組 

防災関係機関ࡣ、災害時に必要と࡞る人員や資機材等を必要࡞場所に的確に投入ࡍるた

めの事前の準備体制と事後の対応力の強化を図るため、業務⥅続計画の策定等によࡾ、業

務⥅続性の確保を図るものとࡍるࠋ 

また、実効性のある業務⥅続体制を確保ࡍるため必要࡞資源の確保や教育、訓練等を通

 ࠋた体制整備に努めるࡌ
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第３章 災害応急対策 
 

 第１節 災害対策本部の組織・運営計画 
 

担当部署 全部署 ◎消防本部 

 

１ 計画の方針 

    市域に大規模࡞地震又ࡣ津波が発生し、若しくࡣ津波が発生ࡍるおそࢀのある場合にࡣ、

市、県及び国をࡌࡣめとした防災関係機関ࡣ災害規模に応ࡌた初動体制を確立ࡍるととも

に、相互に連携して災害応急対策を迅速かつ的確に実施し、災害の拡大防止及び被害の軽

減を図るࠋ 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第３章ࠕ第１節 災害対策本部の組織・運営計画ࠖに準ず

るࠋ 

 

   資料 2-1 初動体制基準 

   資料 2-2 糸魚川市災害対策本部組織図 

   資料 2-3 糸魚川市災害対策本部業務分掌 
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 第㸰節 防災関係機関の相互協力体制 
 

担当部署 総務課 ◎消防本部 

 

１ 計画の方針 

大規模࡞地震又ࡣ津波が発生し、市単独でࡣ応急対策が困難࡞ときࡣ、県、他市町村、

自衛隊等防災関係機関及び災害時応援協定締結団体等の協力を得て応急対策を実施し、災

害の拡大を抑止ࡍるࠋ 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第３章ࠕ第２節 防災関係機関の相互協力体制 にࠖ準ずるࠋ 
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 第３節 災害時の通信確保 
 

担当部署 総務課 ◎消防本部 

 

１ 計画の方針 

災害発生時における被害状況の把握や被災者救助活動等の応急対策を迅速かつ的確に

実施ࡍるためにࡣ、情報収集・伝達手段の確保が重要であるࠋ関係機関ࡣ、全国瞬時警報

システム㸦J-ALERT㸧࡝࡞各種の通信手段を的確に運用ࡍるとともに、通信施設の被災状

況の把握と早期復旧及び代替通信手段を確保ࡍるࠋまた、被災箇所での緊急対策実施のた

めに臨時の通信手段が必要と࡞る場合、関係機関の協力を得てこࢀを確保ࡍるࠋ 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第３章ࠕ第３節 災害時の通信確保ࠖに準ずるࠋ 
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 第４節 被災状況等収集伝達計画 
 

担当部署 総務課 ◎消防本部 

 

１ 計画の方針 

被災状況等の収集･伝達ࡣ、その後の災害応急対策を講ずる上での基幹と࡞るものであ

ることから、迅速かつ正確࡞情報の収集・伝達が必要と࡞るࠋ市及び防災関係機関ࡣ相互

に連携して迅速࡞情報収集、情報の共有化に努め、県、関係機関及び市民等への情報伝達

を行うࠋ 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第３章ࠕ第５節 被災状況等収集伝達計画ࠖに準ずるࠋ 
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 第５節 広報計画 
 

担当部署 ◎総務課 消防本部 

 

１ 計画の方針 

地震又ࡣ津波が発生し、若しくࡣ津波が発生ࡍるおそࢀがあるときࡣ、市民等に迅速か

つ的確に正確࡞情報を伝えることで民生の安定を図ࡾ、災害対策を円滑に実施ࡍる必要が

あるため、市、県及び防災関係機関等ࡣ相互に協力して多様࡞広報手段を活用し、迅速か

つ的確に必要࡞情報を広報ࡍるࠋ 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第３章ࠕ第６節 広報計画ࠖに準ずるࠋ 
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 第６節 津波避難計画 
 

担当部署 総務課 能生事務所 青海事務所 福祉事務所 農林水産課 

商工観光課 建設課 都市政策課 教育委員会 ◎消防本部 

 

１ 計画の方針 

(1) 基本方針 

関係機関ࡣ、地震発生から極めて短時間に津波が来襲ࡍるおそࢀもあることから、津

波警報等を市民、学校、旅行者等の一時滞在者、漁業・港湾関係者及び船舶等に迅速に

伝達ࡍるࠋ 

市民等ࡣ、津波に対ࡍる理解を深め、地震の揺ࢀや津波警報等に留意ࡍるとともに、

市等からの避難に関ࡍる情報を待つこと࡞く、自ら率先し、高台等の安全࡞場所へ迅速

に避難ࡍるࠋ 

(2) そࢀࡒࢀの責務 

ձ  市民の責務 

 ア 迅速࡞避難 

(㺏) 海岸付近で強い揺ࢀを感ࡌたとき若しくࡣ弱くても長い時間ゆっくࡾとした

揺ࢀを感ࡌたとき、又ࡣ地震を感࡞ࡌくても大津波警報・津波警報が発表さࢀた

ときࡣ、たࡔちに沿岸部や川沿いから㞳ࢀ、指定緊急避難場所㸦津波避難ビルを

含むࠋ㸧、地域の緊急避難場所、又ࡣ付近の高台等の安全࡞場所へ避難ࡍるࠋ 

(㺐) ラジオ・テレビ等によࡾ情報を入手ࡍるよう努めるࠋ 

(㺑) 大津波警報・津波警報が解除さࢀるまで安全࡞場所から㞳࡞ࢀいࠋ 

(㺒) 津波注意報が発表さࢀたときࡣ、海の中にいる人ࡣたࡔちに海から上がって、

海岸から㞳ࢀるࠋ津波注意報が解除さࢀるまで海に入ったࡾ海岸に近付いたࡾし

 ࠋい࡞

(㺓) 地震発生から極めて短時間に津波が来襲ࡍるおそࢀもあることから、市等から

の避難に関ࡍる情報を待つこと࡞く、自主的࡞判断で安全࡞場所へ避難ࡍるࠋ 

(㺔) 避難にあたってࡣ、徒歩によることを原則とࡍるࠋ 

(㺕) 自ら率先した避難行動をとることが、他の地域住民の避難に繋がることを意識

し迅速に避難ࡍるࠋその際、声掛けをࡍる࡝࡞して、避難を促ࡍよう努めるࠋ 

 イ 津波に対ࡍる理解 

次の事項に留意し、津波警報、津波注意報が解除さࢀるまでࡣ避難を⥅続ࡍるࠋ 

(㺏) 津波ࡣ、第一波よࡾ第二波、第୕波࡝࡞後続の波が大きく࡞る可能性があるこ

とや、第一波ࡣ引き波ࡔけで࡞く押し波から始まることもあることࠋ 

(㺐) 津波ࡣ発生後、数時間から場合によってࡣ一日以上にわたって⥅続ࡍる可能性

があることࠋ 

(㺑) 強い揺ࢀを伴わず押し寄せる遠地津波の発生の可能性があることࠋ 

 ウ 津波に関ࡍる想定及び予測の不確実性 

地震及び津波ࡣ自然現象であࡾ、想定を超える可能性があること、特に、地震発

生直後に発表さࢀる津波警報等の精度にࡣ一定の限界があることや、避難場所・避

難所の孤立や避難場所・避難所自体の被災もあࡾ得ることから、津波に関ࡍる想定

及び予測にࡣ不確実性があることを理解ࡍるࠋ 

ղ  市の責務 

市ࡣ、津波警報等の内容に応ࡌて、あらかࡌめ定める基準によࡾ、的確に避難に関

 ࠋ避難体制の整備に努める࡞る情報を発௧し、市民等の安全かつ効率的ࡍ

ճ  鉄道事業者、旅客航路事業者その他海岸付近に存在ࡍる施設の管理者の責務 

津波発生のおそࢀがある場合において、旅客等を安全࡞場所に避難させるとともに、

施設の利用制限等の措置をとるࠋ 
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(3) 要配慮者に対ࡍる配慮 

市ࡣ、消防団、自主防災組織、自治会等の協力を得࡞がら、高齢者、障がい者等の要

配慮者及び旅行者等への的確࡞情報伝達及び避難誘導体制の整備に努めるࠋ 

(4) 積雪期の対応 

市民、市及び関係機関ࡣ、避難路等の積雪又ࡣ凍結等による避難の困難さを຺案ࡍる

ものとࡍるࠋ 

 

 

㸰 大津波警報・津波警報・津波注意報の伝達 

(1) 大津波警報・津波警報・津波注意報 

気象庁ࡣ、地震が発生した時ࡣ地震の規模や位置を速やかに推定し、こࢀらをもとに

沿岸で予想さࢀる津波の高さを求め、津波による災害の発生が予想さࢀる場合にࡣ、地

震が発生してから約３分を目標に大津波警報、津波警報又ࡣ津波注意報㸦以下こࢀらを

津波警報等ࠕ とࠖいうࠋ㸧を津波予報区単位で発表ࡍる࡞ࠋお、大津波警報についてࡣ、

津波特別警報に位置づけらࢀるࠋ 

津波警報等とともに発表ࡍる予想さࢀる津波の高さࡣ、通常５ࡣ段階の数値で発表ࡍ

るࠋたࡔし、地震の規模がマࢢニチュー８ࢻを超えるよう࡞巨大地震に対してࡣ、精度

のよい地震の規模をࡄࡍに求めることができ࡞いため、津波警報等発表の時点でࡣ、そ

の海域における最大の津波想定等をもとに津波警報等を発表ࡍるࠋその場合、最初に発

表ࡍる大津波警報や津波警報でࡣ、予想さࢀる津波の高さをࠕ巨大ࠖやࠕ高いࠖという

言葉を用いて発表し、非常事態であることを伝えるࠋ予想さࢀる津波の高さをࠕ巨大ࠖ

た時点で津波ࢀその後、地震の規模が精度良く求めら、ࡣの言葉で発表した場合に࡝࡞

警報等を更新し、津波情報でࡣ予想さࢀる津波の高さも数値で発表ࡍるࠋ 

 

 ■津波警報等の種類と発表さࢀる津波の高さ等 

種 類 発表基準 

発表さࢀる津波の高さ 
想定さࢀる被害と 

とるべき行動 

数値での発表 

(津波の高さ予想の区分) 

巨大地震

の場合の

発表 

 

大津波警報 

※ 

予想さࢀる津波

の高さが高いとこ

ろで３ｍを超える

場合 

10ｍ超 
(10ｍ＜予想高さ) 

 

10ｍ 
(５ｍ＜予想高さ≦10ｍ) 

 

５ｍ 
(３ｍ＜予想高さ≦５ｍ) 

巨大 

㸦巨大㸧 

木造家屋が全壊・流出

し、人ࡣ津波による流ࢀに

巻き込まࢀるࠋ沿岸部や川

沿いにいる人ࡣ、たࡔちに

高台や津波避難ビル࡝࡞

安全࡞場所へ避難ࡍるࠋ 

警報が解除さࢀるまで

安全࡞場所から㞳࡞ࢀいࠋ 

㸦高い㸧 

標高の低いところでࡣ

津波が襲い、浸水被害が発

生ࡍるࠋ人ࡣ津波による流

沿岸部ࠋるࢀに巻き込まࢀ

や川沿いにいる人ࡣたࡔ

ちに高台や津波避難ビル

ࡍ場所へ避難࡞安全࡝࡞

るࠋ 

警報が解除さࢀるまで

安全࡞場所から㞳࡞ࢀいࠋ 

津波警報 

予想さࢀる津波

の高さが高いとこ

ろで１ｍを超え、

３ｍ以下の場合ࠋ 

 

３ｍ 
(１ｍ＜予想高さ≦３ｍ) 

高い 
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津波注意報 

予想さࢀる津波

の高さが高いとこ

ろで 0.2ｍ以上、

１ｍ以下の場合で

あって、津波によ

る災害のおそࢀが

ある場合ࠋ 

１ｍ 
(20cm≦予想高さ≦１ｍ) 

(標記し

 (い࡞

海の中でࡣ人ࡣ速い流

また、養、ࢀに巻き込まࢀ

殖いかࡔが流出し小型船

舶が転覆ࡍるࠋ海の中にい

る人ࡣたࡔちに海から上

がって、海岸から㞳ࢀるࠋ

海水浴や磯釣ࡣࡾ危険࡞

ので行わ࡞いࠋ 

注意報が解除さࢀるま

で海に入ったࡾ海岸に近

付いたࡾし࡞いࠋ 

※大津波警報を特別警報に位置づけているࠋ 

注㸧ࠕ津波の高さࠖとࡣ、津波によって潮位が高く࡞った時点におけるその潮位とそ

の時点に津波が࡞かったとした場合の潮位との差であって、津波によって潮位が上

昇した高さをいうࠋ 

(2) 津波警報等の留意事項 

ձ 沿岸に近い海域で大き࡞地震が発生した場合、津波警報等の発表が津波の襲来に間

に合わ࡞い場合があるࠋ 

ղ 津波警報等ࡣ、精査した地震の規模や実際に観測した津波の高さを基に、更新ࡍる

場合があるࠋ 

ճ 津波による災害のおそࢀが࡞く࡞ったと認めらࢀる場合、津波警報等の解除を行うࠋ

このうち、津波の観測状況等によࡾ、津波が更に高く࡞る可能性ࡣ小さいと判断した

場合にࡣ、津波の高さが津波注意報の発表基準未満と࡞る前に、海面変動が⥅続ࡍる

ことや留意事項を付して解除を行う場合があるࠋ 

մ ࡝のよう࡞津波であࢀ、危険࡞地域からの一刻も早い避難が必要であることから、

市町村ࡣ、高齢者等避難ࡣ発௧せず、基本的にࡣ避難指示のみを発௧ࡍるࠋまた、緊

急安全確保ࡣ基本的にࡣ発௧し࡞いࠋ 

յ 大津波警報、津波警報、津波注意報によࡾ、避難の対象とࡍる地域が異࡞るࠋ 

 

 

３ 津波情報 

(1) 津波情報の発表等 

気象庁ࡣ、津波警報等を発表した場合にࡣ、各津波予報区の津波の到達予想時刻や予

想さࢀる津波の高さ、各観測点の満潮時刻や津波の到達予想時刻等を津波情報で発表ࡍ

るࠋ 

 

■津波情報の種類と発表内容 

 情報の種類 発表内容 

 

 

津 

 

波 

 

情 

 

報 

津波到達予想時刻・予想さࢀる

津波の高さに関ࡍる情報 

 

各津波予報区の津波の到達予想時刻や予想さ

る津波の高さを５段階の数値㸦࣓ートル単位㸧ࢀ

又ࠕࡣ巨大ࠖやࠕ高いࠖという言葉で発表［発

表さࢀる津波の高さの値ࡣ、表㸦津波警報等の

種類と発表さࢀる津波の高さ等㸧参照］ 

各地の満潮時刻・津波到達予想

時刻に関ࡍる情報 

主࡞地点の満潮時刻や津波の到達予想時刻を

発表 

津波観測に関ࡍる情報 

 

沿岸で観測した津波の時刻や高さを発表 

㸦※１㸧 

沖合の津波観測に関ࡍる情報 沖合で観測した津波の時刻や高さ、及び沖合

の観測値から推定さࢀる沿岸での津波の到達時
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刻や高さを津波予報区単位で発表㸦※２㸧 

津波に関ࡍるその他の情報 

 

津波に関ࡍるその他必要࡞事項を発表 

㸦※１㸧津波観測に関ࡍる情報の発表内容について 

ア 沿岸で観測さࢀた津波の第１波の到達時刻と押し引き、及びその時点までに観

測さࢀた最大波の観測時刻と高さを発表ࡍるࠋ 

イ 最大波の観測値についてࡣ、大津波警報又ࡣ津波警報を発表中の津波予報区に

おいて、観測さࢀた津波の高さが低い間ࡣ、数値で࡞ࡣくࠕ観測中ࠖの言葉で発

表して、津波が到達中であることを伝えるࠋ 

 

■最大波の観測値の発表内容 

警報・注意報の

発表状況 
観測さࢀた津波の高さ 発表内容 

大津波警報 
１ｍ超 数値で発表 

１ｍ以下 ࠕ観測中ࠖと発表 

津波警報 
0.2ｍ以上 数値で発表 

0.2ｍ未満 ࠕ観測中ࠖと発表 

津波注意報 㸦全ての場合㸧 
数値で発表㸦津波の高さがごく

小さい場合ࠕࡣ微弱ࠖと表現㸧 

㸦※２㸧沖合の津波観測に関ࡍる情報の発表内容について 

ア 沖合で観測さࢀた津波の第１波の観測時刻と押し引き、その時点までに観測さ

ら沖合の観測ࢀまた、こࠋるࡍた最大波の観測時刻と高さを観測点ごとに発表ࢀ

値から推定さࢀる沿岸での推定値㸦第１波の推定到達時刻、最大波の推定到達時

刻と推定高さ㸧を津波予報区単位で発表ࡍるࠋ 

イ 最大波の観測値及び推定値についてࡣ、沿岸での観測と同ࡌように避難行動へ

の影響を考慮し、一定の基準を満たࡍまでࡣ数値を発表し࡞いࠋ大津波警報又ࡣ

津波警報が発表中の津波予報区において、沿岸で推定さࢀる津波の高さが低い間

観測中ࠕく࡞ࡣ数値で、ࡣ 㸦ࠖ沖合での観測値㸧またࠕࡣ推定中 㸦ࠖ沿岸での推定

値㸧の言葉で発表して、津波が到達中であることを伝えるࠋ 

ウ 沿岸からの距㞳が 100kmを超えるよう࡞沖合の観測点でࡣ、津波予報区との対

応付けが難しいため、沿岸での推定値ࡣ発表し࡞いࠋまた、最大波の観測値につ

いてࡣ数値で࡞ࡣくࠕ観測中ࠖの言葉で発表して、津波が到達中であることを伝

えるࠋ 

 

■沖合で観測さࢀた津波の最大波㸦観測値及び沿岸での推定値※㸧の発表内容 

発表中の 

津波警報等 
沿岸で推定さࢀる津波の高さ 発表内容 

大津波警報 

３ｍ超 
沖合での観測値、沿岸での

推定値とも数値で発表 

３ｍ以下 

沖合での観測値をࠕ観測

中 、ࠖ沿岸での推定値ࠕࡣ推

定中ࠖと発表 

津波警報 

１ｍ超 
沖合での観測値、沿岸での

推定値とも数値で発表 

１ｍ以下 

沖合での観測値をࠕ観測

中 、ࠖ沿岸での推定値ࠕࡣ推

定中ࠖと発表 
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津波注意報 㸦全ての場合㸧 
沖合での観測値、沿岸での

推定値とも数値で発表 

 

(2) 津波情報の留意事項等 

ձ 津波到達予想時刻・予想さࢀる津波の高さに関ࡍる情報 

ア 津波到達予想時刻ࡣ、津波予報区の࡞かで最も早く津波が到達ࡍる時刻であるࠋ

同ࡌ予報区の࡞かでも場所によってࡣ、この時刻よࡾも数十分、場合によって１ࡣ

時間以上遅ࢀて津波が襲ってくることがあるࠋ 

イ 津波の高さࡣ、一般的に地形の影響等のため場所によって大きく異࡞ることから、

局所的に予想さࢀる津波の高さよࡾ高く࡞る場合があるࠋ 

ղ 各地の満潮時刻・津波到達予想時刻に関ࡍる情報 

津波と満潮が重࡞ると、潮位の高い状態に津波が重ࡾ࡞、被害がよࡾ大きく࡞る場

合があるࠋ 

ճ 津波観測に関ࡍる情報 

ア 津波による潮位変化㸦第一波の到達㸧が観測さࢀてから最大波が観測さࢀるまで

に数時間以上かかることがあるࠋ 

イ 場所によってࡣ、検潮所で観測した津波の高さよࡾも更に大き࡞津波が到達して

いるおそࢀがあるࠋ 

մ 沖合の津波観測に関ࡍる情報 

ア 津波の高さࡣ、沖合での観測値に比べ、沿岸でࡣさらに高く࡞るࠋ 

イ 津波ࡣ非常に早く伝わࠕ、ࡾ沖合の津波観測に関ࡍる情報ࠖが発表さࢀてから沿

岸に津波が到達ࡍるまで５分とかから࡞い場合もあるࠋまた、地震の発生場所によ

ってࡣ、情報の発表が津波の到達に間に合わ࡞い場合もあるࠋ 

 

 

４ 津波予報 

(1) 津波予報 

気象庁ࡣ、地震発生後、津波による災害が起こるおそࢀが࡞い場合にࡣ、次の内容を

津波予報で発表ࡍるࠋ 

 

■津波予報の発表基準とその内容 

 
発表基準 発表内容 

津波予報 

津波が予想さ࡞ࢀいとき 

㸦地震情報に含めて発表㸧 
津波の心配࡞しの᪨を発表 

0.2ｍ未満の海面変動が予想さࢀ

たとき 

㸦津波に関ࡍるその他の情報に含

めて発表㸧 

高いところでも 0.2ｍ未満の海

面変動のため被害の心配࡞ࡣく、

特段の防災対応の必要が࡞い᪨を

発表 

津波警報等の解除後も海面変動

が⥅続ࡍるとき 

㸦津波に関ࡍるその他の情報に含

めて発表㸧 

津波に伴う海面変動が観測さࢀ

ておࡾ、今後も⥅続ࡍる可能性が

高いため、海に入っての作業や釣

留࡞十分ࡣ海水浴等に際して、ࡾ

意が必要である᪨を発表 

 

(2) 新潟県の津波予報区 

津波予報区 区 域 

新潟県上中下越 佐渡市を除く 

佐渡 佐渡市に限る 
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(3) 地震及び津波に関ࡍる情報発表の流ࢀ 

 

地震及び津波に関する情報 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.data.jma.go.jp/svd/eqev/data/joho/seisinfo.html 
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５ 業務の体系 

■  津波に関ࡍる情報収集及び監視 

↓ 

■  津波警報等の伝達 

↓ 

■  避難指示の実施 

↓ 

■  避難誘導及び救助 

↓ 

■ 避難所等の確保 

↓ 

■ 避難所相互の移送 

↓ 

■ 広域避難対策 

↓ 

■ 帰宅困難者対策 

 

 

６ 業務の内容 

(1) 津波に関ࡍる情報収集及び監視 

 ձ 関係機関 

関係機関ࡣ、伝達系統による情報又ࡣテレビ･ラジオ等の放送機関を通ࡌて発表さ

速やかに海浜にあ、ࡣると判断した場合ࡍる情報を入手し、津波による被害が発生ࢀ

る者、海岸付近の住民等に避難のための立ち退きを指示し、生命、身体の安全を図るࠋ 

また、監視者の安全を十分確保した上で、津波監視を行うࠋ 

    ղ 津波に係る現場情報 

異常潮位又ࡣ異常波浪の発見者ࡣ、直ちに、市、消防本部、警察官又ࡣ海上保安官

に通報ࡍるࠋ 

この場合において、市及び消防本部がこࢀを受けたときࡣ県に、警察官及び海上保

安官がこࢀを受けたときࡣ市を経由して県に、速やかに通報ࡍるものとし、県ࡣ、速

やかに新潟地方気象台に通報ࡍるࠋ 

 

࠙異常現象発見時の速報系統図ࠚ 
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(2) 津波警報等の伝達 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※大津波警報・津波警報が発表さࢀたときに、気象庁から緊急速報࣓ールが携帯電ヰ事

業者を通ࡌて関係ࡍるエリアに配信さࢀるࠋ 

 

 ձ 市の役割 

市ࡣ、津波警報等の情報を迅速かつ正確に、市民、観ග客等に伝達ࡍるࠋ 

情報伝達ࡣ、市防災行政無線㸦戸別受信機を含む㸧、全国瞬時警報システム㸦J-ALERT㸧、

Ｌアラート㸦災害情報共有システム㸧、ＣＡＴＶ、安心࣓ール、緊急速報࣓ール、広

報車等の多様࡞情報伝達手段を活用して行うものとࡍるࠋ 

 ղ 県の役割 

県ࡣ、県防災行政無線その他の方法によࡾ、市及び防災関係機関に情報伝達ࡍるࠋ 

情報伝達ࡣ、風水害対策編第３章ࠕ第３節 気象情報等伝達計画 にࠖ準ࡌて行うも

のとࡍるࠋ 

 ճ その他防災関係機関 

その他防災関係機関ࡣ、風水害対策編第３章ࠕ第３節 気象情報等伝達計画 にࠖ準

 ࠋて、関係機関等に対して情報伝達を行うࡌ

(3) 避難指示等の実施 

ձ 市の役割 

ア 市ࡣ、地震の規模、津波によࡾ浸水ࡍる範囲及びその水深並びに地震災害の程度

に関ࡍる事項並びに予報及び警報の伝達方法、避難場所その他の地震又ࡣ津波が発

生したときの円滑࡞避難を確保ࡍるために必要࡞事項について、公表ࡍるよう努め

るものとࡍるࠋ 

イ 市ࡣ、地域の特性等を踏まえつつ、避難指示等の意思決定を迅速かつ的確に実施

て見直ࡌるとともに、必要に応ࡍ判断基準を策定࡞るため、避難指示等の具体的ࡍ
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 ࠋよう努めるࡍ

  避難に関ࡍる情報の発௧基準ࡣ、第２章ࠕ第24節 避難体制の整備ࠖに定めるࠋ 

ウ 市長ࡣ、地震又ࡣ津波が発生し、若しくࡣ発生ࡍるおそࢀがある場合において、

市民の生命又ࡣ身体を津波等から保護し、津波等の拡大を防止ࡍるため特に必要が

あると認めるときࡣ、必要と認める地域の居住者、滞在者その他の者(以下ࠕ居住

者等ࠖというࠋ)に対し、避難のための立ち退きを指示ࡍることができるࠋこのと

き、必要があると認めるときࡣ、その立ち退き先を指示ࡍることができるࠋ市長ࡣ、

こࢀらの指示を行ったときࡣ、速やかに県に報告ࡍるものとࡍるࠋ 

エ 市長ࡣ、必要と認める地域の居住者等に対して、屋内での退避その他の屋内にお

ける避難のための安全確保に関ࡍる措置を指示ࡍることができるࠋ市長ࡣ、こࢀら

の指示を行ったときࡣ、速やかに県に報告ࡍるものとࡍるࠋ 

オ 市長ࡣ、避難指示等又ࡣ屋内での退避等の安全確保措置を指示しようとࡍる場合

において、必要があると認めるときࡣ、指定行政機関、指定地方行政機関又ࡣ県に

対し、助言を求めることができるࠋ 

  また、避難指示等の発௧に当たࡾ、必要に応ࡌて専門家等の技術的࡞助言等を活

用し、適切に判断を行うものとࡍるࠋ 

࢝ 市ࡣ、避難の必要が࡞く࡞ったときࡣ、その᪨を公示し、県に報告ࡍる 

キ 市ࡣ、避難指示等の発௧にあたってࡣ、居住者等が短時間に認識できる情報量を

考慮して定め、伝達例文や࡞ࡦ形を整理ࡍる࡝࡞、具体的でわかࡾやࡍい内容で発

௧ࡍるよう努めるࠋこのとき、高齢者や障害者等の避難行動要支援者や一時滞在者

に配慮ࡍるものとࡍるࠋ 

ク 市ࡣ、避難指示又ࡣ屋内での待避等の安全確保措置を指示しようとࡍるときࡣ、

居住者等に対して、市防災行政無線㸦戸別受信機を含む㸧、全国瞬時警報システム

㸦J-ALERT㸧、Ｌアラート㸦災害情報共有システム㸧、ＣＡＴＶ、安心࣓ール、緊急

速報࣓ール、広報車等の多様࡞情報伝達手段を使用し、あるいࡣ報道機関等を通ࡌ

て、迅速かつ安全に避難できるよう周知徹底を図るものとࡍるࠋ 

ケ 市ࡣ、地震又ࡣ津波が発生し、若しくࡣ津波が発生ࡍるおそࢀがある場合におい

て、居住者等の生命又ࡣ身体に対ࡍる危険を防止ࡍるため特に必要があると認める

ときࡣ、警戒区域を設定し、災害応急対策に従事ࡍる者以外の者に対して当該区域

への立入ࡾを制限し、若しくࡣ禁止し、又ࡣ当該区域からの退去を命ずることがで

きるࠋ 

コ 市ࡣ、避難指示等の解除にあたってࡣ、十分に安全性の確認に努めるものとࡍるࠋ 

ղ 県の役割 

ア 県ࡣ、地震の規模、津波によࡾ浸水ࡍる範囲及びその水深並びに地震災害の程度

に関ࡍる事項を、公表ࡍるよう努めるものとࡍるࠋ 

イ 県ࡣ、市が行う避難指示等の発௧基準の策定や見直しを支援ࡍるものとࡍるࠋ 

ウ 県ࡣ、市が行う避難指示等又ࡣ屋内での待避等の安全確保の指示に関し、時機を

失ࡍること࡞く避難指示等が発௧さࢀるよう、積極的に助言ࡍるࠋ 

エ 県ࡣ、市が実施ࡍべき避難の指示等を実施でき࡞く࡞った場合、市に代わって、

避難の指示等を実施ࡍるものとࡍるࠋ 

ճ その他防災関係機関等 

市による避難の指示ができ࡞いと認めるとき、又ࡣ市から要求があったとき、警察

官又ࡣ海上保安官ࡣ、必要と認める地域の居住者等に避難のための立ち退きを指示ࡍ

ることができるࠋ立ち退き先を指示したときࡣ、直ちに市に通知ࡍるものとࡍるࠋ 

水防管理者ࡣ、津波によって氾濫による著しい危険が切迫していると認めらࢀると

きࡣ、必要と認める地域の居住者等に対して、避難のための立ち退きを指示ࡍること

ができるࠋ 

指定行政機関㸦国土交通省、気象庁等㸧の長又ࡣ指定地方行政機関の長ࡣ、市から

避難指示等又ࡣ屋内での退避等の安全確保措置を指示しようとࡍる場合に助言を求
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められたときは、その所掌事務に関して必要な助言をするものとする。 

(4) 避難誘導及び救助 

① 市の役割 

ア 市は、具体的なシミュレーションや訓練の実施等を通じて、また、住民や自主防

災組織、警察、学校等の多様な主体の参画により、具体的かつ実践的な避難行動に

関する計画の策定を推進し、併せて、消防団員等の避難誘導・支援にあたる者の危

険を回避するため、気象庁が発表する津波の第一波の到達予測時刻までの行動ルー

ル、退避の判断基準も定めるものとする。 

イ 市は、避難誘導や防災対応にあたる者の安全が確保されることを前提とした上で、

気象庁が発表する津波の第一波の到達予測時刻も考慮しつつ、水門・陸閘の閉鎖や

避難行動要支援者の避難支援等の緊急対策を行うものとする。 

ウ 市は、津波警報又は津波注意報が発表された場合、若しくは津波による浸水が発

生すると判断した場合は、速やかに的確な避難指示等を行い、安全かつ効率的な避

難誘導を行う。その際、避難行動要支援者にも配慮したわかりやすい伝達及び避難

誘導に心がけるものとする。 

② 県の役割 

ア 県は、市が策定する津波避難計画に係る指針を策定する。 

イ 県は、市における津波避難計画策定及び避難訓練の実施を支援する。 

(5) 避難所等の確保 

① 市の役割 

ア 市は、発災時に必要に応じて、指定避難所を開設し、住民等に対し周知徹底を図

る。 

イ 市は、避難所の開設が必要な場合、本計画及び避難所開設・運営マニュアルの定

めるところにより、避難所を開設する。 

ウ 市は、避難所のライフラインの回復に時間を要すると見込まれる場合や、道路の

途絶による孤立が続くと見込まれる場合は、当該地域に避難所を設置し、維持する

ことの適否を検討するものとする。 

② 県の役割 

県は、市からの報告により、避難所の開設状況を把握するとともに、必要に応じて

支援及び調整を行う。 

(6) 避難所相互の移送 

市は、避難者を避難場所から避難所に移送するときのルール化及びその移送方法を検

討する。 

(7) 広域避難対策 

① 市の役割 

市は、災害の規模、被災者の避難状況、避難の長期化等により、市の区域外への広

域的な避難及び避難所、応急仮設住宅等の提供が必要であると判断した場合において、

県内の他の市町村への広域一時滞在については当該市町村に直接協議し、他の都道府

県の市町村への広域一時滞在については県に対し被災者の受入れに係る協議を求め

る。 

② 県の役割 

ア 県は、市からの協議の要請があった場合、他の都道府県と被災者の受入れ等に関

する協議を行う。また、市の行政機能が被災によって著しく低下した場合など、市

からの要求を待ついとまがないと認められるときは、市の要求を待たないで、広域

一時滞在のための協議を市に代わって行う。 

イ 県は、市から求めがあった場合には、受入れ先の候補となる自治体及び当該自治

体における被災住民の受入能力(施設数、施設概要等)等、広域避難について助言を

行うものとする。 

(8) 帰宅困難者対策 
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市及び県は、津波等の災害により交通が途絶したときは、帰宅の抑制を図るとともに、

通勤、通学者や観光客等の徒歩での帰宅や移動を支援するため、必要な帰宅困難者対策

に努める。 
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 第７節 避難所運営計画 
 

担当部署 総務課 能生事務所 青海事務所 ◎市民課 環境生活課 

福祉事務所 健康増進課 商工観光課 教育委員会 ガス水道局 

 

１ 計画の方針 

指定避難所ࡣ、地震又ࡣ津波発生後速やかに開設し、市民が帰宅又ࡣ仮設住宅等の落ち

着き先を得た段階で閉鎖ࡍるࠋ避難所の開設・運営ࡣ市が行い、運営にあたってࡣ、避難

者の安全の確保、生活環境の維持、要配慮者に対ࡍるケア及び男女共同参画に十分に配慮

 ࠋるࡍ

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第３章ࠕ第８節 避難所運営計画ࠖに準ずるࠋ 
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 第８節 避難所外避難者の支援計画 
 

担当部署 総務課 能生事務所 青海事務所 ◎市民課 環境生活課 

福祉事務所 健康増進課 商工観光課 教育委員会 ガス水道局 

 

１ 計画の方針 

避難所外避難者に対し、食料・物資等の提供、情報の提供、指定避難所への移送等、必

要࡞支援を行うࠋ 

指定避難所以外の場所㸦屋外及び施設内㸧に避難した、ࡣ避難所外避難者ࠖとࠕ、お࡞

被災者をいうࠋ 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第３章ࠕ第９節 避難所外避難者の支援計画ࠖに準ずるࠋ 
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 第９節 自衛隊の災害派遣計画 
 

担当部署 総務課 ◎消防本部 

 

１ 計画の方針 

(1) 基本方針 

災害発生時における自衛隊の災害派遣活動を迅速・円滑に行うため、その活動内容、

派遣要請手続、受入ࢀ体制等について定めるࠋ 

(2) 自衛隊の災害派遣基準 

ձ  公共の秩序を維持ࡍるため、人命又ࡣ財産を社会的に保護し࡞け࡞ࡤࢀら࡞い必要

性があることࠋ㸦公共性の原則㸧 

ղ  差し迫った必要性があることࠋ㸦緊急性の原則㸧 

ճ  自衛隊が派遣さࢀる以外に他の手段が࡞いことࠋ㸦非代替性の原則㸧 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第３章ࠕ第10節 自衛隊の災害派遣計画ࠖに準ずるࠋ 
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 第１㸮節 輸送計画 
 

担当部署 ◎商工観光課 農林水産課 建設課 都市政策課 

 

１ 計画の方針 

災害時に、応急対策要員、救援物資等の緊急輸送を迅速かつ効率的に行うために、車両

等の輸送手段、緊急輸送ネットワーク㸦防災活動拠点㸦国、県、市、警察署、消防署等の

庁舎㸧、輸送施設㸦道路、空港、港湾、漁港、鉄道駅、臨時ヘリポート㸧、輸送拠点㸦トラ

ックターミナル等㸧、備蓄拠点を有機的に結ぶ道路網を主体としたネットワーク㸧等の輸

送体制を確保し、陸・海・空の交通手段の活用によࡾ緊急輸送を実施ࡍるࠋ 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第３章ࠕ第11節 輸送計画ࠖに準ずるࠋ 
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 第１１節 警備・保安及び交通規制計画 
 

担当部署 ◎建設課 復興推進課 消防本部 

 

１ 計画の方針 

(1) 基本方針 

大規模災害発生時においてࡣ、災害時の非常事態に対処ࡍるため、警察本部ࡣ、関係

機関と緊密࡞連絡のもとに、早期に警備体制を確立し被害状況の収集等に努め、市民の

生命及び身体の保護に努めるため、ࠕ新潟県警察大規模災害警備基本計画ࠖに基づき的

確࡞災害警備活動を行うࠋ 

(2) 要配慮者に対ࡍる配慮 

市民の避難誘導にあたってࡣ、要配慮者を優先的に避難させる等、十分配慮した対応

を行うࠋ 

(3) 積雪期の対応 

積雪期の災害に備え、降積雪量、道路確保状況その他冬期における特殊条件の実態を

把握し、基礎資料として整備しておくࠋ 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第３章ࠕ第12節 警備・保安及び交通規制計画 にࠖ準ずるࠋ 
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 第１㸰節 海上における災害応急対策 
 

担当部署 農林水産課 商工観光課 ◎消防本部 

 

１ 計画の方針 

津波発生時、海上においてࡣ、多数の人身事故及び船舶海難の発生、大量の油及び有害

液体物質等の流出、沿岸及び海上における火災の発生等甚大࡞海上災害の発生が予想さࢀ

るࠋ 

こࢀら津波による大規模࡞海上災害に対して迅速かつ的確に対処ࡍるため、第九管区海

上保安本部ࡣ、必要に応ࡌて対策本部を設置ࡍるとともに、関係機関との協力体制を構築

し、効果的࡞災害応急対策を行うࠋ 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第３章ࠕ第13節 海上における災害応急対策ࠖに準ずるࠋ 
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 第１３節 消火活動計画 
 

担当部署 消防本部 

 

１ 計画の方針 

家屋等の倒壊等による同時多発火災に対し、市民の初期消火による延焼防止、消防機関

等の迅速・効果的࡞消火活動及び応援要請による消防力の増強によࡾ、災害の拡大を防止

 ࠋるࡍ

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第３章ࠕ第14節 消火活動計画ࠖに準ずるࠋ 
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 第１４節 水防活動計画 
 

担当部署 能生事務所 青海事務所 農林水産課 商工観光課 建設課 

◎消防本部 

 

１ 計画の方針 

津波又ࡣ地震によࡾ、堤防、護岸、水門、樋管࡝࡞、河川、海岸又ࡣため池等の施設に

被害が生ࡌ、又ࡣ生ࡌるおそࢀがあるときで、水防活動を行う必要がある場合、水防管理

団体㸦市、以下本節においてࠕ市ࠖというࠋ㸧及び県ࡣ必要࡞措置をとるものとࡍるࠋ 

このとき、水防活動に従事ࡍる者の避難時間の確保࡝࡞、安全を確保した上で、避難誘

導及び水防活動を実施ࡍるものとࡍるࠋ 

第17節 水防活動計画ࠖࠕ風水害対策編第３章、ࡣいものについて࡞お、本節に記載の࡞

及び個別災害対策編ࠕ第１章 水防対策ࠖに準ずるࠋ 

 

 

㸰 業務の内容 

(1) 水防態勢の確立 

ձ  市ࡣ、津波に関ࡍる情報及び被害状況に応ࡌ、次によࡾ配備態勢を整えるࠋ 

配備態勢 配 備 内 容 配 備 時 期 

 第１配備 

 態 勢 

消防本部消防防災課及び総務課に水

防担当職員を配置し、情報の収集、各

所属長への連絡、関係機関との連絡調

整その他の事務に従事させるࠋ 

津波注意報が発表さࢀたときࠋ 

災害発生が予想さࢀるときࠋ 

 第２配備 

 態    勢 

消防本部消防防災課、総務課職員並

びに関係所属長及びその指示を受けた

職員ࡣ配置につき、水防事務の処理が

円滑に遂行できる態勢を整えるものと

、ࡣお、事態の推移によって࡞ࠋるࡍ

第３配備態勢に移行できる態勢を確立

しておくࠋ 

津波警報が発表さࢀたときࠋ 

災害発生のおそࢀが高いと認めら

 ࠋるときࢀ

 第３配備 

 態    勢 

全職員ࡣ、直ちに所定の配置につき

水防対策にあたるࠋ 

大津波警報が発表さࢀたときࠋ 

市全域にわたって災害が発生した

とき、又ࡣ市全域で࡞ࡣいが、災害

によࡾ甚大࡞被害が発生したときࠋ 
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ղ 水防態勢時における市内主要水防機関相互の連絡系統ࡣ、次のとおࡾとࡍるࠋ 

 

 

 

 

 

                           

 

                     

防災行政無線、広報車 

 

 

           

 

 

 

 

 

 

ճ  水防管理者ࡣ、次の基準によࡾ水防団㸦消防団㸧に配備指௧を発௧ࡍるものとࡍるࠋ 

配備指௧ 配  備  内  容 配 備 時 期 

 

待  機 

準  備 

水防管理者ࡣ、その後の情勢を把握ࡍ

ることに努め、消防団員の安全を確保し

た上で、直ちに次の段階に入ࡾ得る態勢

整備をしておくࠋ 

津波警報等が発表さࢀたときࠋ 

出  動 

 

河川、海岸堤防等の巡視のため、消防

団員を出動させるࠋ 

津波警報等が解除さࢀたとき

等、水防活動が安全に行える状態

であࡾ、かつ出動の必要があると

認めたときࠋ 

※ 配備指௧ࡣ、水防管理者が自らの判断で行うもののほか、次の場合にも発௧ࡍるも

のとࡍるࠋ 

      ア 水防警報指定河川について、水防警報㸦津波㸧が発表さࢀたときࠋ  

     イ 知事から緊急に配備指示があったときࠋ 

 

 (2) 海岸、河川等の巡視 

ձ  市、水防団㸦消防団㸧及び消防本部ࡣ、随時区域内の海岸、河川堤防等を巡視し、

水防上危険であると認めらࢀる箇所があるときࡣ、直ちに当該海岸、河川堤防等の管

理者に連絡して必要࡞措置を求めるࠋ 

また、市ࡣ、巡視の結果や水防団㸦消防団㸧等から連絡のあった水防上危険である

と認めらࢀる箇所の措置を早急に図るࠋ 

ղ  県ࡣ、必要に応ࡌ海岸、河川巡視を実施ࡍるとともに、巡視の結果や市、水防団㸦消

防団㸧及び消防本部等からの連絡によࡾ、水防上危険であると認めらࢀる箇所の措置

を早急に実施ࡍるࠋ 

 (3) 浸水区域の警戒 

    ձ 市ࡣ、適時に水防団㸦消防団㸧及び消防本部が浸水被害の警戒にあたࢀるよう配備

指௧を発௧ࡍるࠋ 

糸魚川地域振興局地域整備部 

河川・砂防課 電ヰ 552-1794 

高田河川国道事務所 電ヰ 553-3136 

 糸魚川出張所   電ヰ 552-1660 

糸魚川市消防本部 

 電ヰ 552-0119 

糸魚川市役所㸦関係部署㸧 

電ヰ 552-1511 

糸魚川市消防団長 

関 

係 

団 

体 

市 
 

 
 
 

民 

消

防

分

団 

 ࠔ関川・姫川水防連絡会ࠓ
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    ղ 海岸保全施設や河川管理施設ࡣ、津波から市民の生命・財産を守る根幹施設と࡞る

ため、市、水防団㸦消防団㸧及び消防本部ࡣ、出動にあってࡣ、次の危険箇所等に対

して警戒配備を行うࠋ 

ア  海岸施設 

(㺏)  過去に高潮や高波被害を生ࡌた箇所 

(㺐)  二次被害防止の観点からの低標高箇所 

(㺑)  主要河川構造物の設置箇所 

イ  河川施設 

(㺏)  河川水位が氾濫注意水位に近づいている箇所 

(㺐)  過去に洪水被害を生ࡌた箇所及び地形地質上の弱堤箇所 

(㺑)  土砂災害防止の観点からの弱堤箇所 

(㺒)  二次被害防止の観点からの低標高箇所 

(㺓)  主要河川構造物の設置箇所 

(4) 警戒区域の設定 

市、水防団㸦消防団㸧及び消防本部ࡣ、災害が発生し、又ࡣまさに発生しようとして

いる場合において、市民の生命又ࡣ身体に対ࡍる危険を防止ࡍるため、特に必要と認め

らࢀるときࡣ警戒区域を設定し、災害応急対策に従事ࡍる者以外の者に対して、当該区

域への立入ࡾを制限し、若しくࡣ禁止し、又ࡣ当該区域からの退去を命ずるものとࡍるࠋ 

(5) 市民等の安全確保 

ձ 市及び県ࡣ、必要と認める区域の居住者に対し、避難のため立ち退くことを指示ࡍ

るࠋ 

ղ  市ࡣ、災害に際し、危険࡞地域又ࡣ危険が予測さࢀる地域にある住居者及び滞在者

を安全࡞地域に誘導し、又ࡣ安全࡞場所に収容ࡍるࠋ 

ճ  市民等に対ࡍる避難勧告又ࡣ避難指示㸦緊急㸧ࡣ、関係法௧に基づき、そࢀࡒࢀの

実施責任者が時機を失わ࡞いようにࡍるࠋ 

特に市長ࡣ、避難措置実施の第１次責任者として必要に応ࡌ、県、県警察、自衛隊

等に協力を求め、適切࡞措置を講ずるものとࡍるࠋ 

    մ 避難を指示ࡍる場合にࡣ、市を管轄ࡍる糸魚川警察署長にその᪨を通知ࡍるࠋ 

 (6) 被害拡大防止活動 

ձ  市、水防団㸦消防団㸧及び消防本部ࡣ、水防に際し、堤防その他の施設が決壊した

ときࡣ、直ちにその状況を関係者㸦高田河川国道事務所、糸魚川地域振興局、糸魚川

警察署、糸魚川駅及びその他必要࡞団体㸧に通報ࡍるࠋ 

ղ  市、水防団㸦消防団㸧及び消防本部ࡣ、決壊後も可能࡞限ࡾ被害の拡大防止に努め

るࠋ 

ճ  県ࡣ、津波によって著しく激甚࡞災害が発生した場合に、当該災害の発生に伴い浸

入した水の排除、高度の機械力又ࡣ高度の専門的知識及び技術を要ࡍる水防活動を行

うࠋ 

 

 

３ 水防警報㸦津波㸧及び水防情報の提供 

(1) 水防警報㸦津波㸧及び水防情報の提供を行う河川 

 ձ 国による指定河川 

国が津波に対ࡍる水防警報を行う河川に、姫川が指定さࢀておࡾ、高田河川国道事

務所が水防警報及び水防情報を発表ࡍるࠋ 

    ղ 県による指定河川 

      県が津波に対ࡍる水防警報を行う河川にࡣ、市内の河川ࡣ指定さࢀてい࡞いࠋ 
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(2) 水防警報㸦津波㸧の発表基準 

  指定河川について、次の発表基準によࡾ水防警報㸦津波㸧が発表さࢀるࠋ 

種  類 発 表 基 準 

待  機 

気象庁からの県内沿岸への津波警報等の発表をもって待機とし、

国及び県ࡣ水防警報㸦津波㸧のࠕ待機ࠖを発表し࡞いࠋ 

 

出  動 

 津波警報等が解除さࢀる࡝࡞、水防作業が安全に行える状態で、

かつ津波遡上が水防団待機水位を超過した場合࡝࡞の必要と認める

ときࠋ 

解  除 

 巡視等によࡾ被害が確認さ࡞ࢀかったとき、またࡣ応急復旧等が

終了したとき࡝࡞、水防作業を必要とࡍる河川状況が解消したと認

めるときࠋ 

 ࠋるࢀ発表さࡣ解除ࠖࠕい場合も࡞出動ࠖを発表しࠕ

 

■水防警報の対象と࡞る指定水位観測所 

河川名 観測所名 地名 
水防団 

待機水位 
(通報水位) 

氾濫 

注意水位 
(警戒水位) 

避難 

判断水位 
 

氾濫 

危険水位 
(特別警戒水位) 

堤防高 所 管 

姫川 山本 
大字 

山本 
0.59m 1.48m 1.92m 2.28m 5.20m 

国土交通

省 

                             㸦水位ࡣ零点表示㸧 

 

(3) 水防警報㸦津波㸧の伝達 

水防警報㸦津波㸧の伝達についてࡣ、風水害対策編第３章ࠕ第４節 洪水予報・水防

警報伝達計画ࠖに準ずるࠋ 

る水防警報㸦津波㸧を関係機ࡍ国が発表、ࡣお、糸魚川地域振興局㸦地域整備部㸧࡞     

関に伝達ࡍるࠋ㸦県ࡣ発表し࡞いࠋ㸧 
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 第１５節 救急・救助活動計画 
 

担当部署 健康増進課 ◎消防本部 

 

１ 計画の方針 

地震又ࡣ津波によࡾ被災した市民等に対し、市、県、県警察、消防機関、自主防災組織、

地域住民及び医療機関等ࡣ、協力して迅速かつ適切࡞救急・救助活動を行うࠋまた、被害

が甚大であࡾ広域にわたる場合ࡣ、自衛隊、第九管区海上保安本部、緊急消防援助隊、警

察災害派遣隊、県内広域消防応援隊、災害派遣医療チーム㸦ＤＭＡＴ㸧等の関係機関と協

力して救急・救助活動を行うࠋ 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第３章ࠕ第15節 救急・救助活動計画ࠖに準ずるࠋ 
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 第１６節 医療救護活動計画 
 

担当部署 ◎健康増進課 消防本部 

 

１ 計画の方針 

地震又ࡣ津波によࡾ多数の負傷者が発生したとき、市ࡣ、糸魚川市医師会、県、医療機

関及び医療関係団体の協力を得て、災害から市民の生命、健康を守るために円滑࡞医療救

護活動を行うࠋ 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第３章ࠕ第16節 医療救護活動計画ࠖに準ずるࠋ 
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 第１７節 防疫及び保健衛生計画 
 

担当部署 健康増進課 

 

１ 計画の方針 

地震又ࡣ津波災害時においてࡣ、生活環境の悪化や病原体に対ࡍる抵抗力の低下等によ

ることから、関係機関ࡍࡾった࡞くࡍ感染症が発生しや、ࡾ心身の健康に不調を来したࡾ

 ࠋ実施を図る࡞防疫・保健衛生対策の円滑ࡣ

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第３章ࠕ第17節 防疫及び保健衛生計画ࠖに準ずるࠋ 
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 第１８節 こころのケア対策計画 
 

担当部署 健康増進課 

 

１ 計画の方針 

被災によるこころの健康障害の予防と早期発見を図るとともに、被災者自らが精神的健

康を回復・維持増進し、健康࡞生活が送ࢀるよう中長期的に支援ࡍるࠋ 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第３章ࠕ第18節 こころのケア対策計画ࠖに準ずるࠋ 
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 第１９節 児童生徒等に対するこころのケア対策計画 
 

担当部署 教育委員会 

 

１ 計画の方針 

園児、児童、生徒の精神的健康状態を的確に把握ࡍるとともに、精神的不調等に適切に

対応ࡍることで、こころの健康保持・増進に努めるࠋ 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第３章ࠕ第19節 児童生徒等に対ࡍるこころのケア対策計

画ࠖに準ずるࠋ 
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 第㸰㸮節 廃棄物の処理計画 
 

担当部署 環境生活課 

 

１ 計画の方針 

地震又ࡣ津波災害時にࡣ、大量に発生ࡍる生活ごみやがࢀき類、し尿等を適切かつ迅速

に処理し、生活環境の保全及び市民生活の早期安定を確保ࡍる必要があるため、市ࡣ、県、

国、その他関係機関と連携し、廃棄物処理を円滑に実施ࡍるࠋ 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第３章ࠕ第20節 廃棄物の処理計画ࠖに準ずるࠋ 
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 第㸰１節 トイレ対策計画 
 

担当部署 環境生活課 ◎ガス水道局 

 

１ 計画の方針 

自宅の被災又ࡣライフラインの長期停止によࡾ、自宅のトイレが利用でき࡞い被災者に

対し、仮設トイレ及び携帯トイレを提供し、被災地の衛生状態の維持を図るࠋ 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第３章ࠕ第21節 トイレ対策計画ࠖに準ずるࠋ 
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 第㸰㸰節 入浴対策計画 
 

担当部署 商工観光課 

 

１ 計画の方針 

自宅の被災又ࡣライフラインの長期停止によࡾ入浴でき࡞い被災者に対し、入浴サービ

スを提供し、被災者の衛生状態の維持と心身の疲労回復を図るࠋ 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第３章ࠕ第22節 入浴対策計画ࠖに準ずるࠋ 



津波災害対策編 第 3章 災害応急対策 第 23節 食料・生活必需品等の供給計画.doc 
               

3-23-1 

 第㸰３節 食料・生活必需品等の供給計画 
 

担当部署 ◎市民課 福祉事務所 農林水産課 商工観光課 消防本部 

 

１ 計画の方針 

被災者及び災害応急事業現地従事者に対し、主要食料、副食、飲料水等を供給ࡍる必要

が生ࡌたときࡣ、県及び民間業者、防災関係機関等との連携によࡾ確保し、速やかに供給

 ࠋるࡍ

また、被災者に対し生活必需品を供給ࡍる必要が生ࡌた場合も、県や民間業者、防災関

係機関との連携によࡾ迅速かつ的確に供給ࡍるࠋ 

船舶、ヘリコプター等を輸送手段とし、ࡣ孤立した地域等についてࡾお、浸水等によ࡞

て利用し、必要࡞食料、飲料水、生活必需品等の供給を行うࠋ 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第３章ࠕ第23節 食料・生活必需品等の供給計画ࠖに準ず

るࠋ 



津波災害対策編 第 3章 災害応急対策 第 24節 要配慮者の応急対策.doc 
               

3-24-1 

 第㸰４節 要配慮者の応急対策 
 

担当部署 環境生活課 ◎福祉事務所 健康増進課 消防本部 

 

１ 計画の方針 

災害時に必要࡞情報の把握が困難であったࡾ、自らの行動等に制約があったࡍࡾる要配

慮者の安全や心身の健康状態等に特段の配慮を行い࡞がら、避難からその後の生活までの

各段階において、ニーズに応ࡌたきめ細やか࡞支援策を講ࡌていくࠋ 

また、市、県等の行政と、日ごろ避難行動要支援者の身近にいる地域住民、自治会、自

主防災組織、関係団体及び社会福祉施設、医療施設等との協働のもと支援を行うࠋ 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第３章ࠕ第24節 要配慮者の応急対策ࠖに準ずるࠋ 



津波災害対策編 第 3章 災害応急対策 第 25節 建物の応急危険度判定計画.doc 
               

3-25-1 

 第㸰５節 建物の応急危険度判定計画 
 

担当部署 ◎建設課 都市政策課 

 

１ 計画の方針 

地震又ࡣ津波発生後、迅速に被災建築物の応急危険度判定を実施し、余震等による被災

建築物の倒壊、部材の落下等から生ずる二次災害を防止し、市民の安全の確保を図るࠋ 

全国被災建築物応急危険度判定協議会が定める被災建築物応急危険度判定要綱及び同

業務マニュアルに基づき判定活動を実施ࡍるࠋ 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第３章ࠕ第25節 建物の応急危険度判定計画ࠖに準ずるࠋ 



津波災害対策編 第 3章 災害応急対策 第 26節 宅地等の応急危険度判定計画.doc 
               

3-26-1 

 第㸰６節 宅地等の応急危険度判定計画 
 

担当部署 ◎建設課 都市政策課 

  

１ 計画の方針 

地震又ࡣ津波によࡾ宅地被害が広範囲に発生した場合において、被害の状況を迅速かつ

的確に把握し、二次災害を防止ࡍるため、宅地被害に関ࡍる情報に基づき危険度判定を実

施ࡍるࠋ 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第３章ࠕ第26節 宅地等の応急危険度判定計画 にࠖ準ずるࠋ 



津波災害対策編 第 3章 災害応急対策 第 27節 学校等における応急対策.doc 
               

3-27-1 

 第㸰７節 学校等における応急対策 
 

担当部署 教育委員会 

 

１ 計画の方針 

地震又ࡣ津波発生時、学校㸦幼稚園、保育園を含むࠋ㸧における園児、児童、生徒、教

職員等の安全確保のほか、学校施設の被災等に対ࡍる迅速࡞対応を図るࠋ 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第３章ࠕ第27節 学校等における応急対策ࠖに準ずるࠋ 



津波災害対策編 第 3章 災害応急対策 第 28節 文化財応急対策.doc 
               

3-28-1 

 第㸰８節 文化財応急対策 
 

担当部署 教育委員会 

 

１ 計画の方針 

文化財所有者ࡣ、地震又ࡣ津波によࡾ被災した文化財の被害状況を把握ࡍるとともに、

市等にその実態を報告し、必要に応ࡌて支援を要請ࡍるとともに、二次的災害から文化財

を保護し、その文化的価値がよࡾ失わ࡞ࢀいよう必要࡞措置をとるࠋ 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第３章ࠕ第28節 文化財応急対策ࠖに準ずるࠋ 



津波災害対策編 第 3章 災害応急対策 第 29節 障害物の処理計画㸦修正㸧.doc 
               

3-29-1 

 第㸰９節 障害物の処理計画 
 

担当部署 環境生活課 農林水産課 商工観光課 ◎建設課 消防本部 

 

１ 計画の方針 

地震及び津波によࡾ発生した落石、倒壊家屋、沈船等の障害物を速やかに除去ࡍること

によࡾ、防災活動拠点㸦国・県・市庁舎、警察署、消防署等㸧、輸送施設㸦道路、港湾、

漁港、鉄道駅、常設及び臨時ヘリポート等㸧、輸送拠点㸦トラックターミナル、卸売市場

等㸧及び防災備蓄拠点等を連絡ࡍる緊急交通路を確保ࡍるࠋ 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第３章ࠕ第29節 障害物の処理計画ࠖに準ずるࠋ 



津波災害対策編 第 3章 災害応急対策 第 30節 遺体の捜索・処理・埋葬計画.doc 
               

3-30-1 

 第３㸮節 遺体の捜索・処理・埋葬計画 
 

担当部署 ◎環境生活課 福祉事務所 消防本部 

 

１ 計画の方針 

大規模࡞地震又ࡣ津波でࡣ、建造物の倒壊、火災、浸水等によࡾ、多くの死者を出ࡍこ

とがあるࠋ市ࡣ、関係機関相互の協力によࡾ、遺体等㸦行方不明の状態にあࡾ、かつ周囲

の事情によࡾ既に死亡していると推定さࢀている者を含むࠋ㸧の捜索、処理、埋葬等一連

の業務を迅速に行うࠋ 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第３章ࠕ第30節 遺体の捜索・処理・埋葬計画 にࠖ準ずるࠋ 



津波災害対策編 第 3章 災害応急対策 第 31節 愛玩動物の保護対策.doc 
               

3-31-1 

 第３１節 愛玩動物の保護対策 
 

担当部署 市民課 ◎環境生活課 

 

１ 計画の方針 

災害時にࡣ、飼い主不明の動物や負傷動物が多数生ࡌると同時に、多くの市民が動物を

伴い避難所に避難してくることが予想さࢀるࠋ 

市ࡣ、指定避難所を設置ࡍるにあたࡾ、市民が動物と一緒に避難ࡍることができるよう

配慮ࡍるࠋ 

県ࡣ、動物愛護の観点から、こࢀら動物の保護や適正࡞飼育に関し、市等関係機関や公

益社団法人新潟県獣医師会、一般社団法人新潟県動物愛護協会等関係団体と協力体制を確

立ࡍるとともに、公益社団法人新潟県獣医師会、一般社団法人新潟県動物愛護協会等とࠕ動

物救済本部ࠖを設置し､飼い主の支援及び被災動物の保護を行うࠋ 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第３章ࠕ第31節 愛玩動物の保護対策ࠖに準ずるࠋ 



津波災害対策編 第 3章 災害応急対策 第 32節 災害時の放送.doc 
               

3-32-1 

 第３㸰節 災害時の放送 
 

担当部署 ◎総務課 消防本部 

 

１ 計画の方針 

県内各放送機関ࡣ、地震又ࡣ津波に関ࡍる情報が入電したときࡣ、直ちにそࢀࡒࢀの計

画に基づいて、災害時の放送を行うࠋ 

地震発生直後の視聴者に対ࡍる呼びかけࡣ、基本的にࡣ各放送機関のマニュアルに従うࠋ 

放送にあたってࡣ、要配慮者に対ࡍる配慮࡞らびに積雪期の対応に配慮した放送を行うࠋ 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第３章ࠕ第32節 災害時の放送ࠖに準ずるࠋ 



津波災害対策編 第 3章 災害応急対策 第 33節 公衆通信の確保.doc 
               

3-33-1 

 第３３節 公衆通信の確保 
 

担当部署 ◎総務課 消防本部 

 

１ 計画の方針 

通信設備等を災害から防護ࡍるとともに、市、県、関係団体とともに応急復旧作業を迅

速かつ的確に実施し、通信の確保を図るࠋ 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第３章ࠕ第33節 公衆通信の確保ࠖに準ずるࠋ 



津波災害対策編 第 3章 災害応急対策 第 34節 電力供給応急対策.doc 
               

3-34-1 

 第３４節 電力供給応急対策 
 

担当部署 ◎総務課 消防本部 

 

１ 計画の方針 

電力供給機関ࡣ、災害発生時における電力ラインを確保ࡍるとともに、電気災害から市

民の安全を守るため被災箇所の迅速、的確࡞復旧を実施ࡍるࠋ 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第３章ࠕ第34節 電力供給応急対策ࠖに準ずるࠋ 



津波災害対策編 第 3章 災害応急対策 第 35節 ガスの安全、供給対策.doc 
               

3-35-1 

 第３５節 ガスの安全、供給対策 
 

担当部署 ガス水道局 

 

１ 計画の方針 

市及びＬＰガス販売事業者ࡣ、地震又ࡣ津波発生後速やかに、災害の規模、ガス施設へ

の影響等の調査を行い、ガスによる二次災害のおそࢀがある地域についてࡣ、ガスの供給

を停止ࡍるࠋ供給を停止した場合ࡣ、事前に定めてある復旧計画書に沿って、安全で効率

的࡞復旧を進めることを基本とࡍるࠋ 

また、市ࡣ、二次災害防止の広報、供給停止・復旧状況等の広報を行うࠋ 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第３章ࠕ第35節 ガスの安全、供給対策ࠖに準ずるࠋ 



津波災害対策編 第 3章 災害応急対策 第 36節 給水・上水道施設応急対策.doc 
               

3-36-1 

 第３６節 給水・上水道施設応急対策 
 

担当部署 ガス水道局 

 

１ 計画の方針 

地震又ࡣ津波災害時において飲料水及び生活用水㸦以下ࠕ飲料水等ࠖというࠋ㸧の確保

 ࠋ被災者の生命維持及び人心の安定を図るうえでも極めて重要であるࡣ

被災住民に必要࡞飲料水等を迅速に供給ࡍるため、また、可能࡞限ࡾ速やかに給水機能

の回復を図るために必要࡞措置を講ずるࠋ 

市民に対してࡣ、応急給水の方法、復旧の見通し、飲料水の衛生確保等について広報し、

市民の不安解消に努めるࠋ 

また、報道機関への対応について、市の個別の被害状況等についてࡣ、市で対応ࡍるこ

とを基本とし、県でࡣ全般的࡞被害状況等について対応ࡍるࠋ 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第３章ࠕ第36節 給水・上水道施設応急対策ࠖに準ずるࠋ 



津波災害対策編 第 3章 災害応急対策 第 37節 下水道等施設応急対策.doc 
               

3-37-1 

 第３７節 下水道等施設応急対策 
 

担当部署 ガス水道局 

 

１ 計画の方針 

下水道等施設ࡣ、被災時にࡣ被害状況の把握、応急対策の実施に時間を要ࡍることから、

市民生活に与える影響が大きいࠋ 

このため、施設の被害状況を速やかに把握ࡍるとともに、ポンプ施設、処理場において

 ࠋるࡍ下水道機能を確保࡞最小限の機能回復を行い、復旧対策までの一時的ࡣ

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第３章ࠕ第37節 下水道等施設応急対策ࠖに準ずるࠋ 



津波災害対策編 第 3章 災害応急対策 第 38節 危険物等施設応急対策.doc 
               

3-38-1 

 第３８節 危険物等施設応急対策 
 

担当部署 消防本部 

 

１ 計画の方針 

危険物等施設ࡣ、地震又ࡣ津波発生時における火災、爆発、流出等によࡾ、従業員ࡣも

とよࡾ周辺住民に対しても大き࡞被害を与えるおそࢀがあるࠋしたがって、危険物等施設

についてࡣ、地震及び津波による被害を最小限にと࡝め、施設の従業員並びに周辺地域住

民に対ࡍる危険防止を図るため、関係機関及び関係事業所ࡣ相互に協力し、こࢀら施設の

被害を軽減ࡍるための対策を確立しておくࠋ 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第３章ࠕ第38節 危険物等施設応急対策ࠖに準ずるࠋ 

   この場合において、震災対策編 第３章ࠕ第38節 危険物等施設応急対策ࠖ中ࠕ地震ࠖと

あるのࠕࡣ地震又ࡣ津波ࠖと読み替えるものとࡍるࠋ 



津波災害対策編 第 3章 災害応急対策 第 39節 道路・橋ࡾょう・トンネル等の応急対策.doc 
               

3-39-1 

 第３９節 道路・橋りょう・トンネル等の応急対策 
 

担当部署 能生事務所 青海事務所 農林水産課 ◎建設課 

 

１ 計画の方針 

地震又ࡣ津波発生時における道路機能の確保ࡣ、発生直後の救急活動や火災࡝࡞の二次

災害への対処、水・食料࡝࡞の緊急物資の輸送࡝࡞その意義ࡣ極めて重要であるࠋ 

道路を管理ࡍる関係機関や団体ࡣ、施設の被害状況の把握及び応急復旧を迅速かつ的確

に行い、道路機能を確保ࡍるࠋ 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第３章ࠕ第39節 道路・橋ࡾょう・トンネル等の応急対策ࠖ

に準ずるࠋ 



津波災害対策編 第 3章 災害応急対策 第 40節 港湾・漁港施設の応急対策.doc 
               

3-40-1 

 第４㸮節 港湾・漁港施設の応急対策 
 

担当部署 農林水産課 商工観光課 

 

１ 計画の方針 

地震又ࡣ津波によࡾ港湾・漁港施設が被害を受けた場合にࡣ、速やか࡞復旧を図ࡾ、二

次災害の防止に努めるࠋ 

こࢀらの施設についてࡣ、地震又ࡣ津波による施設の損壊場所の機能確保のための応急

対策の体制を整備し、関係機関が相互に連携を図ࡾつつ迅速࡞対応を図るࠋ 

津波による、ࢀ津波警報等が解除さ、ࡣお、津波発生後の施設の緊急点検等について࡞    

災害のおそࢀが࡞く࡞った後に速やかに実施ࡍるものとし、点検者の安全確保を図るもの

とࡍるࠋ 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第３章ࠕ第40節 港湾・漁港施設の応急対策ࠖに準ずるࠋ 



津波災害対策編 第 3章 災害応急対策 第 41節 鉄道事業者の応急対策.doc 
               

3-41-1 

 第４１節 鉄道事業者の応急対策 
 

担当部署 都市政策課 

 

１ 計画の方針 

西日本旅客鉄道㈱、えちごトキめき鉄道㈱及び日本貨物鉄道㈱ࡣ、地震又ࡣ津波が発生

し、若しくࡣ津波が発生ࡍるおそࢀがある場合、旅客の安全を確保し、被害を最小限にと

 ࠋ応急復旧に努める࡞めるとともに、迅速࡝

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第３章ࠕ第41節 鉄道事業者の応急対策ࠖに準ずるࠋ 
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 第４㸰節 治山・砂防施設等の応急対策 
 

担当部署 能生事務所 青海事務所 農林水産課 商工観光課 ◎建設課  

消防本部 

 

１ 計画の方針 

治山、砂防等の管理者ࡣ、施設の損壊箇所の機能確保を図るための応急体制を執るとと

もに、関係機関の緊密࡞連携のもと、災害の拡大や二次災害を防止ࡍるため、迅速、的確

 ࠋるࡍ応急対策を実施࡞

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第３章ࠕ第42節 治山・砂防施設等の応急対策 にࠖ準ずるࠋ 
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 第４３節 河川・海岸施設の応急対策 
 

担当部署 能生事務所 青海事務所 農林水産課 商工観光課 ◎建設課 

 

１ 計画の方針 

河川・海岸等の管理者ࡣ、施設の損壊箇所の機能確保を図るための応急体制を整えると

ともに、関係機関の緊密࡞連携のもと、災害の拡大や二次災害を防止ࡍるため、迅速、的

確࡞応急対策を実施ࡍるࠋ 

津波による、ࢀ津波警報等が解除さ、ࡣお、津波発生後の施設の緊急点検等について࡞

災害のおそࢀが࡞く࡞った後に速やかに実施ࡍるものとし、点検者の安全確保を図るもの

とࡍるࠋ 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第３章ࠕ第43節 河川・海岸施設の応急対策ࠖに準ずるࠋ 
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 第４４節 農地・農業用施設等の応急対策 
 

担当部署 農林水産課 

 

１ 計画の方針 

農地及び農道、用排水施設、ため池、地ࡍべࡾ防止施設等の農地・農業用施設の管理者

津波発生時ࡣるための措置を行うとともに、地震又ࡍ津波による被害を軽減ࡣ地震又、ࡣ

にࡣ関係機関と連携し各管理施設の被害状況の把握及び応急対策を速やかに実施し、機能

確保に努めるࠋ 

津波による、ࢀ津波警報等が解除さ、ࡣお、津波発生後の施設の緊急点検等について࡞

災害のおそࢀが࡞く࡞った後に速やかに実施ࡍるものとし、点検者の安全確保を図るもの

とࡍるࠋ 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第３章ࠕ第44節 農地・農業用施設等の応急対策ࠖに準ず

るࠋ 

この場合において、震災対策編 第３章ࠕ第44節 農地・農業用施設等の応急対策 中ࠖࠕ地

震発生直後ࠖとあるのࠕࡣ地震又ࡣ津波発生直後ࠖと読み替えるものとࡍるࠋ 
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 第４５節 農林水産業応急対策 
 

担当部署 農林水産課 

 

１ 計画の方針 

地震又ࡣ津波災害時においてࡣ、農林水産業生産基盤の被災、農林水産業用施設の損壊、

家畜等の突然死及び飼養施設の損壊等が予想さࢀることから、市ࡣ、農林水産業関係団体

等と緊密࡞連携をとࡾ、被害状況の把握及びその応急対策に努めるࠋ 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第３章ࠕ第45節 農林水産業応急対策ࠖに準ずるࠋ 
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 第４６節 商工業応急対策 
 

担当部署 商工観光課 

 

１ 計画の方針 

地震又ࡣ津波災害時における商工業に係る事業資産の損害を最小限にと࡝め、事業の⥅

続又ࡣ早期復旧を図るとともに、緊急時における企業活動への支援を行うࠋ 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第３章ࠕ第46節 商工業応急対策ࠖに準ずるࠋ 
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 第４７節 応急住宅対策 
 

担当部署 市民課 商工観光課 ◎建設課 都市政策課 

 

１ 計画の方針 

災害によࡾ住家が滅失した被災者のうち自らの資力でࡣ住宅を確保でき࡞い者につい

て、災害救助法に基づく応急仮設住宅㸦民間賃貸住宅の借上ࡆを含むࠋ㸧を設置し被災者

を収容ࡍるࠋまた、災害によࡾ住家が半壊㸦焼㸧し、自らの資力によࡾ応急修理をࡍるこ

とができ࡞い者等について、住宅の応急修理を実施してその援護を推進ࡍるࠋ 

また、住宅が滅失した被災者に公営住宅等の空家を仮住宅として提供ࡍるとともに、民

間賃貸住宅への入居を希望ࡍる場合ࡣ、物件情報を提供し、被災者の居住の安定を図るࠋ 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第３章ࠕ第47節 応急住宅対策ࠖに準ずるࠋ 
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 第４８節 ボランテ࢕アの受入れ計画 
 

担当部署 福祉事務所 

 

１ 計画の方針 

市ࡣ、地震又ࡣ津波発生時のボランテ࢕ア活動が円滑に行わࢀるよう、関係機関の支

援・協力によࡾ、市災害ボランテ࢕アセンターの設置及び運営を迅速かつ的確に実施ࡍるࠋ 

って各種団体やボ࡞糸魚川市社会福祉協議会が主体と、ࡣア活動࢕お、災害ボランテ࡞

ランテ࢕アの協力を得て行うものとࡍるࠋ 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第３章ࠕ第48節 ボランテ࢕アの受入ࢀ計画ࠖに準ずるࠋ 
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 第４９節 義援金の受入れ・配分計画 
 

担当部署 福祉事務所 ◎会計課 

 

１ 計画の方針 

大規模࡞地震又ࡣ津波による被災者に対し、全国から寄せらࢀる義援金について、その

受入ࢀ体制及び配分方法等を定め、迅速かつ適切に被災者に配分ࡍるࠋ 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第３章ࠕ第49節 義援金の受入ࢀ・配分計画ࠖに準ずるࠋ 
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 第５㸮節 義援物資対策 
 

担当部署 商工観光課 福祉事務所 

 

１ 計画の方針 

被災者ニーズに沿った物資を的確に把握ࡍるとともに、全国から寄せらࢀる大量の義援

物資について、その受入ࢀ体制及び保管方法等をあらかࡌめ定めるࠋ 

たࡔし、大量の義援物資ࡣ、保管、仕分け、配送等に多大࡞労力、保管場所及び時間が

必要と࡞るため、発災直後に不特定多数の個人からの義援物資を受け取ら࡞いことを原則

にࠕ被災地が真に必要としているもの のࠖ情報の的確࡞発信や民間業者との連携を図ると

ともに、可能࡞限ࡾ義援金での支援を呼びかけるࠋ 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第３章ࠕ第50節 義援物資対策ࠖに準ずるࠋ 
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 第５１節 災害救助法による救助 
 

担当部署 総務課 財政課 ◎消防本部 

 

１ 計画の方針 

災害救助法による応急救助ࡣ、災害発生直後の混乱期における被災者保護及び社会秩序

の保全を目的とした緊急の措置であࡾ、法適用の必要が認めらࢀた場合ࡣ、速やかに所定

の手続を行うとともに、迅速かつ的確࡞災害救助業務を実施ࡍるࠋ 

 

 

具体的࡞計画ࡣ、震災対策編 第３章ࠕ第51節 災害救助法による救助ࠖに準ずるࠋ 
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第４章 災害復旧・復興計画 

第１節 民生安定化対策

担当部署 

◎総務課 企画定住課 市民課 福祉事務所 商工観光課 建設課

都市政策課 会計課 教育委員会 ガス水道局 

１ 計画の方針 

市、県、国及び公共サービスを提供する機関は、災害により被害を受けた市民の自力復

興を促進し、安定した生活の早期回復を図るため、被災者からの生活相談の受付、離職を

余儀なくされた場合の職業の斡旋、生活関連物資の安定供給のための措置、租税の徴収猶

予措置、公共料金の特例措置等を実施する。 

具体的な計画は、震災対策編 第４章「第１節 民生安定化対策」に準ずる。 



津波災害対策編 第 4章 災害復旧・復興計画 第 2節 融資・貸付その他資金等による支援計画.doc 

4-2-1 

第２節 融資・貸付その他資金等による支援計画

担当部署 総務課 財政課 ◎福祉事務所 農林水産課 商工観光課 

１ 計画の方針 

災害により被害を受けた市民が、その痛手から速やかに再起更生できるよう融資・貸付

等の金融支援を行い、被災者等の生活確保又は事業経営安定の措置を講ずる。 

また、災害により死亡した者の遺族に弔慰金を、著しい障害を受けた者には見舞金を支

給する。 

具体的な計画は、震災対策編 第４章「第２節 融資・貸付その他資金等による支援計画」

に準ずる。 
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第３節 公共施設等災害復旧対策 

担当部署 施設所管全部署 ◎総務課 財政課 消防本部 

１ 計画の方針 

公共施設等の地震又は津波による被害を早期に復旧するため、的確に被害状況を調査把

握し、速やかに災害復旧の基本方向を決定するとともに、復旧計画を策定して災害査定を

受け、早期に事業実施できるよう一連の手続を明らかにする。 

また、激甚災害の指定を受けた場合とそれ以外の場合の復旧に対する助成制度・財政援

助の内容とそれぞれの担当窓口を明確にし、併せて市民及び関係団体等に対する災害復旧

計画及び復旧状況に関する必要な情報提供に努める。 

具体的な計画は、震災対策編 第４章「第３節 公共施設等災害復旧対策」に準ずる。 

この場合において、震災対策編 第４章「第３節 公共施設等災害復旧対策」中「地震」

とあるのは「地震又は津波」と読み替えるものとする。 
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第４節 災害復興対策

担当部署 

◎総務課 企画定住課 財政課 農林水産課 商工観光課 建設課

都市政策課 消防本部 

１ 計画の方針 

被災地の復興は、被災者の生活再建を支援し、より安全性に配慮した地域振興のための

基礎的な条件づくりを目指すものとする。 

市は、災害により壊滅的な被害を受けた地域の社会経済活動や被災者の生活の緊急かつ

健全で円滑な再建・復興を図るため、県、市民、民間事業者等と協力して速やかに復興基

本方向を定め、復興計画を作成する。 

また、災害により地域の社会経済活動が低下する状況に鑑み、可能な限り迅速かつ円滑

な復興を図るものとする。 

市、県及び公共施設管理者は、復興計画に基づき、市民の合意形成を図りながら、災害

防止と快適で安全な防災まちづくりを目指した効果的な復興対策及び防災対策を早急に

実施する。 

なお、計画の策定にあたっては、地域の自然・社会条件を踏まえ、広く市民各層の意見

が反映されるよう努めるほか、男女共同参画の理念から見て妥当なものとなるよう配慮す

る。 

具体的な計画は、震災対策編 第４章「第４節 災害復興対策」に準ずる。 

この場合において、震災対策編 第４章「第４節 災害復興対策」中「避難路、避難場所、

延焼遮断帯、防災活動拠点ともなる幹線道路、都市公園、河川、港湾、空港等の骨格的な都

市基盤施設及び防災安全街区の整備、ライフラインの共同収容施設としての共同溝、電線共

同溝の整備等、ライフラインの耐震化等、建築物や公共施設の耐震・不燃化、耐震性貯水槽

の設置等」とあるのは「必要に応じ、浸水の危険性の低い地域を居住地域とするような土地

利用計画の策定や、できるだけ短時間で避難が可能となるよう避難場所・津波避難ビル等、

避難路・避難階段等の避難関連施設を都市計画と連携して計画的に整備すること等を基本的

な目標とする」と読み替える。 

また、次に掲げる事項を３『(2) 防災まちづくり』に加える。 

市及び県は、津波による被害を受けた被災地について、津波に強いまちづくりを図る観点

から、住民等の参加のもと、高台移転も含めた総合的な市街地の再整備を行う。その際、時

間の経過とともに被災地域への再移転が行われないよう、津波災害特別警戒区域等による土

地利用制限や建築制限等を行うことについても検討する。 


